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論文要旨 

 本論文では、墓地問題を経済学的に整理し、それらの問題を検証することで

その本質をあぶり出し、分析を加え政策提言を行った。本論文は、3 部構成と

なっている。第 1 部では、墓地問題を資源の限界、市場の問題、制度の問題

の 3 つの問題に整理している。  

第 2 部では、神奈川県横浜市、熊本県人吉市、鹿児島県鹿児島市を題材と

して、人口、土地利用、墓地数、新規墓地とその区画数、アンケート調査等の

データの概観とケーススタディ、そして墳墓・区画の需給ギャップの将来推計

によって 3 つの問題の検証を行っている。これらの検証から、全国的に無縁

化が深刻であること、都市部では墳墓需給がひっ迫している一方で墓地新設が

困難であることが分かった。そこで本論文では、無縁改葬と期限付き制度こそ

日本の墳墓需給のミスマッチを解決すると考えた。  

これを受けて第 3 部では、無縁改葬と期限付き制度に関してより詳細な分

析を加えた。まず、無縁改葬と期限付き制度を考慮に入れた横浜市における墳

墓・区画の需給ギャップの将来推計を行い、無縁改葬の即効性と供給が途絶え

たときの効果の高さ、期限付き制度の供給増幅効果等の制度の特徴を明らかに

した。次に、改葬と期限付き制度の有無が墓地問題の明暗を分けたヨーロッパ

の事例を比較分析し、日本においても政策の失敗が存在することを確認した。  

第 4 部では、ミクロデータを分析することで需要者や既取得者の効用を低

減させずに無縁改葬と期限付き制度を推進することがどうすればできるのか、

特にどの様な属性や要因に照準を合わせこれらの制度を導入すればよいか明ら

かにした。まず、無縁化を生みやすい形態である区画型墳墓への選好要因を分

析し、死後の間取りとしての区画の広さが主要な要因であることが分かった。

次に、無縁化リスクの要因を分析し、寺院墓地や新しい墳墓にも無縁化リスク
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は存在し、永続利用を前提にする限り無縁化リスクが存在することを明らかに

した。  

第 5 部では結論として政策提言を行っている。まず、無縁改葬が進まない

環境を作り出している政策の失敗を改善するために、調査の実施と墓地行政の

広域化を主張している。最後に、無縁改葬を推進するための施策として、条例

による「無縁化」の明確化、再利用区画リストの作成・マッチング、公営大規

模合葬施設の設置、無縁改葬の相談窓口の設置、期限付き制度の導入を挙げ、

スムーズな改葬システムの構築を提案している。  
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第1部 序論  

第1章 はじめに  

 日本は少子高齢社会に突入し、医療・年金等の社会保障、人口減とそれに伴

う労働力不足、地方消滅など様々な問題が取り上げられている。これらの問題

はもちろん重要だが、その先の問題については考えられていないのが現状だ。

これらの問題の先にはどんな社会が待っているのだろうか。それは多死社会で

ある。人は誰もが、最後の時を迎える。この真理から考えれば、高齢化に伴い

死亡者数が増加していくことは容易に想像できる。実際に、現在の人口動態の

趨勢からいくと 2040 年頃には死亡者数は 165 万人を超えることが予想されて

いる(図  1)。  

 

 

図  1 日本の将来死亡者数推計  

出所：国立社会保障・人口問題研究所 ( 2 0 1 2 )「日本の将来推計人口 推計結果表」 表 1 - 8 (出生中位、

死亡中位推計 )  h t t p : / / w w w . i p s s . g o . j p / s y o u s h i ka / t o h ke i / n e w e s t 0 4 / s h 2 4 0 1 s m m. h t ml  より筆者作成  

 

 基本的に、人が死亡すると墓が必要になる。よって、死亡者数の増加と同時

に墓への需要も高まることが予想される。日本の伝統的な墓は、数㎡ほどの土

年  

http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sh2401smm.html
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地に墓石が建立されるスタイルである。これらの墓は直系の親族世帯ごとに取

得され、傍系の世帯は他の墓を新たに取得する必要がある。しかし、この日本

の伝統的な墓文化が持続可能だとは到底思えない。日本の国土は狭く、墓地は

周辺住民の反感を買いやすいため、先述の様な形態の墓を十分に供給できると

は考えにくいからだ。  

 しかし、日本全国、全ての場所で墓が不足するわけではない。日本の人口は

偏在している。この人口偏在は都市部への人口流入によるもので、一時的なも

のではなく、家つまり世帯そのものが地方から都市へ移動し、定住してきたの

である。この移動により、都市部では墓が足りず、地方部では余るという現象

が起こると予想される。実際、これらの問題は顕在化しており 2014 年の東京

都立霊園の先述の様な一般的なスタイルの墓への応募倍率は 7.1 倍を超えてい

る(財団法人東京都公園協会 ,  2014)。一方で、熊本県人吉市では後継者がいな

くなり、捨てられる墓が出てきている (才本 ,  2014)。  

 この様に、現代そして未来の墓地問題は単純に墓が足りないということでは

なく、住民の反発や用地などの制約や人口動態、地域性の中で需給が均衡しな

いことが問題となるのである。この様に、制約や弊害の中で需給を均衡させる

ということに関しては、経済学が得意とするところだ。しかし、この問題につ

いて経済学的に研究された例はない。そこで、本論文では、まず、墓地問題を

経済学的に整理する。そして、その問題を検証することで墓地問題の本質をあ

ぶり出し、さらに分析を行う。最後に政策提言を行う。  
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第2章 墓地問題の整理  

 本章では、墓地問題 2を整理する。本格的な整理に入る前に、本論文で使用

する墓に関する用語について定義をしておきたい 3。  

 

  墳墓・・・死体・焼骨を埋葬する施設。地上にある墓石と地下の納骨施設

で構成される。  

  区画・・・墳墓を設置するための個々のスペース。  

  墓地・・・墳墓を設置するために、市長の許可を受けた区域内に設けられ

た一定の範囲の場所と施設。後述する納骨堂もこれに含める。  

  改葬・・・墳墓・区画の場所を変えて、埋葬しなおすこと。日本では、こ

れに関して規制があり、適切な手続きと手順を取らなければ実行できない。  

  合葬・・・血縁とは無関係に不特定多数の遺体・遺骨を同じ墳墓・区画で

埋葬すること。  

  個人墓地・・・個人によって設置された墓地。自宅の庭に設置されたり、

個人・自治体所有の山林に設置されたりすることが多い。  

  共同墓地・・・村落など、その地域の構成員によって共同で管理・運営さ

れる墓地。  

  寺院墓地・・・寺院により経営、運営される墓地。  

                                                      

2
 本論文では「墓地問題」という言葉を「墓地」に関する問題に限定せず、墓に関わ

る問題全般の総称として使っている。  

3
 川添・近藤 (2005 )を参考にした。  
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  公営墓地・・・市や区などの行政主体によって経営、運営される墓地。運

営は民間の団体に委託されることもある。  

  事業型墓地・・・寺院や公益法人等の非営利の団体に経営され、石材店・

墓地開発コンサルタント会社等の営利団体により管理・運営される墓地。  

  永代供養・・・家族等の血縁関係者ではなく、経営(もしくは運営 )主体が

永遠に墳墓を管理すること。  

  無縁墳墓・・・墳墓の管理者が居なくなり、捨てられてしまった墳墓。  

  墓地、埋葬等に関する法律 (以下、墓埋法 )・・・名前の通り、墓地や埋葬

方法に関する法律。個別具体的な規定は少なく、各自治体による具体化を

前提としている。  

第1節 墓地問題の整理  

 本論文では、独自の問題整理を行っている。序論でも触れたが現代の墓地問

題は、需給の面で顕在化している。そして、住民とのコンフリクト等の市場外

部の問題も起きている。これらの問題は墓地による外部不経済や逆選択、また

制度・政策の不備など経済学の知見を利用して整理できるものが多い。そこで、

現代の墓地問題について経済学的な整理を加える。  

 以下では、個々の墳墓ではなく、その集合の墓地という財を考える。まず、

経済学的に考えたときに、墓地はいったいどんな財だろうか。墓地は、競合性

4も排除性 5もある財であり、公共財ではない。そもそも、墓地は公衆衛生の維

持を目的として政府が供給する、あるいは供給を調整してきた財 (川添・近藤 ,  

2005)だが、火葬率がほぼ 100%の現代において、公衆衛生の役割は薄れつつ

                                                      

4
 同一の財・サービスを同時に複数人で消費できない性質。  

5
 その財・サービスの受益を購入者が独占できる性質。  
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ある。しかし、墓地には宗教的な意味がある。それは現代でも変わることのな

い墓地の存在意義だ。そして、適切に葬られたいという国民の最低限度の欲求

を保障することは国家の役割であり、墓地に公益性が求められる理由はここに

ある。また、墓地は周辺住民の死を忌諱する感覚を触発してしまう可能性もあ

る。つまり、墓地は需要者と供給者の枠を超えた社会的な影響を持つ財である。

以上の点を考慮すると墓地はメリット財に分類される。メリット財とは、その

需給の均衡に市場原理が働く一方で、個人の選好を超えて社会的な正・負の影

響を与える財のことである。個人の選好の枠を超えてしまっているので政府が

提供する場合があるのだ 6。つまり、墓地問題を経済学的に考える際には「市

場原理がうまく働いているか」、「正の社会的影響は確保されているか」、

「負の社会的影響を抑制できているか」といった点を考慮することになる。  

 墓地がどの様な財か明確になったところで、本論文では墓地問題を図  2 の

様に 3 つの大要素と 8 つの小要素に分解して考える 7。この分類は先行研究や

メディア、一般論などから筆者が考えた仮説に過ぎず、頑健な検証がされてい

るものではないのでご注意いただきたい。以下、3 つの大要素をそれぞれの小

要素で説明していく。  

 

                                                      

6例えば、教育。  

7
 図  2 は因果関係ではなく、あくまで要素分解の図である。  
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図  2 墓地問題の経済学的整理  

 

 第 1 に、資源の限界である。市場や制度などの構造的な問題の前に、墳墓

や土地が物理的に足りないという可能性がある。幾ら、制度の構造を是正して

も、そもそも墳墓の絶対数が足りていなければ供給は不可能である。墓地問題

では、死亡者数・世帯数の増加によって墳墓需要 8が増加(図  2‐①)し、用地

という資源の制約を超えてしまっている可能性 (図  2‐②)が指摘される。  

 第 2 に、市場の問題である。市場の問題 9とは市場メカニズムがうまく働い

ていない状況を指す。この問題は 4 つに分類される。先ず、外部不経済であ

る(図  2‐③)。外部不経済は、市場を直接介さずに周囲に与える負の影響のこ

とである。新規墓地による周辺住民への心理的被害や墓地の乱開発による景観

の乱れや周辺地価の下落、地域の競争力の低下等がこれにあたる。  

                                                      

8
 本論文では、「墳墓需要」と「区画需要」という 2 つの言葉が使われている。文脈

において自然な方を利用している。区画は墳墓の構成要素の一部であるためその数量

はほぼ一致しているため、2 語もほぼ同義と考えて差し支えない。  

9
 本論文では八田 (2004 )の「市場の失敗」の定義を参考にした。本論文で「市場の問

題」としているのは厳密に経済学的な市場の失敗とは言えないものも問題に含めてい

るからである。  

墓地問題

③墓地の外部不経済

資源の限界

市場の問題
④無縁化リスクに関するミスマッチ

①死亡者数・世帯数の増加

制度の問題

⑧墓地埋葬等に関する法律の問題

②用地の限界

⑥価格のミスマッチ

⑦条例等による新設墓地規制の問題

⑤新しい葬送方法に関するミスマッチ
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 次に、情報の非対称性や逆選択により、需要側が本当に欲しているタイプの

墓地が過小供給になっている可能性がある。まず、無縁化リスクに関するミス

マッチ(図 2‐④)である。家制度の崩壊や核家族化により、墓の後継という概

念は失われつつある。このことから、後継を前提としないタイプの墓地、墳墓

への需要が高まっていると考えられる。しかし、供給側の墓地経営者の立場か

らすると、後継を前提としないタイプの墳墓を供給するインセンティブは低い。

一度、誰かが使用した区画に買い手がつくかという問題や後継されなかった遺

骨を供養する施設を建設する費用も安くはない。さらに、子孫代々後継して使

用してもらった方が管理料収入によって安定的なキャッシュフローがのぞめる

のだ。そして、現在の墳墓市場は売り手市場であるから、供給側にとって都合

のいいタイプの墳墓が供給されやすい状況がある。こういったことから無縁化

に対応した墳墓が過小供給されている可能性がある。  

 さらに、新しい墳墓・葬送方法に関するミスマッチ (図  2‐⑤ )が考えられる。

代表的なものが散骨である。散骨は墳墓を必要としないため、高まる墳墓需要

に応える新しい葬送方法として期待される。また、こういった新しい葬送方法

は基本的には後継を前提としないため無縁化リスクの高い取得希望者から一定

のニーズがあるはずだ。しかし、この葬送法に高いビジネス性を求めて参入し

てきた事業者が遺骨を山林に放置したり、許可されていない場所で散骨を行っ

たりしたため自治体が条例で禁止するなどの問題も出た。もちろん、適切な方

法で良質なサービスを提供している事業者もいるが、取得希望者にとってはま

だ、「法律に抵触しないか？」、「遺骨が放置されるのではないか？」という

不安は根強いようだ。こういった不安が解消されれば、無縁化に対してリスク

を感じている人々が新しい葬送方法を選択するようになるのではないだろうか。  
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 最後に、価格のミスマッチ (図  2‐⑥)である。墳墓になくてはならない墓石

の価格は不透明で、適正な価格というものが買い手には把握しにくい状況にあ

る(高橋 ,  2010)。また、1 つの墓地で契約が出来る石材店が 1 つしかない場合

や複数の石材店を選択できると言いながら、曜日によって墓地に常駐する石材

店が決まっており、実質的には石材の供給を独占できるケースが多い。こうな

ると、売り手側の価格交渉力が高くなり、適正な価格での取引がされない場合

が出てくる。  

 第 3 に、制度の問題である。これは、行政による規制がうまく働かず、非

効率な状態が発生していることを指す。墓地問題では 2 つの制度の問題があ

る。まず、条例等による新設墓地規制の問題 (図  2‐⑦ )である。墓地の規制は、

市による自治事務である。各市がそれぞれの事情に合わせて条例や規則等で墓

地を規制している。中には、外部不経済を内部化するために、墓地の構造や設

置場所、周辺住民との合意形成を図るための手続き等を細かく定めた条例を運

用している市もある。しかし、この内部化がうまくいっていないケースがある。

理論的には、外部性を内部化する際に事業者側は規模や施設を調整して社会的

に望ましい均衡点に需給が落ち着く。均衡点が供給曲線上に存在する限りにお

いて供給がゼロになることはない。しかし実際は、事業者側は調整するよりは

造成を最初からあきらめてしまっている可能性がある。  

 もう 1 つが、墓地・埋葬等に関する法律の問題(図  2‐⑧)である。この法律

では改葬に関する手続きが定められている。しかし、墳墓保有者の権利の保護

のために改葬のコストが非常に高くなる内容となっており、無縁墳墓の改葬が

進まない。市場原理がうまく働いていれば、供給量は減少するはずである。も

しくは、不要となった墳墓は整理され、新しい取得希望者へと提供されるはず

である。しかし、墳墓所有者の権利に配慮するあまり、整理が進まず、不要と
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なった墳墓が残り続け供給過多の状態になるのである。日本では地方部がこの

状況にあたる。  

 以上が、墓地問題の経済学的な整理である。しかし、これらの問題はあくま

で経済理論から導き出した「仮説」にすぎない。第 2 部ではこれらの仮説を

都市部では神奈川県横浜市、東京都、地方部では熊本県人吉市、鹿児島県鹿児

島市といった具体的な自治体を分析することで検証する。  

第2節 本論文の流れ  

では、具体的に本論文のどこで、どの問題をどの自治体を題材に仮説検証と

分析をし、最終的に何をするのか、最初に整理しておく。まず、本論文は、こ

の第 1 部と補論を含めて、6 部構成となっている。本章では、議論のための問

題提起を行ってきた。  

 第 2 部では、当部で行った問題提起を具体的な自治体を対象に検証してい

く。第 3 章では①~⑦までの問題を都市部である横浜市で検証し、第 4 章では、

⑧の問題を地方部である熊本県人吉市、鹿児島県鹿児島市、都市部では東京都

で検証する。①~⑦までの問題の検証を都市部でしか行わない理由は、これら

の問題は「不足」関連の問題であり、地方部では観察することができないから

である。一方、⑧の問題は一般的には地方部でしか観察されないと考えられて

いるが、構造的な供給過剰の問題であり、都市部でも観察されることは十分に

考えられる。  

 第 3 部では、第 2 部の検証で問題の本質とされた無縁化とその対策である

改葬と期限付き制度についてより詳細な分析を加えている。具体的には、第 5

章で再び横浜市を題材に、無縁化・需要増対策として無縁改葬と期限付き制度

を将来推計モデルに組み込み、分析を行っている。第 6 章では、前章までで
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墳墓不足と無縁化双方に有効と考えられた改葬と期限付き制度の実際の成功例

として海外の事例を分析する。さらに、これらの施策を導入できた、もしくは

できなかった要因も海外の事例から分析する。  

 第 4 部からは視点を変え、よりミクロな視点で分析を行う。第 2 部、第 3

部ではマクロ的な視点で実際の自治体を分析した。そこで、第 4 部ではより

ミクロな視点に立ち個人の選好について分析する。具体的には、第 7 章では、

無縁化を引き起こしやすいとされる区画型墳墓への選好の要因を回帰分析する。

この章ではヘックマンの 2 段階推定を用いて、アンケート調査独特のデータ

構造を考慮した分析を行っている。第 8 章では、後継者の不在への不安を無

縁化リスクの表れであると仮定し、無縁化リスクの要因を回帰分析している。

この章では Two-part モデルを用いることによって、アンケート調査独特のデ

ータ構造を考慮した分析を行っている。  

 第 5 部では、本論文での分析を総括し、無縁化と墳墓不足の双方を解決す

る 7 つの施策による政策提言を行っている。そして補論では、本論で議論し

きれなかった細部や、本論の流れとの関係は薄いが、研究課程で行った分析を

載せている。  
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第2部 検証  

第3章 不足に関する問題の検証  

 第 1 部では、墓地問題について整理を行った。しかし、これらの問題は仮

説に過ぎない。本章を含む第 2 部では、整理された墓地問題について検証を

行うことで、何が本当の問題か、本質を明らかにしていく。本章は、①~⑦ま

での不足に関連する問題を検証したい。これらの問題は基本的には都市部で観

察されるものであるため、神奈川県横浜市を対象に検証を行う。では、各問題

の検証・分析に入る前に、横浜市の墓地に関する基礎的なデータを概観しよう。

図  3 は横浜市における墓地数の推移を表したものである。減少している年も

あるが、全体としては増加傾向である。近藤・小田 (2014)によるとこのデータ

には個人墓地が含まれる 1 0。基本的に墳墓・区画は永続性を前提として購入さ

れるため、ある程度の規模の墓地は簡単に閉鎖することはできず、データ中の

減少も個人墓地によるものと考えられる。しかし、これはあくまで墓地の数で

あり、区画数についての推移については別のデータを見る必要がる。  

 

                                                      

1 0
 横浜市全体の墓地の内約 4 分の 3 が個人墓地である (近藤・小田、2014)。  
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図  3 横浜市の墓地数の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「第 9 3 回横浜市統計書」第 1 5 章 衛生及び環境、第 2 表 地域保健

事業 ( 1 2 ) 環境衛生対象施設数 

h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / t o u ke i s h o / n e w / i n d e x 3 . h t ml # 1 5  

より筆者作成  

 

 表  1 と表  2 は横浜市が許可した新規墓地の区画数(1998 年度~2014 年度)と

既存墓地の拡張による新規区画数(1998 年度~2008 年度)の推移である。年度

によって差はあるものの毎年新しいが区画が供給されており、多い年では合わ

せて 10000 区画を超える許可が出されているのが分かる。しかし、横浜市で

は 2003 年度から「横浜市墓地等の経営許可等に関する条例」 (以下、横浜墓

地条例)が施行されている。この条例では墓地の新設許可のために満たすべき

条項が増えており、そのハードルが高くなった。結果として 2004 年度以降で

は新規の墓地数が明らかに少なくなったことが分かる (表  1、表  2)。以上が横

浜市の墓地の基礎データである。区画数は増加傾向にあったものの、条例の施

行によりその増加幅は縮小、もしくは、減少傾向へと移行していることがわか

る。  

年
度 
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表  1 新規許可状況  

 

〈出所〉  

～2 0 0 8 年度：横浜市墓地問題研究会 ( 2 0 1 0 )より筆者作成  

2 0 0 9 年度～：横浜市健康福祉局提供の資料より筆者作成  

 

表  2 拡張許可状況  

 

出所：横浜市墓地問題研究会 ( 2 0 1 0 )より筆者作成  

 

年度 墓地数 総区画数 平均区画数

1999 9 2090 232

2000 12 6325 527

2001 15 13415 894

2002 6 3777 630

2003 13 12789 984

2004 4 8956 2239

2005 2 194 97

2006 4 3281 820

2007 3 6582 2194

2008 5 2849 570

2009 3 2553 851

2010 1 178 178

2011 6 5570 928

2012 3 812 271

2013 1 448 448

2014 1 943 943

年度 墓地数 総区画数 平均区画数

1999 1 30 30

2000 3 786 262

2001 7 2412 345

2002 6 2965 494

2003 4 5062 1266

2004 4 861 215

2005 2 574 287

2006 2 449 225

2007 0 0 0

2008 2 432 216
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第1節 資源の限界  

 本節では、物理的に墳墓の需給が限界に達しているか検証する。第 1 項で

は人口に関する統計から墳墓需要について考察を行う。第 2 項では近藤・小

田(2014)の研究で明らかになった墓地の立地傾向を元に、今後の横浜市での墓

地造成の可能性を探る。  

第1項 人口  

 墳墓需要と密接にかかわる人口について概観しよう。図  4 を見ると横浜市

の人口と世帯は一貫して増加傾向である。一方で、核家族化の影響で 1 世帯

当たりの人員数は 60 年前の半分にまで低下している。  

 

 

図  4 横浜市の人口と世帯数の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「人口動態と年齢別人口」第 1 表 

h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / j i n ko / d o t a i / n e w / i n d e x - j . h t ml より筆者作成  

  

 さらに、人口動態の推移を見てみよう。図  5 を見てみると、自然増は 1970

年代前半にピークを迎え、その後減少傾向である。社会増はこれまで 3 つの

波があった。先ず 1950 年代から 1960 年代にかけて、次に 1980 年代、直近が

人/世帯 人 
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1990 年代後半から 2000 年代にかけてである。人口自体は増加傾向ではある

ものの、社会増も自然増も 0 に近づいてきていることが分かる。  

 

 

図  5 横浜市の人口動態の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「人口動態と年齢別人口」第 3 表

h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / j i n ko / d o t a i / n e w / i n d e x - j . h t ml より筆者作成  

 

 次に、年齢構成を見てみよう。図  6 では、1970 年代は 0~14 歳の比率が約

25%、65 歳以上人口の比率が約 5%であったのに対し、2000 年を境に比率が

逆転している。今では 65 歳以上の比率が 20%を超え、0~14 歳人口の比率が

10%を少し超える程度になっている。15~64 歳の生産年齢人口は 2000 年代初

頭まで比較的安定した推移を見せていたが、2003 年頃から 70%を下回り、減

少傾向が続いている。図  7 を見ると比率だけではなく絶対数においても同様

の傾向があることが分かる。  

 

人 
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図  6 横浜市の年齢 ( 3 区分 )別人口構成比の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「人口動態と年齢別人口」第 1 6 表

h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / j i n ko / d o t a i / n e w / i n d e x - j . h t ml より筆者作成  

 

 

図  7 横浜市の年齢 ( 3 区分 )別人口の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「人口動態と年齢別人口」第 1 6 表

h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / j i n ko / d o t a i / n e w / i n d e x - j . h t ml より筆者作成  

 

 そして、墳墓・区画需要に最も影響を与える数字として死亡者数をみてみよ

う。図  8 を見てみると、死亡者数は増加基調にあり、直近の 2014 年には

3000 人近くの市民が亡くなっている。死亡率については 1965 年頃まで減少

を続けていたが、その後上昇。今では 1950 年の水準にまで戻っている。  
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図  8 横浜市の死亡数と死亡率の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「人口動態と年齢別人口」第 3 表

h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / j i n ko / d o t a i / n e w / i n d e x - j . h t ml より筆者作成  

 

 これらの人口の傾向をみると、墳墓需要は増加しており、今後も増加してい

くことが推測される。これには 3 つの理由がある。第 1 に、世帯数が増加し

ているからである。墓地の取得スタイルが今まで通り家制度によるものを踏襲

するならば、世帯数が増えればそれだけ墓地への需要も増加することが予想さ

れる。  

 第 2 に、過去数十年間で大規模な社会増があったことである。市外から移

住してきた世帯は市内に墳墓を持っていない。これらの世帯は直系であっても

横浜市内に墳墓を持っていない。もし彼らが市内に残り続けるならば、墳墓が

必要になるはずだ。  

 第 3 に、死亡者やある程度死期が近いと予想される人が増加している。世

帯数が増えただけでは墳墓への需要は生まれない。あくまで死亡者や死期が近

いとされる人が増加して初めて墳墓の取得につながる。その点、横浜市の死亡

率も死亡者数も上昇基調であり、世帯当たりの死亡者が発生する確率も上がっ

ている。以上 3 点の理由から、横浜市の墳墓需要は増加基調であることが推

測される。  

年 

％  人 
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第2項 用地の限界  

 次に、用地の限界について検証する。墓埋法や横浜墓地条例で定められてい

る様に、墓地はどこにでも造成できる施設ではない。住環境や商業の妨げとな

らないように配慮がされており、周囲に影響を与えない、もしくは与えても問

題の無い様な場所にしか造成できないのである。そして、市内に墓地を造成で

きる条件の土地がなくなってしまえば供給ができなくなる。そこで、本項では

墓地が立地しやすいタイプの土地の面積の推移を見ることで、今後新しい墓地

が立地する可能性について検証することとする。  

 まず、墓地が立地しやすい土地とはどんな土地だろうか。近藤・小田(2014)

によれば平成期における新しい墓地が立地する以前の土地利用 1 1は表  3 の通り

である。宅地が 8%も含まれているのが驚きだが、これは横浜市の中でも古い

地区の墓地が該当し、現在住宅が密集しているような地点ではない。樹林地、

田、畑、荒地が上位にあるのは妥当な結果といえる。こういった場所は大規模

な用地を一気に取得でき、住宅地や商業地からは離れたところにあるため墓地

が造成しやすい。  

 

                                                      

1 1
 近藤・小田 (2014 )は「1 954 年から 19 65 年にかけて、空中写真測量により作成さ

れた」3000 分の 1 の地形図を利用し、直前の土地利用とは限らないものの傾向はつ

かめるとしている。  
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表  3 墓地立地前の土地利用と墓地数  

 

出所：近藤・小田 ( 2 0 1 4 )より筆者作成  

  

 次に、こういった土地が横浜市にどれくらい残っているのかデータを見てみ

る。まず、1991 年から 2006 年にかけての横浜市の土地利用の内、墓地が立

地する傾向の強い田、畑、樹林地、荒地の面積の推移を見てみよう。図  9 を

見て分かる通り、全ての土地利用が減少傾向であり、特に樹林地の減少が激し

いことが分かる。  

  

 

図  9 横浜市の土地利用の推移  

出所：国土交通省国土政策局国土情報課「国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ」『G I S ホーム

ページ』 h t t p : / / n l f t p . ml i t . g o . j p / ks j / j p g i s / d a t a l i s t / K s j T mp l t - L 0 3 - b . h t ml より筆者作成  

 

旧土地利用 墓地数 %

樹林地 45 42%

田 20 19%

畑 20 19%

荒地 11 10%

宅地 9 8%

桑畑 1 1%

不明 2 2%

計 108 100%

年  
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 さらに、最近のデータを見てみよう。図  10
1 2は 2010 年から 2014 年までの

5 年間の土地利用面積の推移である。どの土地利用面積も減少傾向なのがよく

分かる。一方で、墓地と競合する可能性の高い宅地は同期間において増加して

いる(図  11)。  

 以上より、横浜市における墓地が立地しやすい用地は減少傾向にある一方で

競合関係にある宅地の用地は増加傾向にあることが分かった。今後も横浜市の

人口は増加することが予想され、宅地も増加していくだろう。墓地が立地でき

る用地の限界につい具体的な数字を示すことはできない。しかし、利用できる

用地の面積はこれまで減少傾向にある一方で競合する用地は増加傾向にあり、

資源としての用地はひっ迫していくことは予想される。  

 

                                                      

1 2図  9 と図  1 0 で数字に大きな相違があるのは、出所のデータが異なるためである。

図  9 は航空写真と地形図によって判断された土地利用であり、図  10 は固定資産税を

徴収する際の申告を受けた土地利用である。  
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図  1 0 横浜市の土地利用の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「第 9 2 回横浜市統計書」第 1 章土地及び気象 、第 4 表 地目別土

地面積 ( 1 )概況 h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / t o u ke i s h o / n e w / #  より筆者作成  

 

 

図  1 1 横浜市の宅地面積とその変化率の推移  

出所：横浜市統計ポータルサイト「第 9 2 回横浜市統計書」第 1 章土地及び気象、第 4 表 地目別土地

面積 ( 1 )概況 h t t p : / / w w w . c i t y . y o ko h a ma . l g . j p / e x / s t a t / t o u ke i s h o / n e w / #  より筆者作成  
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第2節 市場の問題  

 次に市場の問題について検証をする。本節では、墓地の外部不経済や市場メ

カニズムがうまく働かず構造的に需給が均衡していない状態について検証・分

析を行う。  

第1項 外部不経済の検証  

 第 1 に検証するのは、墓地の外部不経済である。この問題は客観的に検証

するのは非常に困難である。だが、横浜市健康福祉局 (2013)のアンケート調査

には自宅近隣での墓地建設に関する設問があり、ここから住民の感覚を読み取

ることはできる。図  12 は近隣に墓地の造成が計画されたと仮定した時の意見

である。意外にも、「できてもよい」の 22.6%が「反対である」の 14.1％を

上回る結果となった。  

 しかし、問題は「計画の内容によっては反対しない」の人々だろう。彼らは

墓地の種類や運営方法によっては外部不経済を感じる、又は、既に被っている

と考えられ、彼らを足すと過半数の人々が墓地の外部不経済を被ることになる。  
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図  1 2 近隣での墓地造成計画に対する横浜市民の意見  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

  

 では、どのような種類の外部不経済が想定されているのだろうか。計画に反

対する理由を見てみよう。表  4、図  13 は近隣での墓地造成に「反対である」、

「計画によっては反対しない」と回答した人々にその理由を問うた質問への回

答である。心理面と地価が大きな割合を占めるかと思いきや、もっとも大きな

割合を占めているのは交通面の問題である。その次に衛生面、心理面と続く。

意外にも地価に関しては 16.1%と他の理由と比較すると大きな数字ではない。  

 

表  4 近隣の墓地造成計画に反対する理由  

   

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

※複数回答可  

 

回答 回答数 %

管理が悪いとハエや蚊が発生し不衛生 330 39.7%

墓参期の交通渋滞や迷惑駐車 439 52.8%

心理的に受け入れられない 257 30.9%

周辺環境になじまない 188 22.6%

地価が下がる 134 16.1%

その他 53 6.4%

無回答 47 5.6%

回答者数 832
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図  1 3 近隣の墓地造成計画に反対する理由  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

※複数回答可  

  

 以上より、墓地による外部不経済は、造成や運営のされ方によっては出現す

る可能性がある。そして、心理的な部分にも一定の配慮は必要だが、それより

も具体的な部分で外部不経済を感じる人々が多いことも分かった。特に考慮す

べき外部性は交通や衛生に関わる外部不経済である。このことから、墓地の外

部不経済を回避することは非常に難しいことが分かる。心理面や衛生面に関し

ては、事業者の心がけ次第で何とか対応できる。しかし、交通の問題は難しい。

墓地を大規模にしようとすればするほど墓参期の混雑は増すだろうし、駐車場

を設置するとなればそれだけ、区画の数を減らすか取得する用地を増やさなく

てはならず対応にコストがかかるのだ。  

第2項 無縁化リスクに関するミスマッチの検証  

 次に、無縁化に対応した墳墓の過小供給の検証を行う。先ずは、横浜市健康

福祉局(2013)のアンケート調査から需要側のデータを見てみる。図  14 は墓地

の期限付き制度に対する考え方についてのアンケートの結果である。期限付き

制度とは墳墓の使用について「更新できることを条件に、10 年から 30 年程度
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の使用期限を定める制度」 (横浜市健康福祉局 ,  2013)のことである。墳墓取得

希望者でこの制度に賛成する人は無縁化に対して危機感を持っており、無縁化

対策へのニーズがあると考えられる。図  14 を見てみると墳墓取得希望者のう

ち「やむをえない」、「積極的に取り入れたほうが良い」の肯定派が約 70%

を占める結果となっている。しかし、非取得希望者の分布も取得希望者とほぼ

同様の結果となっており、個人的な無縁化リスクに対する反応というよりは総

論としてこの制度に賛成している可能性が高い。つまり、これが無縁化対策の

取られた墳墓への需要を表しているとは言い切れない。  

 

 

図  1 4 横浜市民の期限付き制度に対する考え方  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

 

 そこで、図  15 をみてみる。これは墳墓をどの範囲の親族(又は友人 )で使用

したいかという設問に対する回答で、この範囲が狭い人ほど永代使用を前提と

せず、無縁化対策が取られた墓地・墳墓を希望すると考えられる。これは、取

得希望者と非取得希望者で明確に違いが出ており、取得希望者では親子 2 代

以下の範囲で使用したい人が半数を超える一方で非取得希望者は親子 3 代以
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上で使用したい人が半数を超えている (図  15)。以上より、墳墓取得希望者側

には無縁化対策が取られた墓地・墳墓への需要が存在することが分かる。  

 

 

図  1 5 横浜市民の希望の墳墓使用範囲  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

 

 しかし、供給の側はどうだろうか。浦川他 (2014)によれば、神奈川県におけ

る 2009 年の「寺院や墓地の管理者が永代にわたり供養を行う“お墓”」、つ

まり永代供養墓の数は 60 件である。図  3 を見ると横浜市における 2009 年の

墓地数は約 2845 件であり、神奈川県全ての永代供養墓が横浜市にあったとし

ても 2%程度の墓地しか永代供養に対応していないことになる。使用範囲が親

子 2 代以下で十分と考える取得希望者が 50%を超えていることを考えると、

永代供養すべき墳墓・遺骨もそれだけあるはずであり 2%という数字は明らか

に過小供給である。  

第3項 新しい葬送方法に関するミスマッチの検証  

 新しい葬送方法のミスマッチの有無を検証する。昨今、数多くの新しい葬送

方法が出てきているが、その中でも特に認知度の高い散骨を新しい葬送方法と
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して取り扱うことにする。まず、図  16 は横浜市健康福祉局 (2013)の中の散骨

に関する設問の結果である。墳墓取得希望者も非取得希望者も約 20%がした

い・されたいと回答する一方で取得希望者では約 40%、非取得希望者では約

45%の人がしたくない・されたくないと回答する結果となり、新しい葬送方法

はまだまだ普及していないことが伺える。  

 

 

図  1 6 横浜市民の散骨に関する考え方  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

 

 では実際に、仮説で述べたように散骨に対する不信感や不安が取り除かれれ

ばこの葬送方法は普及するのだろうか。図  17 からは、そうではないことが分

かる。男女で多少の差はあるものの「自分が墓を守らなければいけないという

責任を感じる」人は 43%にのぼり、「『お墓参り』は自分の子供や孫にもし

てもらいたい」という人も 49%、「『お墓参り』は積極的にすべきである」

という人に至っては 69%にものぼっている。一方で「将来、自分の『お墓』

のことで子や孫に迷惑をかけたくない」人は 85%と最も多く、伝統的墓文化

そのものは肯定するが、子孫に迷惑はかけたくないという傾向が分かる。  
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図  1 7   お墓参りに関する意識  

出所：楽天リサーチ株式会社 ( 2 0 1 4 )より筆者作成  

 

第4項 価格のミスマッチの検証  

 最後に価格のミスマッチに関して検証を行う。一般論として「お墓は高い」

という話はよく聞くが、実際に取得希望者が妥当と考える価格と供給側が設定

している価格に乖離が無いか検証が必要である。  

 まず、取得希望者にとって妥当な価格について知る必要がある。横浜市健康

福祉局(2013)のアンケート調査に価格に関する項目があるのでこれを見てみよ

う。図  18 が結果である。「考えていない」と「無回答」を除いた、全てのア

ンケート対象者とその中でも墳墓取得希望者だけの「適当と考える総取得費用」

の分布をグラフ化した。どちらも最も多いのが 50~100 万円未満であり、その

次に 100~300 万円未満が続いている。しかし、取得希望者では 50 万円未満も

100~300 万円とほぼ同じだけの割合存在しており、取得希望者の方が低めの

価格設定を妥当だと感じていることが分かる。  
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図  1 8 横浜市民にとって適当な墳墓・区画価格  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

※無回答除く  

 

 次に、実際に売買されている墳墓と区画の総取得費用を参照する。図  19 は

実際に売買された墳墓と区画の総取得費用の内訳である。取得希望者が想定す

る適当な総取得費用とは異なり、100 万円以上の売買が大部分を占めているの

が分かる。さらに図  20 では、想定価格と実際価格のデータの幅を揃えて並べ

てみた。これを見ると明らかに想定価格と実際価格の間にかい離があることが

分かる。  
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図  1 9 実際の墳墓・区画価格  

出所：鎌倉新書 ( 2 0 1 4 )より筆者作成  

  

 

図  2 0 墳墓・区画の想定価格と実際価格  

〈出所〉  

想定価格：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成 ※無回答除く  

実際価格：鎌倉新書 ( 2 0 1 4 )より筆者作成  

 

 以上より、墳墓・区画の総取得価格は高止まりしている可能性が高い。これ

が、独占価格かどうかは、また別の議論が必要である。さらに、今回使用した

価格は、区画の大きさや石材の種類などを区別はしていない。そのため、厳密

に独占が起こっているという結論を導くことはできない。しかし、明らかに取
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得希望者が想定している水準とは乖離したところに現在の市場価格があること

は事実であり、独占の可能性は見ることができる。  

 さらに、先述の通り石材店はその墓地で独占力を発揮できる構造がある。ま

た、高橋(2010)によると永代使用料は、その土地の地価の約 4 倍に慣習的に設

定されている可能性もあり、週刊ダイヤモンド (2004)は墓石関連収入の 4 割が

粗利となる試算 1 3を出している。こういった情報から、価格が市場メカニズム

によって決定されているのではなく、供給者側の独占的な価格に落ち着いてい

る可能性が高いことが分かる。基本的に墳墓は必需品であること、石材などは

情報の非対称性があることによって取得希望者の価格交渉力が著しく下がって

いる可能性が高い。  

第3節 制度の問題  

 前節では、市場の問題の有無を検証したが、制度の問題はどうだろう。横浜

市では 2003 年度に横浜墓地条例が施行されている。この条例は、墓地の経営

許可の際に経営者が満たさなければならない条件や、手続きについて具体的に

規定されたものである。それまでは細則で新規墓地の許可手続きとその構造制

限を中心に規制をかけていた。条例では細則の規制内容強化の他に、周辺住民

との合意形成の手続き、経営主体の財務状況の条件などの新しい条項も盛り込

まれた。この変化は、供給者側にとって墓地造成のコストやハードルをひき上

げる結果となるのは言うまでもない。  

                                                      

1 3
 東京近郊の用地に 1000 区画の民営墓地を石材店が建設、10 年間で完売したと仮定

した場合の試算。  
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 もちろん、住民とのコンフリクトや墓地の経営破たんを防ぐための条例施行

であり、そのためのコスト増である 1 4。しかし、公営での墓地供給に限界があ

る中で横浜墓地条例が供給を過度に抑制していないだろうか。さらに、単なる

墓地の数量規制に陥っている可能性は無いだろうか。単なる数量規制になって

いる場合、合意形成の意味がなくなってしまう。周辺住民と折り合いをつける

形で墓地を造成し墳墓を供給するのが望ましい姿の筈で、墓地の造成をやめさ

せるのがこの条例の目的ではないはずだ。  

 そこで、本節では、横浜市における条例の施行によって墓地・墳墓供給量が

どの様に変化したかを分析することで墓地規制の効果を分析する。具体的には

条例発効の前後の墓地数と墳墓数の平均値の変化が統計的に有意かどうかを検

証することで条例の効果を検証する。  

利用するデータは表  1、表  2 と同様のデータである。統計的な有意水準は全

て 5%としている。まず、新規墓地数の分散が発行前後で等分散かどうかを F

検定で確認する。F 検定の結果、等分散であるという帰無仮説が棄却された

(表  5)ので不等分散を仮定した t 検定を行うこととする。 t 検定の結果は表  6

の通りで、条例施行後に有意に墓地数が減少していることが検証できた。  

 

                                                      

1 4
 実際に、横浜市では住民訴訟や墓地の経営破たんが起きている。横浜霊園は全国的

にも有名な墓地の経営破たんの一例と言えるだろう。詳しくは日本墓園「経緯と現状」

ht tp : / /n iho nbo en .ne t /genj yo u .h t ml を確認していただきたい。  
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表  5 F 検定の結果 (新規、墓地数 )  

 

 

表  6 t 検定の結果 (新規、墓地数 )  

 

 

 さらに、墓地の規模の変化も検証する。純粋に墓地の規模の変化をみたいた

め、墓地の平均区画数の変化を検定する。手順は墓地数と同じで F 検定で発

効前後の等分散を確認し、 t 検定をする。F 検定の結果、等分散であることが

棄却されなかった (表  7)ので、等分散を仮定した t 検定を行った。平均区画数

の平均値は条例発効後に増加しており不可解な結果となっているが、 t 検定で

この変化は統計的に有意ではない(表  8)。よって 1 つ 1 つの墓地の規模は条例

発効後に統計的に有意な変化はなく、条例の規模に対する影響は観察できない。  

 

～2003年度 2004年度～

平均 11 3

分散 12.5 2.8

観測数 5 11

自由度 4 10

F= 4.464

P(F<=f) 片側 0.025

5%水準 3.478

～2003年度 2004年度～

平均 11 3

分散 12.5 2.8

観測数 5 11

仮説平均との差異 0

自由度 5

t = 4.820

P(T<=t) 両側 0.005

5%水準(両側) 2.571
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表  7 F 検定の結果 (新規、平均区画数 )  

 

 

 

表  8 t 検定の結果 (新規、平均区画数 )  

 

 

 もう 1 つが、拡張区画数である。すでにある墓地を拡張して新たに区画を

供給するケースである。これも新規と同様に墓地数と平均区画数の条例発効の

前後の変化の有意性を t 検定で検証する。先ず、墓地数の条例施行前後の分散

は F 検定の結果、等分散であることを棄却しなかった (表  9)。よって、等分散

を仮定した t 検定を行ったところ条例施行前後で有意な結果は得られなかった

(表  10)。  

 

～2003年度 2004年度～

平均 653.382 867.186

分散 90277.632 534241.524

観測数 5 11

自由度 4 10

F= 5.918

P(F<=f) 片側 0.051

5%水準 5.964

~2003年度 2004年度

平均 653.382 867.186

分散 90277.632 534241.524

観測数 5 11

プールされた分散 407394.698

仮説平均との差異 0

自由度 14

t -0.621

P(T<=t) 両側 0.545

t 境界値 両側 2.145
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表  9 F 検定の結果 (拡張、墓地数 )  

 

 

表  1 0 t 検定の結果 (拡張、墓地数 )  

 

 

 次に、平均区画数である。F 検定の結果、等分散であるという帰無仮説が棄

却されたので (表  11)、不等分散を仮定した t 検定を行った。その結果、条例

施行前後で有意な変化は観測されなかった (表  12)。以上より、既存墓地の拡

張については墓地規制の強化による影響は受けていないことが分かる。  

 

表  1 1 F 検定の結果 (拡張、平均区画数 )  

 

 

~2003年度 2004年度~

平均 4.2 2

分散 5.7 2

観測数 5 5

自由度 4 4

F= 2.85

P(F<=f) 片側 0.167

5%水準 6.388

~2003年度 2004年度~

平均 4.2 2

分散 5.7 2

観測数 5 5

プールされた分散 3.85

仮説平均との差異 0

自由度 8

t 1.773

P(T<=t) 両側 0.114

5%水準 2.306

~2003年度 2004年度~

平均 479.248 188.550

分散 221393.253 12000.575

観測数 5 5

自由度 4 4

F= 18.449

P(F<=f) 片側 0.008

5%水準 6.388
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表  1 2 t 検定の結果 (拡張、平均区画数 )  

 

 

 以上の検証から、横浜市の墓地規制の強化によって新規墓地数には統計的に

有意な減少があったものの、新規墓地の規模や既存墓地の墓地数とその規模に

ついては有意な変化は見られなかった。本論文では墓地の社会的に望ましい供

給量を発見するところまでは至っていないのでこれが社会的に過小供給かどう

か明言することはできない。  

 しかし、1 つの考察はできる。それは、事業者側が墓地を造成するか、しな

いかという二元論に陥り、周辺環境に配慮した形で墓地を供給しようという考

え方にはなっていないということだ。これは、墓地の規模ではなく墓地数が変

化しているところから考察できる。事業者側は条例に定められた合意形成その

ものを過大なコストと認識し、墓地を作るか、作らないかという二元論に陥っ

ている可能性がある。もし、事業者が条例に定められた合意形成過程で外部性

を適正に内部化できるならば、周辺環境・住民に配慮するにあたって墓地の規

模等も調整するはずである。しかし、有意な変化があったのは墓地数だけであ

る。事業者側は周辺環境にマッチした墓地を作ろうというよりは、新規造成を

断念しているのだ。  

 だが、この分析で言いたいのは、横浜市の条例が失敗であるということでは

ない。そもそも、外部性の内部化という発想は経済学的な発想であり、この条

~2003年度 2004年度~

平均 479.248 188.550

分散 221393.253 12000.575

観測数 5 5

仮説平均との差異 0

自由度 4

t 1.345

P(T<=t) 両側 0.250

5%水準 2.776
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例の目的はシンプルに「市民を守る」ということである。横浜では、市民の権

利が著しく阻害されるような事態が過去にあり、事業者側の行動が適切でなか

ったことも条例が施行された要因の 1 つである。その点において、横浜市墓

地問題研究会 (2010)にある通り、条例施行によって墓地に関する陳情は激減し

ておりその目的は果たされたのである。ただその結果、事業者側の行動が新規

造成の断念という形になってしまい、より需給をひっ迫させているのである。  

第4節 需給ギャップの将来推計  

 最後に、需給ギャップの将来推計を行う。本章ではこれまで、墳墓不足に関

する様々な要因を個別にみてきた。しかし、今までは現状把握とそれに基づく

簡単な予想しかしていない。この予想が楽観的なものであれば良いが、前節ま

での現状把握からは楽観的な未来を予想することは出来ない。また、複数の要

因が絡み合った総体としての需給がどの様に変化していくかについては議論が

出来ていない。そこで現状を踏まえた上で将来的な墳墓・区画需給がどうなる

か、アバウトな「予想」ではなく、精緻な「推計」が必要になってくる。もち

ろん、未来のことは誰にもわからないが一定のベンチマークとして将来推計は

必要である。そこで、本節では現状を定量的に踏まえた形で将来推計を行い、

需給ギャップを推計する。  

第1項 推計モデルのデザイン  

 今回の推計モデルは、単年の供給区画数と需要区画数をそれぞれ推計し、供

給区画数から需要区画数を引いた収支を需給ギャップとしている。また、地域

の特性をより反映したものにするため、以下の推計は全て区毎に行っている。
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さらに、推計期間は、アンケート調査の実施年度である 2012 年を足元として

2013 年から、人口等の基本データが入手可能な 2040 年までとする 1 5。  

 まず、供給区画数は過去の新規区画数の移動平均を取ることで推計を行って

いる。図  21 の通り、横浜市の新規区画数は減少傾向にある。用地の限界等で

も述べたとおり墓地建設が可能な土地が少なくなったり、新条例による規制が

強化されたりといったことが理由の様だ。実際に墓石業者や墓地開発業者から

も横浜市での墓地開発はほぼ限界にきているという話を聞いている。こういっ

たことを考慮して、供給区画数については高位、中位、低位、ゼロの 4 つの

ケースを想定した。高位、中位、低位とも移動平均を用いて推計を行っている

が、過去に遡る年数によって場合分けしている。実績値は減少傾向にあるため、

高位のケース程、より古いデータまで遡り平均を取っている。ゼロケースにつ

いては過去 12 年間平均を足元にして、20 年後に供給区画数がゼロになるよう

に調整率をかけて推計を行った。また、新規と拡張も区別して推計を行ってい

る。  

 しかし、この推計はあくまで今までの趨勢を平均的に引き延ばして平準化し

た推計である。そのため、現実的には考えにくいほど小さい墓地、例えば、総

区画数が 10 にも満たない規模の墓地が生まれる様な推計となる。そこで、今

回の供給区画数の推計では、墓地の規模も考慮に入れた。具体的には平準化さ

れた供給区画数が溜まるようにしておき、各区の平均的なサイズに達した時点

で規模を考慮した供給区画数として実現する様にした。拡張については、1 区

画だけのケースも過去にはあり、この様な方法ではなく単純な移動平均の推計

結果を用いている。  

                                                      

1 5
 データの制約上年度と年を区別できなかったため、表記は全て年で行っている。  
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 さらに、供給区画数については新しい供給以外に推計開始時点での空き区画

数も計算している。しかし、初めの時点でどの程度の区画が空き区画で余って

いるかについて統計データはないためこれも推計する必要があり、独自に計算

している。詳細は補論 1 を参照されたい。  

 

 
図  2 1 横浜市の新規区画数の推移  

出所：横浜市健康福祉局提供のデータより筆者作成  

 

 次に、需要区画数はアンケート調査から推定したプロビットモデルから導か

れる墳墓需要確率を利用している。このモデルの説明変数に将来の値を当ては

めれば、その区で人口の何割が墳墓の取得希望をもつか、つまり墳墓需要確率

が推計できる。そして、墳墓を需要する人は同時に区画も需要するため、墳墓

需要確率は区画需要確率と同義である。これに人口をかけ合わせることで、そ

の時点で区画需要をもつ市民の数が推計できる。プロビットモデルの説明変数

には年齢や世帯構成、墓を守る立場などの変数があり、将来推計には平均年齢

や、世帯構成の人口におけるシェア、墓守率を用いている。プロビットモデル

については、第 7 章におけるヘックマンの 2 段階推定の 1 段階目のモデルを

利用しているので、詳細はこちらで述べる。  
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 しかし、この需要区画数には横浜市外の区画に対する需要や、その年以降の

取得も許容した需要も含まれており、潜在的かつ全体的な総需要区画数となっ

ている。今回求めたいのは、市内かつ単年の需要区画数である。また、今回の

推計は区毎に行っているが、全市での取得を許容している人もいるため、これ

も考慮する必要がある。そこで、横浜市健康福祉局 (2013)のアンケート調査よ

り、全ての墳墓需要を持つ人の内、徒歩圏内かつ 10 年以内に欲しい 1 6と回答

した人の割合を 10 で割ることで単年の区内需要確率を、市内かつ 10 年以内

に欲しいと回答した人の割合を単年の市内需要確率として総需要区画数にかけ

ることで、単年の区内、そして市内需要区画数を推計している。  

 最後に需給ギャップの求め方である。まず、供給区画数と区内需要区画数を

差し引きしてギャップを計算する。そして、それぞれの区の市内需要区画数を

平均化して各区に配分し、これと残った供給区画数を差し引きする。市内需要

区画数と供給区画数のどちらかがゼロになるまで平均化と差し引きを繰り返し、

最終的に残ったものがその年の需給ギャップとなる。この需給ギャップは、要

するに超過需要もしくは超過供給であり、その分は翌年の需要区画数もしくは

供給区画数に繰り越す様にしてある。この計算の簡単な例を補論 1 に載せて

あるので詳細はこちらを参照されたい。  

                                                      

1 6
 アンケート調査の回答では「2 年以内に欲しい」、「5 年以内に欲しい」という回

答もあったが、区によってはこういった回答をした人がゼロのケースもあり、平準化

する意味で 2 年以内、5 年以内の人も含めた 10 年以内に欲しい」人の割合を用いて

いる。  
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第2項 推計結果  

 次に推計結果である。今回は、区毎に推計を行ったが、全ての結果を示して

しまうと煩雑になる。そこで、今回は各区の結果を足し合わせた全市での結果

だけを示すことにする。  

 まず、供給区画数の推計結果である。図  22 は規模を考慮せず、移動平均で

引き延ばした推計結果である 1 7。規模を考慮せず区画数だけを平準化すると最

終的には高位ケースで 2759 区画、中位ケースで 2195 区画、低位ケースで

1522 区画、ゼロケースはもちろん 0 区画の供給区画数に落ち着く。一方、図  

23 は規模を考慮した結果である。墓地の発生するタイミングによってはケー

ス通りの順序にならない年もあるが、全体としてはケース通りとなっている。  

 

 
図  2 2 供給区画数の推計結果 (規模考慮無 )  

 

                                                      

1 7新規墓地による供給区画数は 2015 年から、既存墓地の拡張による供給区画数は

2012 年からの推計になっており、結果はこの 2 つの供給区画数をまとめたものであ

る。  
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図  2 3 供給区画数の推計結果 (規模考慮 )  

 

 次に、需要区画数の推計結果である。図  24 は区内と市内を合わせた需要区

画数であるが、人口の影響を受けており 2020 年代をピークにして減少してい

く様な結果になっている。今回の需要には生前取得も含まれており将来の死亡

を見据えた上での需要が反映されていることが分かる。生前取得を考えるなら

ば、死亡者数の減少をより前の時点で市民が織り込むため、毎年の需要区画数

が減っていくのは自然な結果と言える。  

  

 

図  2 4 需要区画数の推計結果  
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 最後に需給ギャップである。今回は、供給区画数引く需要区画数であるから

マイナスになった時点で需給がひっ迫することになる。図  25、表  13 を見る

と、2015 年から需給ギャップはマイナスになっている。需給ギャップは増加

し、最終的には 70 万区画ものギャップが積み重なる。さらに、グラフでは供

給区画数毎の場合分けの影響は大きくは見えないが、詳細結果をみると 2040

年において、高位と低位の需給ギャップの差は 36253 区画あり、決して軽微

とは言えない。  

 

 
図  2 5 需給ギャップの推計結果  
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表  1 3 需給ギャップの推計結果  

 

 

 今回の需要区画数は、あくまで生前取得も入れた「希望」としての需要であ

り、死亡者ベースの「必要数」ではないことには注意が必要だ。需給ギャップ

がマイナスになったから、その瞬間に制度そのものが破綻してしまうというわ

けではない。しかし、問題なのはこの需給ギャップが拡大の一途を辿るという

ことである。ギャップが拡大し続けるということは将来的に持続可能なわけが

ない。しかも、2040 におけるそのギャップは 70 万区画前後という数字である。

高位 中位 低位 ゼロ

2012 85179 85179 85179 85179

2013 57048 56434 56394 56324

2014 29536 27500 27446 27251

2015 -1606 -3701 -3794 -4192

2016 -31062 -34017 -34134 -34697

2017 -60148 -62250 -63493 -64237

2018 -89313 -91143 -92406 -93331

2019 -117943 -119258 -121937 -123062

2020 -145933 -147706 -151551 -152880

2021 -175047 -177304 -180093 -178739

2022 -204095 -206321 -207662 -208565

2023 -232331 -235033 -235870 -238391

2024 -261711 -262793 -264952 -268215

2025 -285603 -288624 -294569 -298037

2026 -314512 -316861 -324118 -327792

2027 -343480 -346322 -353062 -357479

2028 -368454 -375714 -381915 -387097

2029 -396822 -402408 -411258 -416644

2030 -423976 -431082 -437907 -446120

2031 -452618 -460036 -467063 -475482

2032 -481607 -487962 -494692 -504727

2033 -509430 -516865 -523079 -533856

2034 -537580 -543150 -551885 -562867

2035 -564265 -571120 -580013 -591760

2036 -588328 -599632 -608009 -620499

2037 -616200 -624079 -636387 -649082

2038 -643699 -651012 -662716 -677509

2039 -671261 -676960 -690242 -705778

2040 -697636 -704846 -718148 -733889
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2011 年次点での横浜市に存在する区画数の合計が約 30 万区画であることを考

慮するとこの数字がいかに大きいか分かるだろう。  

第5節 考察  

 本章で分かったことをまとめる。まず、第 1 節である。横浜市の人口動態

は墳墓需要を増加させる動きをしており、今後もその傾向は続く。一方で墳墓

を新設できる様な用地は減少傾向を続けており、墓地と競合する住宅地は増加

している。この 2 点を踏まえると横浜市の墳墓の需給は、より逼迫していく

ことが予想される。  

 第 2 節では、新しい葬送方法のミスマッチは情報の非対称性によって普及

が阻害されているわけではなく、取得希望者にとってはまだ受け入れられてい

ない状況があることが分かった。しかし、それ以外の外部不経済、無縁化リス

クに関するミスマッチ、価格のミスマッチについては存在している。  

 第 3 節では、横浜墓地条例が事業者を、調整による外部性の内部化ではな

く造成しないことによる外部性の回避に誘因づけてしまっていることが分かっ

た。結果として外部不経済はある程度解消できたかもしれない。しかし、事業

者の行動は調整による新規造成ではなく新規造成の断念となっている。もちろ

ん、これは横浜市の政策の失敗ではない。そもそも墓地の外部性自体が内部化

可能か否かということは別の議論が必要であるし、結果として、墓地に対する

相談や陳情が減ったことは、横浜市墓地問題研究会 (2010)にある通りである。

問題は、墓地そのものの外部性が、その存在を消さない限り除去できないほど

であり、都市部では簡単に新規造成ができないということである。  

 第 4 節では、過去の趨勢を踏まえた上で、最も楽観的な供給区画数であっ

ても、2015 年には需給ギャップがマイナスになり、そのギャップは増加し続
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けることが分かった。しかし、毎年の需要区画数については一度、増加するも

のの、その後減少していくことも分かった。これは人口動態の予測とも整合的

で、長期的な視点で見れば人口も死亡者数も減少していく。つまり、累積で考

えれば満たすことのできない需要がどんどんたまっていってしまうが、そのた

まり方は逓減していくということである。  

 以上のことから、分かることは 2 点ある。第 1 に、都市部で起きている墓

地問題の本質は資源の限界等の量的なものではなく、市場の問題や制度等の構

造的な問題によって引き起こされており、簡単に供給区画数を増やせるもので

はないということである。第 2 に、単純に供給区画数を増やせばいいという

ことではない。需給ギャップは既にひっ迫している可能性が高い一方で、毎年

の需要区画数は 2020 年代を境に減少局面に入る。墓地は一度作ってしまえば

その性質上、閉鎖することも転用することも非常に難しく、無縁化の問題もあ

る。本当に、新しい墓地を作り供給区画数を増やすことが良いのかということ

はきちんと考慮すべきである。  
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第4章 無縁墳墓に関するケーススタディ  

 第 3 章では都市部の事例として神奈川県横浜市を対象に、図  2 の小要素①

～⑦の検証と分析を進めてきた。本章では⑧の墓埋法による無縁改葬の停滞に

ついて検証と分析を行う。現在、横浜市等の都市部では墓不足の問題ばかりが

注目され、無縁化に関しては具体的な調査等は少ない。そもそも、まだ無縁化

が深刻化していない可能性も高い。だが、都市部でも最終的には人口や死亡者

数の減少が訪れる。人口減少や死亡者数の減少は墳墓需要の減少につながり、

無縁化を引き起こす要因になる。  

 そこで、本章では先ず、地方部での無縁墳墓問題のケーススタディを行う。

地方部では既に、人口減少や死亡者数の減少を迎え、無縁墳墓に苦しんでいる

自治体がある。無縁墳墓の改葬については墓埋法や条例によって、その手続き

が規制されており、様々な問題がある。そして、その次に、東京都における公

営墓地の無縁化問題について紹介することで都市部でも無縁化が起こっている

ことを示す。  

第1節 無縁墳墓改葬のための手続き  

 まず、最初に墓埋法に定められた無縁墳墓の改葬の手続きを紹介する。無縁

墳墓の改葬は墓地、埋葬等に関する法律施行規則でその手続きが規定されてい

る(横田 ,  2003)。具体的には、図  26の様な手続きが必要である。  

 まず、必要なのは改葬先の確保と無縁化の確定である。無縁墳墓を改葬する

にあたって、改葬した後に遺骨を保管する場所が必要になる。さらに、その墳

墓が本当に無縁化したかどうか法的に確定する必要がある。無縁化は「死亡者

の縁故者及び無縁墳墓に関する権利を有する者に対し一年以内に申し出るべき

旨を、官報に掲載し、かつ、無縁墳墓等の見やすい場所に設置された立札に一

年間掲示して、公告し、その期間中にその申し出がなかった」(横田, 2003)
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ときに初めて法的に確定される。そして、法的に無縁化が確定されると表  14

の書類をまとめて市に提出し、許可が下りれば実際に改葬を実行することとな

る。 

 もちろん、これは最低限定められた規定であり、自主的に付加的な公告を行

っている事例(元木,2009)や管理者と利用者の権利関係を明確化することで無

縁化の定義をより具体的に定めている自治体もある(川崎市緑政局, 2012)。

以上が無縁墳墓の改葬に関わる手続きである。以下で紹介する鹿児島県鹿児島

市はこの手続きにのっとって無縁墳墓の改葬に取り組んでいる。 

 

 

図  2 6 無縁墳墓改葬のための手続きの流れ  

 

事業者 行政

立札の掲示

(1年間)

無縁化の可能性

無縁化

確定？

改葬先の確保

NO

YES

現状維持

改葬実行

官報掲載

(改葬予定の1年前)

必要書類の

提出
改葬許可
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表  1 4 無縁改葬申請の必要書類

 

出所：横田 ( 2 0 0 3 )より筆者作成  

 

第2節 熊本県人吉市  

 熊本県人吉市では全国で初めて、無縁墳墓の定量的な調査に取り組み、その

問題に直面した市である。まず、なぜこのような問題が起きたのか人口動態等

から考察を加える。そして、調査結果を紹介することで地方部の無縁墳墓問題

の実態を明らかにする。  

第1項 人口  

 まず、図  27 は人吉市の人口と世帯数の推移のグラフである。人口は減少傾

向、世帯数は増加傾向であることが分かる。しかし、人口は近年になってその

減少率が増加しており、逆に世帯数の増加率は 0 に近づいていることがグラ

フの傾きから分かる。核家族化による世帯数の増加が終わり、これからは世帯

数も減少していくことが予想される。  

 

書類名 内容

死亡者の本籍

住所

氏名及び性別

死亡年月日

埋葬又は火葬の場所

埋葬又は火葬の年月日

改葬の理由

改葬の場所

申請者の住所、氏名、死亡者との続柄及び墓地使用者又は焼骨収蔵委託者との関係

許可申請書の内容

区画の場所が特定できる資料

官報の写し

立札の写真

許可申請書

埋蔵証明書

確認作業を証明する書類
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図  2 7 人吉市の人口と世帯数の推移  

出所：人吉市「平成 2 6 年版 人吉市統計年鑑（第 2 8 回）」『統計情報』 

h t t p : / / w w w . c i t y . h i t o y o s h i . l g . j p / q / a v i e w / 9 / 6 6 1 3 . h t ml より筆者作成 ( 2 0 1 5 年 7 月 5 日参照 )  

 

 次に人吉市の人口動態をみてみよう。図  28 は人吉市の人口動態のグラフで

ある。自然増減は 2001 年頃までかろうじて増加だったものの、最近 10 年間

は減少を続けている。社会増減は一貫して減少を続けており人口の流出が激し

いことが分かる。以上の様に、人口の状態は墳墓不足に陥っている横浜市と対

照的な結果であり、「墓が余る」状況を読み取ることができる。  

 

年 

人 世帯 

http://www.city.hitoyoshi.lg.jp/q/aview/9/6613.html
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図  2 8 人吉市の人口動態の推移  

出所：人吉市「平成 2 6 年版 人吉市統計年鑑（第 2 8 回）」『統計情報』 

h t t p : / / w w w . c i t y . h i t o y o s h i . l g . j p / q / a v i e w / 9 / 6 6 1 3 . h t ml より筆者作成 ( 2 0 1 5 年 7 月 5 日参照 )  

 

 最後に、死亡者数と死亡率の推移をみてみよう。図  29 が 1999 年から 2013

年までの死亡者数と死亡率の推移である。どちらとも増加傾向であるものの、

死亡率は 1%台前後と横浜市や、第 3 節で取り上げる鹿児島市と比較して高い

値ではない。この様に、人吉市では激しい人口流出がある一方で、死亡率や死

亡者数に関してはそれほど高い値を取っておらず、墓が「余る」状況が推測で

きる。  

 

  

 

 

年 

人 

http://www.city.hitoyoshi.lg.jp/q/aview/9/6613.html
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図  2 9 人吉市の死亡者数と死亡率の推移  

出所：出所：人吉市「平成 2 6 年版 人吉市統計年鑑（第 2 8 回）」『統計情報』 

h t t p : / / w w w . c i t y . h i t o y o s h i . l g . j p / q / a v i e w / 9 / 6 6 1 3 . h t ml より筆者作成 ( 2 0 1 5 年 7 月 5 日参照 )  

 

第2項 無縁墳墓問題  

 まず、本項は隅田 (2014)と熊本県庁 (2014)の資料をまとめなおしたものであ

ることを明記しておく。人吉市では、墓地に関する許可権限が熊本県から移譲

されたことをうけ、市内墓地の調査に乗り出した。以前から、墓地の管理不足

による市民からの苦情が多数あり、管理者や使用者の特定と対応に時間を要す

る状態だった。そこで、市内墓地の危険個所や全体像を把握するために墓地環

境安全確認調査 (以下、墓地調査 )が行われた。  

 表  15 は墓地調査の結果である。「民有墓地」というのは民間が所有する土

地で民間が管理・運営している墓地のことである。また「市有墓地」というの

は市営墓地ではなく、市が所有する土地で民間が管理・運営する墓地のことで

ある。「税務課リスト」とは土地台帳で現況地目または台帳地目のいずれかが

墓地である場所である。「新規」は墓地調査で新たに確認された墓地である。

実は昭和 47 年の熊本県による調査で明らかになった墓地数は 685 か所である。

年 

人 

http://www.city.hitoyoshi.lg.jp/q/aview/9/6613.html
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つまり、2014 年現在、296 か所もの墓地を担当部局である環境課が確認でき

ていなかったことになる。  

 

表  1 5 人吉市の墓地調査の結果 (墓地数 )  

 

出所：隅田 ( 2 0 1 4 )より筆者作成  

 

 さらに表  16 は墳墓・区画数の調査結果である。なんと、民有墓地では 36%、

市有墓地では 67%もの墳墓が無縁化していることが明らかになった 1 8。この様

に熊本県人吉市では無縁墳墓が深刻化している。しかしながら、この様な調査

をしなければ、どの墳墓の「所有者が分からない」かすら、わからない状況で

あり、「わからないことがわかった」ことだけでも大きな進歩だと隅田 (2014)

は述べている。  

 

表  1 6 人吉市の墓地調査の結果 (墳墓・区画数 )  

 

出所：隅田 ( 2 0 1 4 )より筆者作成  

 

                                                      

1 8
 この無縁化の定義は調査員が明らかに無縁だと思われるものを無縁墳墓として数え

たものである。  

民有墓地 市有墓地

税務課リスト 814

新規 167

計 981 14

民有墓地 市有墓地

使用中墳墓数 7781 873

無縁墳墓数 4561 1913

空区画 467 54

計 12809 2840

使用率 61% 31%

無縁化率 36% 67%

空区画率 4% 2%
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第3節 鹿児島県鹿児島市  

 鹿児島県鹿児島市は無縁墳墓の問題がありつつも市の事業として改葬に取り

組んでいる市である。人吉市と同様に墳墓需要に関係の深い人口に関する統計

から概観していく。  

第1項 人口  

 図  30 は、人口と世帯数の推移のグラフである。人口も世帯数も増加傾向に

あるものの横浜市に比べると、その人口の伸びは緩やかで安定した推移となっ

ている。世帯数についても人口と同様に安定的な増加傾向である。  

 

 

図  3 0 鹿児島市の人口と世帯数の推移  

出所：鹿児島市「鹿児島市統計書」

h t t p : / / w w w . c i t y . ka g o s h i ma . l g . j p / s o u mu / s o u mu / s o u mu / s h i s e / t o ke -

0 2 / t o ke s y o / i n d e x . h t ml  より筆者作成  

 

 

 次に、図  31 は鹿児島市の人口動態の推移のグラフである。鹿児島市は毎年

自然増があり、人吉市とは対照的である。しかし、社会増減はマイナスの年が

多く、人口の流出があることが伺える。  

年 

人 
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図  3 1 鹿児島市の人口動態  

出所：鹿児島市「鹿児島市統計書」

h t t p : / / w w w . c i t y . ka g o s h i ma . l g . j p / s o u mu / s o u mu / s o u mu / s h i s e / t o ke -

0 2 / t o ke s y o / i n d e x . h t ml  より筆者作成  

 

 最後に、図  32 は鹿児島市の死亡者数と死亡率の推移である。死亡者数と死

亡率の推移の仕方については横浜市と非常に似ており、近年どちらも増加・上

昇傾向である。  

 

 

図  3 2 鹿児島市の死亡者数と死亡率の推移  

出所：鹿児島市「鹿児島市統計書」

h t t p : / / w w w . c i t y . ka g o s h i ma . l g . j p / s o u mu / s o u mu / s o u mu / s h i s e / t o ke -

0 2 / t o ke s y o / i n d e x . h t ml より筆者作成  

年 

年 

人 

http://www.city.kagoshima.lg.jp/soumu/soumu/soumu/shise/toke-02/tokesyo/index.html
http://www.city.kagoshima.lg.jp/soumu/soumu/soumu/shise/toke-02/tokesyo/index.html
http://www.city.kagoshima.lg.jp/soumu/soumu/soumu/shise/toke-02/tokesyo/index.html
http://www.city.kagoshima.lg.jp/soumu/soumu/soumu/shise/toke-02/tokesyo/index.html
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 この様に、鹿児島市はちょうど横浜市と人吉市の中間のような人口の動きが

見られる。人吉市程ではないにしても墳墓の無縁化がある一方で墳墓の需要も

それなりに存在していることが伺える。  

第2項 無縁墳墓改葬の取組み  

 鹿児島市は市営墓地の無縁墳墓の改葬に市の事業として取り組んでいる。鹿

児島市は廃仏毀釈 1 9の影響で寺院による民営墓地が少なく、市営墓地や共同墓

地が非常に多いのが特徴である。市営墓地の数は一般的な自治体に比べ多く、

18 か所にのぼる。今回取り上げる無縁墳墓の改葬事業も、大規模なものであ

る。また、本項の内容は鹿児島市環境衛生課斎園係提供の資料を参考にしてい

ることをここに明記しておく。  

 まず、この事業の正式な名称は「市営墓地環境整備事業」 (以下、整備事業 )

という。鹿児島市の市営墓地の多くは供用開始以来長い年月が経過しており、

管理の行き届かない区画などの問題が散見されるようになった。そこで、市の

事業として 2002 年~2018 年という年月をかけ、改葬や墓石の撤去を行い、市

営墓地を整備することにした。ちなみに 18 か所の市営墓地の内、川上墓園と

星ヶ峯墓園は新設の新しい墓地ということで整備事業の対象とはなっていない。  

 実際にこの事業で明らかになった無縁区画 2 0の数が表  17  である。そして、

表  18 に整備事業の対象となった 16 市営墓地の総区画数と無縁化率をまとめ

                                                      

1 9
 幕末から明治 9 年頃にかけて全国的に実施された仏教弾圧のこと (鵜飼 ,  2015 )。  

2 0
 整備事業では、「区画」を対象に調査を行っている。つまり、1 つの区画内に 2 つ

の墓石がある様なケースでも 1 つとして数えられている。  
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た。市営墓地ということで日頃からある程度管理がなされているため、人吉市

と比べると格段に無縁化率が低いことが分かる。  

 

表  1 7 鹿児島市営墓地の無縁墳墓区画数  

 

出所：鹿児島市提供の資料より筆者作成  

 

表  1 8 鹿児島市営墓地の無縁化率  

 

出所：鹿児島市提供の資料、鹿児島市「平成 7 年第 3 回定例会（ 9・1 0 月） - 0 9 月 2 0 日－0 5 号 議事

録」『鹿児島市議会議事録検索』 h t t p : / / w w w . g i j i r o ku . n e t / c i t y . ka g o s h i ma /  より筆者作成 ( 2 0 1 5 年

7 月 5 日参照 )  

 

 そして、この無縁化した区画を改葬するのが、この整備事業の中心業務であ

る。鹿児島市は図  33  の様な行程で無縁区画の改葬を行っている。立札と官報

を同時ではなく 2 年に分けて行い調査・指導に 3 年、計 5 年をかけており、

区画の権利者に配慮して無縁改葬を行っていることが分かる。表  19 に実際に

改葬された区画数と今後の予定がまとめられている。これまで 1159 区画の無

唐湊墓地 174

坂元墓地 115

郡元墓地 223

武岡墓地 146

平原墓地 26

永吉墓地 19

別ヶ迫墓地 60

原良墓地 10

万田ヶ宇都墓地 177

露重墓地 66

宇宿墓地 35

草牟田墓地 1121

高免墓地 0

古里墓地 12

湯之墓地 3

興国寺墓地 490

計 2677

16市営墓地総区画数 37700

16市営墓地無縁墳墓数 2677

無縁化率 7%

http://www.gijiroku.net/city.kagoshima/
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縁区画が改葬され、1085 個の無縁区画がこれから改葬される予定だ。ちなみ

に、この事業のために計上されている 2013 年度の予算は 4210 万円、2014 年

度は 4482.3 万円である。この事業の予算が含まれる衛生費全体としての予算

額は、138 億円(鹿児島市 ,  a)であり、1%にも満たない金額ではあるが、毎年

改葬できている区画数自体は 200 前後であり、長期間かかることを考慮すれ

ば決して小さな支出ではないだろう。  

 

 

図  3 3 鹿児島市営墓地環境整備事業における無縁改葬のフローチャート  

出所：鹿児島市提供の資料より引用  
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表  1 9 鹿児島市営墓地環境整備事業による無縁改葬の実績と予定  

 

出所：鹿児島市提供の資料より筆者作成  

※草牟田墓地の< >内の数字は 2 0 1 5 ~ 2 0 1 6 年度の合計である。  

 

 では、鹿児島市営墓地以外の実態はどうだろうか。先に述べたとおり、鹿児

島市は寺院型の墓地が少なく、共同墓地の数が非常に多い。この共同墓地は文

字通り市民が共同で使用している墓地であり、もともとは管理組合等の自治組

織によって管理されていた。この自治組織は寺院型や事業型の墓地とは違い宗

教性やビジネス性を持たない。そのため、運営の継続性は純粋に地域コミュニ

ティの存続によってきまってしまう。人口流出等で管理組合を維持するだけの

コミュニティが無くなってしまえば、そこは管理者の居ない墓地になってしま

い人吉市の様な無縁墳墓であふれた墓地になっている可能性が高い。  

 鹿児島市では共同墓地に関する調査事業である「共同墓地実態調査事業」

(以下実態調査 )も行っており、その結果が図  34 である。なんと、共同墓地の

唐湊墓地 111

坂元墓地 79

2010 郡元墓地 182

武岡墓地 116

平原墓地 22

永吉墓地 15

別ヶ迫墓地 49

原良墓地 8

万田ヶ宇都墓地 137

露重墓地 60

宇宿墓地 25

2013 草牟田墓地 191

2014 草牟田墓地 164

高免墓地 0

古里墓地 12

湯之墓地 2

草牟田墓地 <624>

2016 草牟田墓地 <624>

2017・2018 興国寺墓地 447

改葬済墳墓
（2015年度以降は予定）

2012

年度 墓地名

2004

2011

2015
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過半数で管理組合が確認できない状況である。もちろん、管理者が不在でも墓

地を利用する人は居り、墓地の荒廃は防がなければならない。そこで鹿児島市

では「共同墓地助成金補助制度 2 1」で共同墓地整備の改善と墓地利用者の利便

性向上を図っている。  

 

 

図  3 4 鹿児島市共同墓地実態調査の結果  

出所：鹿児島市提供の資料より筆者作成  

 

第4節 東京都  

 以上では、地方部である熊本県人吉市と鹿児島県鹿児島市の無縁墳墓の事例

を紹介してきた。しかし、無縁墳墓は本当に地方部だけの問題だろうか。都市

部でも、将来的には人口減・死亡者減が予想されており、地方部の様な無縁化

の状況が待っている可能性は高い。  

                                                      

2 1
 災害復旧、災害防止は工事に要する経費の 3 分の 2 以内。環境整備は工事に要する

経費の 2 分の 1 以内。  
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 実際に、東京都立霊園では無縁墳墓の問題が起きている。東京都財政局主計

部財政課(2011)によると、都立霊園では無縁化による管理料の滞納や墓地の荒

廃が問題となっていた。そこで、東京都は、これらの無縁墳墓を処理すべく

「無縁墳墓処理事業」を 2000 年度から始めた。  

 東京都では、管理料を 5 年以上滞納している墳墓については使用許可を取

り消すことができることが東京都立霊園条例で決まっている (東京都公園審議

会 ,  2008)。しかしながら、前述の通り無縁改葬には墓埋法による規制もある

ため、この事業ではまず、5 年以上の管理料滞納墳墓を調査対象にして、無縁

改葬の手続きを行うことになった。  

 2009 年度までの成果として、調査対象であった 2595 墳墓の内、利用者が

見つかり適正化されたものが 1007 墳墓、残る 1588 墳墓は使用許可が取り消

された(東京都財政局主計部財政課 ,  2011)。だが、無縁改葬のための手続きに

は非常に時間がかかる。実際に、2009 年度末の時点でも調査対象の墳墓は

2617 件残っている (東京都財政局主計部財政課 ,  2011)。そして、この事業に

かかるコストであるが、決算額がそれぞれ 2009 年度で約 950 万円、2010 年

度で約 1 億 7270 万円、2011 年度は予算額で約 9950 万円となっている (東京

都財務局主計部財政課 ,  2011)。  

 東京都立霊園の 2015 年末現在の利用者数は約 27 万人であり、調査対象に

なった墳墓全てを含めても無縁化率は約 1%に過ぎない。これだけ見れば取る

に足りない数に見える。しかし、東京都公園協会 (2015)によれば、都立霊園の

区画型墳墓用区画への 2015 年度の募集数が 860 件であったのに対し応募数は

5297 件あり、都民の需要を満たせていない中で、利用されていない墳墓があ

ること自体が問題なのである。それに加え、新しく無縁化する墳墓ももちろん

あり、問題は、まだまだ解決されていない。以上の様に、東京都の様な都市で、
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かつ管理者がきちんと存在している様な墓地であっても無縁化の問題は起きて

いるのだ。  

第5節 考察  

 3 つの事例から分かったことは、4 つある。第 1 に人口の社会減が無縁墳墓

の増加につながっている可能性が高い。人吉市でも、つい 10 年ほど前までは

人口の自然増は認められる一方で、社会減が継続していた。また、鹿児島市で

も深刻とは言えないが、ある程度管理がされている市営墓地で無縁墳墓が問題

化しており、管理の行き届いていない共同墓地ではより多くの無縁墳墓が予想

される。この鹿児島市でも人口の自然増がある中で、社会減が著しいのである。

やはり、地方部の墓を捨てて都市部へ移住しているのだろう。  

 第 2 に、無縁墳墓が深刻なのは特に法人格のある管理者の居ない墓地とい

うことである。人吉市では民有墓地よりも市有墓地の無縁化が深刻だった。民

有墓地には共同墓地以外にも寺院墓地等の宗教法人による管理がなされている

墓地も含まれる。しかし、市有墓地は市の所有する土地の上にあるというだけ

で基本的には共同墓地である。こういった、法人格のない管理者もしくは管理

者不在の墓地では当然の様に無縁化が深刻になりやすいはずだ。  

 第 3 に無縁墳墓の改葬には金銭的・時間的に多大なコストがかかる。鹿児

島市の事業では 100 基前後の墳墓を改葬するのに 5 年という歳月と、年間

4000 万円程度のコストをかけている。さらに東京都では 2009 年度~2011 年

度まで平均して、年間約 9390 万円のコストをかけて改葬を行っており、事業

全体としては 10 年を越えているがまだ終わっていない。これだけの費用と歳

月を民間の事業主体、特に中小規模の寺院墓地が負担できるとは思えない。ま

た、共同通信 (2014)や産経 WEST(2014)等で報道されているように、墓埋法



63 

 

にのっとった手続きをしなかった、もしくは墓埋法にのっとったにもかかわら

ず調査の欠如や配慮のなさから無縁化したと思われていた墳墓の権利者から訴

訟を起こされてしまうケースも存在し、民間の事業者が独自に無縁改葬に取り

組むには難しい状況がある。このことを考慮すると、⑧墓埋法による無縁墳墓

の改葬の停滞は、墓埋法そのものが改葬を高コストにしているから起きている

とは言い難い。むしろ、調査の欠如による訴訟や墳墓の権利関係など墓埋法で

抜け・漏れが出ている部分が改葬のリスクをあげ、そのヘッジにかかるコスト

がかかっているのである。  

 第 4 に、一般的には地方部の問題と思われている無縁墳墓問題は都市部で

も問題となっていることが分かった。今後、都市部でも人口減が予想され、無

縁墳墓問題は必ずしも地方部だけの問題ではない。  

 第 2 部では、第 1 部で提起した問題を検証してきた。第 2 部を通して分か

ったことは何だろうか。それは、日本の現在、そして未来の墓地問題において

早急に手を打つべき根本的な問題は無縁化だということである。この理由は 2

点である。  

 第 1 に、無縁化そのものが非常に問題である。地方部では既に無縁化が深

刻である。無縁化した墳墓や、利用者の居ない墓地を効率よく整理していかな

ければ地方の荒廃は深まるばかりである。また、無縁墳墓の問題は都市部にと

っても他人ごとではない。既に問題化している。さらに、長期的には人口減に

より墳墓需要が減少してしまうため、現在の需要に合わせて供給を増やしてい

けば、将来的に現在の地方部と同じ様な状況が待っていることは容易に想像で

きる。また、その様な状況になったとしても現在の無縁化対策では墓地は簡単

に整理できず、よって転用もできない。他の用途に使えばより良いキャッシュ
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フローを生み出せるはずの用地が、墓地のお蔭で転用できない状態は非常に非

効率である。  

 第 2 に、無縁化に対処することができれば需給の問題も同時に解決できる。

都市部では資源の限界の様な単純に量的な問題で需給のミスマッチが起きてい

るわけではない。市場のメカニズムがうまく働いておらず、特に外部性が新規

墓地の造成を妨げているということは前述の通りである。だが、既存の墓地、

特に古くからある墓地では周辺住民の反発が少ないか全くない。これは、第 3

章の条例分析からも分かる。もし、既存墓地で新しい墳墓を供給できたとした

ら、外部性なしで供給量を増やすことができる。また、無縁化リスクに関する

ミスマッチも当然のことながら解決され、独占による価格の高騰さえ対処でき

れば需給の問題も解決できる可能性が一気に広がるのである。  

 価格については、新規造成より改葬の方が低コストで済む場合もある。新規

造成では、区画以外の施設・設備等の費用や整地などの固定費も回収する必要

が出てくる。しかし、改葬は該当区画の整備だけで良い。実際、新規造成と改

葬の 1 区画当たりの費用は表  20 の通りである。官報については複数の区画を

一括で出しても構わないため (横田 ,  2003)、件数が増えれば 1 区画当たりの費

用はもっと下がる。また、無縁墳墓が隣接していれば区画の整備には規模の経

済が働くはずである。実際、表  20 の改葬ケース 2 では無縁墳墓が隣接してい

たため、1 区画当たり 53291 円で改葬ができている。  
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表  2 0 新規区画と改葬区画の費用比較

 

〈出所〉  

新規  

週刊ダイヤモンド ( 2 0 0 4 )より引用。  

改葬ケース 1  

区画整備費用は鎌倉新書「お墓の移転にかかる費用は幾らくらいですか？」『いいお墓』

h t t p s : / / w w w . e - o h a ka . c o m/ k n o w l e d g e / q _ a / i d 1 2 5 1 2 8 5 7 6 1 - 0 9 7 7 5 4 . h t ml ( 2 0 1 5 年 7 月 2 0 日参

照 )と鎌倉新書 ( 2 0 1 4 )の全国平均から筆者計算、官報費用は全国官報販売協同組合「官報公告掲載

料金」『官報公告』h t t p s : / / w w w . g o v - b o o k. o r . j p / a s p / K a n p o / K a n p o P r i c e / ? o p = 1  ( 2 0 1 5 年 7 月

2 0 日参照 )、看板費用は森 ( 2 0 0 1 )より引用。  

改葬ケース 2  

森 ( 2 0 0 1 )より引用利用。  

 

 そこで、第 3 部では、無縁化対策としての改葬と期限付き制度についてよ

り詳細な分析をする。この分析で本当に改葬と期限付き制度が有効であるか、

どの様にすればこれらの制度を導入できるのか、また導入を阻害する要因は何

なのか明らかにする。  

  

官報費用 看板費用

新規 1000 242,500,000       -                  -                  242,500                          

改葬ケース1 1 181,500               40,893      2,500         224,893                          

改葬ケース2 4 165,000               45,664      2,500         53,291                            

単位：円

改葬特別費用
区画整備費用区画数 一区画当たり費用

https://www.e-ohaka.com/knowledge/q_a/id1251285761-097754.html
https://www.gov-book.or.jp/asp/Kanpo/KanpoPrice/?op=1
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第3部 改葬と期限付き制度の分析  

第5章 横浜市における無縁化対策を考慮した将来推計  

 本章では、第 3 章で利用した区画需給の将来推計モデルに無縁墳墓の改葬

と期限付き制度を組み込むことで、無縁改葬と期限付き制度の有効性を立証す

る。最初にモデルの説明を行い、その次に結果を提示する。  

第1節 推計モデルのデザイン  

 推計モデルは、第 3 章で利用したモデルを基本にし、そこに無縁改葬と期

限付き制度を組み込んでいる。まず、無縁改葬について説明する。無縁改葬を

モデルに組み込むためには無縁化する墳墓の数を求める必要がある。今回のモ

デルでは、取得済み区画の数は推計することが可能である。そこで一定の無縁

化率をこれにかけることで無縁化する墳墓の数を求め、これらが全て改葬され

るものとして供給に加える。  

無縁化率については、小谷(2010)での無縁化の可能性について問う項目を利

用する。ただし、可能性がある墳墓が必ずしも無縁化するとは限らず、また、

すぐに無縁化するわけでもない。そこで、潜在的無縁化率と無縁化決定率の概

念を導入する。潜在的無縁化率とは無縁化のリスクのことである。そして、無

縁化決定率は無縁化リスクをもつ墳墓が実際に無縁化する確率である。潜在的

無縁化率に無縁化決定率をかけることで、無縁化率が計算される。まず、潜在

的無縁化率には、横浜市 (2013)で後継者の不在を心配事にあげている割合をつ

かう。そして、無縁化決定率は全国的な値である高位ケースと都市部を想定し

たより軽度の低位ケースを想定する。  
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 高位ケースでは、全市での無縁化率の平均が小谷 (2010)で「近いうちに無縁

墓になる」と回答した回答者の割合、つまり全国的な無縁化率になるように、

各区の潜在的無縁化率にウェイトをかけている。そして、このウェイトが、無

縁化決定率となる。また、低位ケースでは、小谷 (2010)で「近いうちに無縁墓

になる」または「いつかは無縁墓になる」と回答したものの内「近いうちに無

縁墓になる」の回答の割合を無縁化決定率としている。  

 この様な場合分けの根拠は、小谷(2010)のアンケートは全国調査であり、地

方部も含まれている一方で、都市部である横浜市は無縁化については軽微と考

えられるからである。実際、横浜市 (2013)のアンケート調査で後継者の不在が

心配という回答をしたのは全体の 18.7%に過ぎない一方で、小谷 (2010)で自

分の所有する墓が無縁化する可能性について「近いうちに無縁墓になる」また

は「いつかは無縁墓になる」と回答したのは全体の 54.4%にのぼる。質問の

形式や回答の文言が異なることを考慮に入れても単純に、小谷 (2010)から計算

した無縁化率だけを利用するのは妥当ではない。  

 最後に、無縁化が一切存在しない、つまり無縁化率がゼロのケースを無縁化

ゼロケースとして場合分けに加え、取得済みストックにそれぞれの率をかけた

値を無縁化墳墓数、つまり改葬数として、供給区画数に足すことでモデルに組

み込んである。無縁化率の計算結果は表  21 にある通りである。  
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表  2 1 無縁化率の計算結果  

 

出所：小谷 ( 2 0 1 0 )、横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )より筆者計算  

 

 次に、期限付き制度である。まず、考慮するのは推計開始時点で取得済みの

墳墓についてである。すでに取得された墳墓については、ほぼすべての墳墓が

永続利用を前提に取得されていると考えられる。そういった墳墓に対し期限付

き制度を無理矢理適用することは現実的ではない。そこで、今回は推計開始時

点以降に新規に供給された墳墓に期限付き制度を適用した。  

 期限付き制度もケース別に推計しているが、この制度に関しては市民の合意

が必要不可欠であり、市民のニーズを考慮してケース分けをしなくてはならな

い。横浜市健康福祉局 (2013)によると使用期限制度を少なくとも容認している

人々の内、約半数が 30 年を望ましいとしており、その次に多いのが 20 年で

18%という結果である (図  35)。今回のモデルの推計期間は、2013 年を含む

2040 年までの 28 年間であり、30 年というケース分けはモデルに反映させる

高位 低位

鶴見区 6.82% 2.28%

神奈川区 3.86% 1.29%

西区 5.00% 1.67%

中区 7.50% 2.51%

南区 2.81% 0.94%

港南区 4.39% 1.47%

保土ケ谷区 3.10% 1.04%

旭区 4.37% 1.47%

磯子区 6.21% 2.08%

金沢区 2.41% 0.81%

港北区 3.53% 1.18%

緑区 3.97% 1.33%

青葉区 4.92% 1.65%

都筑区 2.41% 0.81%

戸塚区 3.10% 1.04%

栄区 5.29% 1.77%

泉区 1.50% 0.50%

瀬谷区 2.60% 0.87%

全市 4.10% 1.37%
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ことはできない。また、墳墓需給がひっ迫していることを鑑みれば、より大胆

な仮定もおく必要がある。図  35 をみてみると、9%ではあるが、10 年以下の

制度を支持する人々もおり、こちらのケースを試してみる価値もあるはずだ。

そこで、今回は期限付き制度を、なしケース、10 年ケース、20 年ケースの 3

つのケースに分けて推計を行った。推計方法については、単純に、そのケース

の期限分だけ前の期に新規取得された墳墓を使用期限が過ぎたものとして供給

区画数に加えている。ただし、2012 年までに未取得だった区画は期限付き制

度を前提とせずに整備されたものであるため、期限付き制度は適用していない。  

 

 

図  3 5 横浜市民の適当だと思う使用期限  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

 

第2節 推計結果  

 次に、推計結果である。まずは、供給区画数について無縁改葬と期限付き制

度の結果を比較することで、2 つの対策の性質を明らかにする。最初に説明の

ために、供給区画数について再定義を行いたい。今回、無縁改葬制度と期限付
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き制度をモデルに組み込むことで制度がない場合の供給区画数にプラスアルフ

ァの供給区画数が生まれることになる。そこで、制度なしの状態で生まれる自

然な供給区画数を自然供給区画数、制度による供給区画数を制度供給区画数、

そしてこれらを足したものを総供給区画数と定義する。  

 次に、本題の供給区画数の推計結果に移る。着目すべき点は 2 点ある。1 つ

は、シンプルに、総供給区画数の水準である。もう 1 つが自然供給区画数の

総供給区画数への限界的な効果である。これは、制度など自然供給区画数以外

の条件を固定した時の総供給区画数の変化分のことである。制度をどの水準

(ケース)に固定するかによってこの変化分も変化するので、この限界的な効果

を見れば、自然供給区画数が総供給区画数に与える効果を制度によってどれだ

け増幅させられるか測ることができる。  

 図  36 が無縁改葬制度のみのモデル (以下、無縁改葬モデル )の総供給区画数

の推計結果である。無縁改葬制度は、総供給区画数の水準を引き上げるが、無

縁化ケースを固定した時の自然供給区画数の総供給区画数に与える限界的な効

果(グラフでいうと、同色の線の差分がこれにあたる )には変化が見られない。  
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図  3 6 総供給区画数の推計結果 (無縁改葬モデル )  

  

 一方、図  37 は期限付き制度のみのモデル (以下、期限付きモデル )の総供給

区画数の推計結果である 2 2。期限付き制度は無縁改葬とは逆で、総供給区画数

の水準そのものを押し上げる効果はないが、自然供給区画数の総供給区画数に

与える限界的な効果を増幅させることができ、グラフでも同色の線の差分は、

どの期限で固定するかによって変わってくることが分かる。  

 

                                                      

2 2期限付き制度の効果が出るのは 10 年ケースで 20 23 年からなので、結果も 2023 年

から 2040 年しか載せていない。以下も同じ。  
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図  3 7 総供給区画数の推計結果 (期限付きモデル )  

  

 この両モデルの自然供給区画数の限界的な効果の制度のケースによる違いを

より分かりやすくするために自然供給区画数がゼロケースと高位ケースの差分

を、制度のケースごとにプロットした (図  38)。青い線が期限付き制度、赤い

線が無縁改葬、緑の線が制度なしである。この図を見ると、無縁改葬モデルで

は時間がたつにつれて自然供給区画数の限界効果に差が生まれるが、期限付き

モデルでは制度開始時点から自然供給区画数の限界効果に差が出始めることが

分かる。  
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図  3 8 制度ケース毎の自然供給区画数 (高位 )の限界効果  

 

 以上をまとめると、無縁改葬制度は総供給区画数の水準をあげることに関し

ては即効性があるものの、自然供給区画数の総供給区画数に与える限界効果の

増幅に関しては時間を要する。一方で、期限付き制度は総供給区画数の水準の

底上げに対しては時間がかかるが、自然供給区画数が総供給区画数に与える限

界効果を押し上げることに関しては即効性があるということになる。  

 以上を踏まえて、その他の結果についてみてみよう。需要区画数に関しては、

制度を組み込まない通常モデルと結果は変わらないため省略する。無縁改葬モ

デル、期限付きモデル、そして両方の制度を組み込んだ無縁改葬期限付きモデ

ルの順に結果を分析する。  

 第 1 に、無縁改葬モデルである。先ずは無縁改葬モデルの肝である無縁改

葬数の推計結果である (図  39)。取得済み墳墓に一定率をかける方法で推計し

ているため、自然供給区画数の大きさによって無縁化の数も変わり、その差は

広がっていく。また、その広がりの幅も無縁化率が高位の方が低位のものより

も広い。これは、スムーズに改葬が行えればそれだけ総供給区画数の水準を押
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し上げることができるということである。実際、図  36 で無縁化が高位である

ほどその水準が高くなっていることは既にみたとおりである。  

 

 

図  3 9 無縁改葬数の推計結果  

 

 そして、図  40 が需給ギャップの推計結果である。残念ながら、無縁改葬を

行ったとしても負の需給ギャップは拡大し続けることがグラフからはわかる。

しかし、明確に無縁化が高位のケース程、軽微になっている。  

 

 

図  4 0 需給ギャップの推計結果 (無縁改葬モデル )  
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さらに表  22 は詳細結果である。無縁改葬が行われるケースは、全ての供給ケ

ースにおいて 1 年分需給ギャップが負になるのを遅らせている。一番下から 2

番目の行は 2040 年における無縁化ケースを固定した時の供給ケース間(対ゼ

ロケースと)の差である。これらの数値を見ると、無縁化が高位であればある

ほど供給ゼロケースとの差が小さくなっていることが分かる。そして、最後の

行は 2040 年における供給ケースを固定した時の無縁化ケース間 (対なしケー

スと)の差である。これに関しては、供給ケース間で大きな差異はない。  
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表  2 2 需給ギャップの推計結果 (無縁改葬モデル )  

 

  

 第 2 に、期限付き制度の結果である。期限付き制度では「時間」が重要に

なってくる。そこで、今一度、総供給区画数について詳細な分析を加える。ま

ず、図  37 は乱高下しており時間による効果が分かりにくい。そこで 5 年平均

で平滑化したものが、図  41 である。これを見ると、期限なし制度では、横ば

いに移動しているのに対し期限付き制度は上昇基調にあることが分かる。  

供給

無縁化 高位 低位 ゼロ 高位 低位 ゼロ 高位 低位 ゼロ 高位 低位 ゼロ

2012 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179

2013 62534 59400 57048 61953 58708 56434 61921 58673 56394 61868 58614 56324

2014 40116 33595 29536 38700 32082 27500 38660 32034 27446 38515 31861 27251

2015 16477 5454 -1606 14936 3880 -3701 14881 3811 -3794 14613 3493 -4192

2016 -5510 -21396 -31062 -9137 -23970 -34017 -9208 -24099 -34134 -9319 -24561 -34697

2017 -28123 -47968 -60148 -32484 -50784 -62250 -33626 -51128 -63493 -34117 -51754 -64237

2018 -52354 -75005 -89313 -57088 -77348 -91143 -58769 -78242 -92406 -58753 -78497 -93331

2019 -76848 -101503 -117943 -82287 -103123 -119258 -83991 -105436 -121937 -83999 -105871 -123062

2020 -102020 -127123 -145933 -107564 -130353 -147706 -109292 -132709 -151551 -109324 -133327 -152880

2021 -127198 -154295 -175047 -132848 -157584 -177304 -134040 -159424 -180093 -134657 -159178 -178739

2022 -151861 -180945 -204095 -157552 -184231 -206321 -159333 -186691 -207662 -159997 -186617 -208565

2023 -177031 -207704 -232331 -182822 -211259 -235033 -184628 -212544 -235870 -185341 -214056 -238391

2024 -202212 -234668 -261711 -208094 -237087 -262793 -209925 -239784 -264952 -210688 -241492 -268215

2025 -225771 -256600 -285603 -231723 -260512 -288624 -235223 -267020 -294569 -236037 -268925 -298037

2026 -250252 -283022 -314512 -256298 -287002 -316861 -260462 -294188 -324118 -261330 -296291 -327792

2027 -275248 -309958 -343480 -281393 -314006 -346322 -285643 -321287 -353062 -286565 -323590 -357479

2028 -300188 -334089 -368454 -306432 -340939 -375714 -310227 -347755 -381915 -311742 -350818 -387097

2029 -325071 -360837 -396822 -331415 -366401 -402408 -335295 -374706 -411258 -336860 -377977 -416644

2030 -349297 -385446 -423976 -355764 -392593 -431082 -360306 -401584 -437907 -361916 -405064 -446120

2031 -374006 -411976 -452618 -380574 -419059 -460036 -385220 -428347 -467063 -386872 -432037 -475482

2032 -398618 -438390 -481607 -405286 -445196 -487962 -410037 -453582 -494692 -411727 -458894 -504727

2033 -423132 -464098 -509430 -429901 -471602 -516865 -434757 -480092 -523079 -436480 -485636 -533856

2034 -446942 -489664 -537580 -453834 -495909 -543150 -459377 -506484 -551885 -461129 -512260 -562867

2035 -471238 -514215 -564265 -478231 -522051 -571120 -483338 -532197 -580013 -485675 -538767 -591760

2036 -494001 -536846 -588328 -502496 -548039 -599632 -507707 -558310 -608009 -510084 -565120 -620499

2037 -517998 -562515 -616200 -525230 -570450 -624079 -531942 -584268 -636387 -534387 -591318 -649082

2038 -541191 -587357 -643699 -548617 -595504 -651012 -556044 -610070 -662716 -558573 -617362 -677509

2039 -564894 -612704 -671261 -572428 -619402 -676960 -580010 -635716 -690242 -582625 -643249 -705778

2040 -588463 -636414 -697636 -596105 -644691 -704846 -603840 -661204 -718148 -606542 -668979 -733889

18080 32565 36253 10438 24288 29044 2702 7775 15741 供給

109173 61222 108741 60154 114308 56945 127347 64910 無縁化

低位 ゼロ

ゼロケー

スとの差

高位 中位
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 これは、遡れる期間、つまり可塑期間によって期限付き制度が総供給区画数

へ与える効果が変化することを意味している。例えば、10 年の期限であれば、

10 の倍数年前に新設された墳墓は全て期限が切れて供給区画数となる。つま

り、20 年しか遡れないのであれば、10 年前と 20 年前に新設された墳墓しか

総供給区画数に加算されない一方で、50 年前まで遡ることができれば、10 年

前、20 年前、30 年前、40 年前、50 年前に新設された墳墓は全て総供給区画

数に加算されるのだ。さらに、毎年の総供給区画数が大きければ、遡れる期間

が長くなったときに 10 年、20 年と供給区画数に積み増すことができる量も増

えるため、自然供給区画数の限界効果も遡れる期間が長くなればなるほど増加

するのである。  

 つまり、本節の冒頭部分で、期限付き制度が総供給区画数の水準に対して効

果が無いように見えることや自然供給区画数の限界効果も期間によって変化す

ることの理由も先述の可塑期間によるものである。今回のモデルでは期限付き

制度の開始時点と推計開始時点が同時であったため、可塑期間も最大で推計期

間分の 28 年しかない。毎年の期限切れによる供給区画数が一定に落ち着くく

らい長期になって初めて期限付き制度の真価は発揮されるのである。この意味

で、今回のモデルは期限付き制度の助走期間を映し出したに過ぎない。  
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図  4 1 総供給区画数 ( 5 年平均 )の推移 (期限付きモデル )  

  

 次に需給ギャップの推計結果である。図  42 では、無縁改葬モデルほどその

差ははっきりとしないものの、期限が短いケースほど、負の需給ギャップの程

度が軽いことが分かる。  

 

 

図  4 2 需給ギャップの推計結果 (期限付きモデル )  

 

また、表  23 を見ると需給ギャップが負に転じるタイミングはもちろん、制

度なしの場合と変わらない。下から 2 番目の行は、2040 年における期限を固

定した時の供給ケース間 (対ゼロケースと )の差だが、期限が短いほどゼロケー
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スとの差が大きいことが分かる。一番下の行は、2040 年における供給ケース

を固定した時の期限ケース同士 (対なしケースと )の差であるが、供給が高位で

あるほど期限なしケースとの差が大きいことが分かる。  

 

表  2 3 需給ギャップの推計結果 (期限付きモデル )  

 

 

 以上では、無縁改葬と期限付き制度のモデルを別々に見てきた。ここで、2

つのモデルを並べてみよう。図  43、図  44 それぞれ供給高位、供給ゼロの時

供給

期限 10年 20年 なし 10年 20年 なし 10年 20年 なし 10年 20年 なし

2012 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179

2013 57048 57048 57048 56434 56434 56434 56394 56394 56394 56324 56324 56324

2014 29536 29536 29536 27500 27500 27500 27446 27446 27446 27251 27251 27251

2015 -1606 -1606 -1606 -3701 -3701 -3701 -3794 -3794 -3794 -4192 -4192 -4192

2016 -31062 -31062 -31062 -34017 -34017 -34017 -34134 -34134 -34134 -34697 -34697 -34697

2017 -60148 -60148 -60148 -62250 -62250 -62250 -63493 -63493 -63493 -64237 -64237 -64237

2018 -89313 -89313 -89313 -91143 -91143 -91143 -92406 -92406 -92406 -93331 -93331 -93331

2019 -117943 -117943 -117943 -119258 -119258 -119258 -121937 -121937 -121937 -123062 -123062 -123062

2020 -145933 -145933 -145933 -147706 -147706 -147706 -151551 -151551 -151551 -152880 -152880 -152880

2021 -175047 -175047 -175047 -177304 -177304 -177304 -180093 -180093 -180093 -178739 -178739 -178739

2022 -204095 -204095 -204095 -206321 -206321 -206321 -207662 -207662 -207662 -208565 -208565 -208565

2023 -231766 -232331 -232331 -234935 -235033 -235033 -235764 -235870 -235870 -238312 -238391 -238391

2024 -259858 -261711 -261711 -262578 -262793 -262793 -264735 -264952 -264952 -268082 -268215 -268215

2025 -283730 -285603 -285603 -287725 -288624 -288624 -293903 -294569 -294569 -297363 -298037 -298037

2026 -311947 -314512 -314512 -315603 -316861 -316861 -323071 -324118 -324118 -326983 -327792 -327792

2027 -340916 -343480 -343480 -344626 -346322 -346322 -352036 -353062 -353062 -356647 -357479 -357479

2028 -365422 -368454 -368454 -373260 -375714 -375714 -380530 -381915 -381915 -385708 -387097 -387097

2029 -393165 -396822 -396822 -398611 -402408 -402408 -409668 -411258 -411258 -415252 -416644 -416644

2030 -418490 -423976 -423976 -426387 -431082 -431082 -436480 -437907 -437907 -444727 -446120 -446120

2031 -446927 -452618 -452618 -455116 -460036 -460036 -464720 -467063 -467063 -470123 -475482 -475482

2032 -475139 -481607 -481607 -482511 -487962 -487962 -491713 -494692 -494692 -499368 -504727 -504727

2033 -501315 -508865 -509430 -510686 -516745 -516865 -518612 -522973 -523079 -528418 -533777 -533856

2034 -527759 -535728 -537580 -535020 -542913 -543150 -546953 -551668 -551885 -557375 -562734 -562867

2035 -548980 -562392 -564265 -559062 -570265 -571120 -574621 -579132 -580013 -585727 -591086 -591760

2036 -572392 -585767 -588328 -586147 -598351 -599632 -602457 -607083 -608009 -614331 -619690 -620499

2037 -600029 -613636 -616200 -610517 -622157 -624079 -630316 -635256 -636387 -642891 -648250 -649082

2038 -622446 -640672 -643699 -636970 -648814 -651012 -656304 -661213 -662716 -670761 -676120 -677509

2039 -648686 -667604 -671261 -659623 -673141 -676960 -683852 -688930 -690242 -699027 -704386 -705778

2040 -670910 -692150 -697636 -686204 -699931 -704846 -710865 -716631 -718148 -727137 -732496 -733889

56227 40346 36253 40933 32566 29044 16273 15866 15741 供給

26726 5486 18641 4915 7284 1517 6752 1393 期限

高位 中位 低位 ゼロ

ゼロ/なしケ

ースとの差
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の各制度を比較したグラフである。どちらも、期限付き制度よりは無縁改葬制

度で需給ギャップが小さいことがわかる。また、供給がゼロになるとその差は

顕著になる。  

 

 

図  4 3 無縁改葬と期限付き制度の需給ギャップの比較 (供給高位 )  

 

 

図  4 4 無縁改葬と期限付き制度の需給ギャップの比較 (供給ゼロ )  

 

表  24 は詳細結果で、最後の行がそれぞれの供給ケースの中で制度が一切な

いケースとの 2040 年の需給ギャップの差である。これを見ると無縁改葬制度

間では供給ケースが変化しても、需給ギャップの差は大きく変化していないが、
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期限付き制度間では供給ケースが変化すると需給ギャップの差が大きく変化し

ているのが分かる。  

 

表  2 4 需給ギャップの比較  

 

 

 最後に、2 つの制度を導入した無縁改葬期限付きモデルの推計結果を見てみ

よう。図  45、図  46 が結果である。それぞれ、供給を高位とゼロに固定した

時の両制度の組み合わせの推計結果となっている。やはり、無縁化のケースに

供給

期限 10年 20年 なし なし なし 10年 20年 なし なし なし

無縁化 ゼロ ゼロ 高位 低位 ゼロ ゼロ ゼロ 高位 低位 ゼロ

2012 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179

2013 57048 57048 62534 59400 57048 56324 56324 61868 58614 56324

2014 29536 29536 40116 33595 29536 27251 27251 38515 31861 27251

2015 -1606 -1606 16477 5454 -1606 -4192 -4192 14613 3493 -4192

2016 -31062 -31062 -5510 -21396 -31062 -34697 -34697 -9319 -24561 -34697

2017 -60148 -60148 -28123 -47968 -60148 -64237 -64237 -34117 -51754 -64237

2018 -89313 -89313 -52354 -75005 -89313 -93331 -93331 -58753 -78497 -93331

2019 -117943 -117943 -76848 -101503 -117943 -123062 -123062 -83999 -105871 -123062

2020 -145933 -145933 -102020 -127123 -145933 -152880 -152880 -109324 -133327 -152880

2021 -175047 -175047 -127198 -154295 -175047 -178739 -178739 -134657 -159178 -178739

2022 -204095 -204095 -151861 -180945 -204095 -208565 -208565 -159997 -186617 -208565

2023 -231766 -232331 -177031 -207704 -232331 -238312 -238391 -185341 -214056 -238391

2024 -259858 -261711 -202212 -234668 -261711 -268082 -268215 -210688 -241492 -268215

2025 -283730 -285603 -225771 -256600 -285603 -297363 -298037 -236037 -268925 -298037

2026 -311947 -314512 -250252 -283022 -314512 -326983 -327792 -261330 -296291 -327792

2027 -340916 -343480 -275248 -309958 -343480 -356647 -357479 -286565 -323590 -357479

2028 -365422 -368454 -300188 -334089 -368454 -385708 -387097 -311742 -350818 -387097

2029 -393165 -396822 -325071 -360837 -396822 -415252 -416644 -336860 -377977 -416644

2030 -418490 -423976 -349297 -385446 -423976 -444727 -446120 -361916 -405064 -446120

2031 -446927 -452618 -374006 -411976 -452618 -470123 -475482 -386872 -432037 -475482

2032 -475139 -481607 -398618 -438390 -481607 -499368 -504727 -411727 -458894 -504727

2033 -501315 -508865 -423132 -464098 -509430 -528418 -533777 -436480 -485636 -533856

2034 -527759 -535728 -446942 -489664 -537580 -557375 -562734 -461129 -512260 -562867

2035 -548980 -562392 -471238 -514215 -564265 -585727 -591086 -485675 -538767 -591760

2036 -572392 -585767 -494001 -536846 -588328 -614331 -619690 -510084 -565120 -620499

2037 -600029 -613636 -517998 -562515 -616200 -642891 -648250 -534387 -591318 -649082

2038 -622446 -640672 -541191 -587357 -643699 -670761 -676120 -558573 -617362 -677509

2039 -648686 -667604 -564894 -612704 -671261 -699027 -704386 -582625 -643249 -705778

2040 -670910 -692150 -588463 -636414 -697636 -727137 -732496 -606542 -668979 -733889

6752 1393 127347 64910

高位 ゼロ

ゼロ/なしケ

ースとの差
26726 5486 109173 61222
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よる違いが期限付き制度の違いよりも大きく出ている。そして供給がゼロにな

った時、無縁化ゼロのケースは無縁化高位、無縁化低位と比較して著しく需給

ギャップが広がっていることが分かる。  

 

 

図  4 5 無縁改葬期限付きモデルの需給ギャップ推計結果 (供給高位 )  

 

 

図  4 6 無縁改葬期限付きモデルの需給ギャップ推計結果 (供給ゼロ )  

 

表  25、表  26 の詳細結果を見てもこれは明らかで、2040 年での制度なしケ

ースとの需給ギャップの差は無縁改葬によるところが大きい。そして、供給フ

ローが高位のときとゼロのときの同制度ケースを比較してみても無縁化ゼロケ
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ース同士の落差に対し無縁化が高位・低位同士の方が、その落差は著しく小さ

いのである。  

 

表  2 5 無縁改葬期限付きモデルの需給ギャップ推計結果 (供給高位 )  

 

 

期限

無縁化 高位 低位 ゼロ 高位 低位 ゼロ 高位 低位 ゼロ

2012 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179

2013 62534 59400 57048 62534 59400 57048 62534 59400 57048

2014 40116 33595 29536 40116 33595 29536 40116 33595 29536

2015 16477 5454 -1606 16477 5454 -1606 16477 5454 -1606

2016 -5510 -21396 -31062 -5510 -21396 -31062 -5510 -21396 -31062

2017 -28123 -47968 -60148 -28123 -47968 -60148 -28123 -47968 -60148

2018 -52354 -75005 -89313 -52354 -75005 -89313 -52354 -75005 -89313

2019 -76848 -101503 -117943 -76848 -101503 -117943 -76848 -101503 -117943

2020 -102020 -127123 -145933 -102020 -127123 -145933 -102020 -127123 -145933

2021 -127198 -154295 -175047 -127198 -154295 -175047 -127198 -154295 -175047

2022 -151861 -180945 -204095 -151861 -180945 -204095 -151861 -180945 -204095

2023 -175606 -205907 -231766 -177031 -207704 -232331 -177031 -207704 -232331

2024 -199035 -230566 -259858 -202212 -234668 -261711 -202212 -234668 -261711

2025 -222215 -251683 -283730 -225771 -256600 -285603 -225771 -256600 -285603

2026 -245882 -275164 -311947 -250252 -283022 -314512 -250252 -283022 -314512

2027 -270060 -300176 -340916 -275248 -309958 -343480 -275248 -309958 -343480

2028 -294191 -325639 -365422 -300188 -334089 -368454 -300188 -334089 -368454

2029 -318332 -350425 -393165 -325071 -360837 -396822 -325071 -360837 -396822

2030 -342413 -375161 -418490 -349297 -385446 -423976 -349297 -385446 -423976

2031 -366397 -400384 -446927 -374006 -411976 -452618 -374006 -411976 -452618

2032 -390425 -424980 -475139 -398618 -438390 -481607 -398618 -438390 -481607

2033 -414356 -447680 -501315 -421933 -462302 -508865 -423132 -464098 -509430

2034 -438189 -469952 -527759 -444018 -485562 -535728 -446942 -489664 -537580

2035 -461924 -492027 -548980 -467468 -509469 -562392 -471238 -514215 -564265

2036 -485531 -513809 -572392 -489856 -530153 -585767 -494001 -536846 -588328

2037 -509009 -537570 -600029 -513052 -554613 -613636 -517998 -562515 -616200

2038 -532357 -560515 -622446 -535683 -578254 -640672 -541191 -587357 -643699

2039 -555575 -583358 -648686 -558731 -601790 -667604 -564894 -612704 -671261

2040 -578661 -606073 -670910 -581644 -625795 -692150 -588463 -636414 -697636

6122226726 5486

10年 20年 なし

ゼロ/なしケ

ースとの差
118975 91563 115992 71841 109173
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表  2 6 無縁改葬期限付きモデルの需給ギャップ推計結果 (供給ゼロ )  

 

 

第3節 考察  

 本章では、無縁化対策として、無縁改葬と期限付き制度を導入した時の将来

推計を行った。では、具体的に無縁化にはどの様に対応するべきだろうか。本

論文では、先ずは無縁改葬を積極的に行い、そして漸次的に期限付き制度を導

入すべきと考える。理由は 3 つある。  

期限

無縁化 高位 低位 ゼロ 高位 低位 ゼロ 高位 低位 ゼロ

2012 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179 85179

2013 61868 58614 56324 61868 58614 56324 61868 58614 56324

2014 38515 31861 27251 38515 31861 27251 38515 31861 27251

2015 14613 3493 -4192 14613 3493 -4192 14613 3493 -4192

2016 -9319 -24561 -34697 -9319 -24561 -34697 -9319 -24561 -34697

2017 -34117 -51754 -64237 -34117 -51754 -64237 -34117 -51754 -64237

2018 -58753 -78497 -93331 -58753 -78497 -93331 -58753 -78497 -93331

2019 -83999 -105871 -123062 -83999 -105871 -123062 -83999 -105871 -123062

2020 -109324 -133327 -152880 -109324 -133327 -152880 -109324 -133327 -152880

2021 -134657 -159178 -178739 -134657 -159178 -178739 -134657 -159178 -178739

2022 -159997 -186617 -208565 -159997 -186617 -208565 -159997 -186617 -208565

2023 -184158 -212760 -238312 -185341 -214056 -238391 -185341 -214056 -238391

2024 -208657 -238917 -268082 -210688 -241492 -268215 -210688 -241492 -268215

2025 -233222 -264960 -297363 -236037 -268925 -298037 -236037 -268925 -298037

2026 -257738 -289473 -326983 -261330 -296291 -327792 -261330 -296291 -327792

2027 -282201 -314819 -356647 -286565 -323590 -357479 -286565 -323590 -357479

2028 -306065 -339559 -385708 -311742 -350818 -387097 -311742 -350818 -387097

2029 -330401 -364775 -415252 -336860 -377977 -416644 -336860 -377977 -416644

2030 -354679 -389922 -444727 -361916 -405064 -446120 -361916 -405064 -446120

2031 -378863 -414126 -470123 -386872 -432037 -475482 -386872 -432037 -475482

2032 -402950 -439550 -499368 -411727 -458894 -504727 -411727 -458894 -504727

2033 -426200 -464041 -528418 -435358 -484340 -533777 -436480 -485636 -533856

2034 -449355 -488439 -557375 -459051 -509684 -562734 -461129 -512260 -562867

2035 -472463 -512737 -585727 -482647 -534545 -591086 -485675 -538767 -591760

2036 -495686 -536903 -614331 -506297 -558055 -619690 -510084 -565120 -620499

2037 -518778 -560929 -642891 -529845 -582312 -648250 -534387 -591318 -649082

2038 -541741 -584271 -670761 -552718 -605877 -676120 -558573 -617362 -677509

2039 -564571 -608010 -699027 -575984 -629834 -704386 -582625 -643249 -705778

2040 -587268 -631605 -727137 -599116 -653635 -732496 -606542 -668979 -733889

1393 127347 64910

10年 20年 なし

ゼロ/なしケ

ースとの差
146621 102284 6752 134773 80254
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 第 1 に、都市部では需給がひっ迫しており、これに対応する必要がある。

本章で見たとおり、即効性があるのは無縁改葬である。期限付き制度も、長期

的に見れば大きな効果を持つが、既に需給ギャップがマイナスに転じている可

能性もあることを考えれば、無縁改葬を積極的に行うほうが良い。  

 第 2 に、期限付き制度はそれだけでは効果がない。期限付き制度は、自然

供給区画数、もしくは無縁改葬による新しい供給区画数が無ければ効果はゼロ

に等しいのである。なぜなら、使用期限を迎える墳墓がそもそもないからであ

る。そして、都市部では、自然供給区画数がゼロになる可能性も十分あること

が、第 3 章からもわかっている。そこで、無縁改葬による供給区画数の効果

を増幅させる形で期限付き制度を導入するのが望ましい。  

 第 3 に、期限付き制度は中々受け入れられるものではない。これは、横浜

市健康福祉局 (2013)からも分かることである。期限付き制度は長期的に見れば

非常に効果の高いものであることは明らかだが、今の日本人にとっては、まだ

まだ永続使用が前提である。そこで、更新可能な期限付き制度や永続使用も認

める中で期限付き制度も選択可能にするなど漸次的に制度を導入する必要があ

るはずだ。以上が本章から導き出される無縁化対策である。  
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第6章 海外事例分析  

 前章までは、日本の自治体を対象に墳墓不足と無縁化の分析を進めてきた。

そして、墳墓不足と無縁化への対策として、無縁改葬と期限付き制度に注目し、

第 5 章では実際にシミュレーションも行い、その効果も確かめた。しかしな

がら、日本では実際に期限付き制度や改葬が制度的に盛んに行われた事例はな

い。シミュレーションもあくまで一定の前提の下に数量的な視点のみで行われ

ており、実際の人々の反応や宗教的な面に関してその実効性は未知数である。  

そこで、本章では海外に目を向ける。墳墓不足は、現代日本固有の問題では

ない。海外には、過去に墳墓不足に直面し、解決した例や失敗した例、そもそ

も墳墓不足にすら陥らなかった例、現在進行形で墳墓不足に取り組んでいる例

もある。これらの事例で墳墓不足を未然に防ぐ、又は墳墓不足に対し有効だっ

たのが、改葬と期限付き制度による再利用だった。そして、現在、墳墓不足に

直面している場所でも再利用が有効な選択肢として、挙げられている。  

 本章では、海外の事例を通して改葬と期限付き制度の有効性を証明する。そ

して、改葬と期限付き制度を成功させるうえで欠かせない要因についても、事

例分析から読み解くこととする。本章の構成は以下の様になる。第 1 節では、

イギリスでの墳墓不足の現状と歴史的経緯、その対策として改葬と期限付き制

度があげられていること、そしてその根拠について紹介する。第 2 節では、

第 1 節で根拠とされた、大陸ヨーロッパの事例の内、フランスとイタリアの

墳墓に関する改葬と期限付き制度の慣習を紹介する。第 3 節では、何故、大

陸ヨーロッパでは改葬と期限付き制度が実行可能であった一方で、イギリスで

は採用されてこなかったのか分析を加える。そして、本章の分析の結果を日本

に適用し、改葬と期限付き制度を日本で導入する際の注意点を明らかにする。  
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第1節 イギリスの墳墓不足  

 先述の通り、イギリスでも、墳墓不足が深刻な状態になっている。Hussein 

and Rugg(2003)によれば、墳墓不足に関する議論が生まれたのは 1990 年代で

あり、1997 年には、London Planning Advisory Commit tee( 1997)(以下、

LPAC)によるロンドンの墳墓需給の将来推計と提言が提出された。  

LPAC(1997)によれば、1997 年時点で墓地の新設も考慮した最も楽観的な推

計でインナーロンドン 2 3では 51 年、アウターロンドンを含むグレーターロン

ドンでは 100 年間需要を満たすことができる一方で、1997 年当時に現存する

墓地だけのより悲観的な推計ではインナーロンドンで 7 年、グレーターロン

ドンで 13 年しか需要を満たすことができない結果となっている。

LPAC(1997)自身が報告書中でも述べていることだが、楽観的な推計は不確実

性を孕んだ推計であり、当時のロンドンの状況を考えれば墓地の新設はかなり

難しく、妥当とされたのは悲観的な推計だった。  

 LPAC(1997)の他にもいくつかのレポートが出されたことで、ロンドンの墓

地行政にも変化があった。改葬と期限付き制度による墳墓の再利用に関する規

制が緩和され、再利用が可能となったのである。しかしながら、2007 年の法

改正から 2011 年まで改葬を取入れた例はたったの 1 つである (Rugg and 

Pleace,  2011)。この様な状況の中、Rugg and Pleace( 2011)は再度、将来推計

を行うことで墳墓不足の重要性を強調しようと試みた。Rugg and 

Pleace(2011)の推計によれば、推計不可能な 1 区を除く、32 区の内 10 区が

2010 年から 2030 年までの間に持続可能であり、それ以外の区は供給不足に

                                                      

2 3
 ロンドン市内の自治区を統計的に分けるために利用される区分である。インナーロ

ンドンはロンドンの内側の都市部の地区、アウターロンドンはより外側の郊外の地区、

両地区はグレーターロンドンに内包される。  
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陥るという結果だった。そして、BBC(2013)では、墓地を運営する地方自治

体に対しアンケート調査を行っており、25%の自治体が今後 10 年以内に、

44%が 20 年以内に提供できる区画が尽きてしまうという結果を示している。  

 この様に、イギリスで墳墓不足が起きている原因は何だろうか。

BBC(2013)では、墓に関する数人の有識者によるコメントが掲載されている

が、アバディーン大学の Hannah Rumble 博士は、新しいタイプの墳墓などは

供給されており、選択肢がないわけではなく、根本的な問題は場所不足ではな

く永続利用の習慣であると述べている。海外では、墳墓不足対策として火葬を

挙げているが、これはまさに場所不足を根本的な問題とする発想である。日本

は火葬の国であるが墳墓不足に悩まされており、本論文で幾度も述べたとおり

原因は永続利用の前提である。では、なぜイギリスは改葬や期限付き制度を採

り入れず、長きにわたり永続利用を前提にしてきたのだろうか。そこには歴史

的背景と政策の失敗がある。  

 前述の通り、イギリスでは墳墓の永続利用が当然で改葬は考えられていない。

実は、13~14 世紀ごろには都市部での人口増加に対応するために、イギリスに

も改葬の文化があり、納骨堂を利用していた。しかし、16 世紀の宗教改革を

機に納骨堂が姿を消すと同時に改葬の文化も消えていったのである (Goody 

and Poppi ,1994)。これは、プロテスタント的な発想と教会よりも上位の権威

としてイギリス王家があるという発想が重なった結果である。プロテスタント

にとっては死者に対して祈りを捧げる必要性が低く 2 4、都市の中に墓地を置く

                                                      

2 4
 カトリックには死者に祈りを捧げることによって、現世での罪を軽くすることがで

きるという発想に立つが、プロテスタントでは現世での罪は生まれたときから決まっ

ており不変であるという発想をするため、死者への祈りもカトリックの様な重要な意

味を持たない。  
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必要性がない。そのため、墓地は郊外に設置すればよく、当時は郊外に用地も

豊富だったため改葬も期限付き制度も必要なかった。そして、教会の権威より

も上にイギリス王家、つまり国家があり、宗教的な施設である納骨堂を、より

有用である(と考えられた)公共施設に転換したのである。改葬や期限付き制度

は、改葬先の納骨堂があって初めて機能するものであるから、納骨堂が姿を消

せばその制度も運用できなくなるのである。  

 さらに、1856 年の Burial  Act という法令により、墓を掘り起こす行為その

ものが禁止されてしまった 2 5
(BBC,  2011)ことで、改葬も違法となってしまっ

た。これは、墓荒らしやスペースを確保するための早すぎる改葬を防止する目

的で作られ、160 年もの間改正されることはなかった 2 6。  

 こういった歴史的背景に加えて Hussein  and Rugg( 2003)は (対象はロンドン

のみであるが )、政策の失敗も墳墓不足を含むロンドンの墓地問題の要因であ

ると述べている。さらに、その失敗の要因について Hussein and Rugg( 2003)

は、第 1 に葬儀・墓地産業に対する行政のガバナンスの欠如、第 2 にロンド

ンにおける自治体の組織構造の複雑さ、第 3 に地方自治体への過剰な依存、

第 4 に墓・葬儀行政の専門性の高さを挙げている。この様に、必ずしも歴史

や文化・宗教的な要因だけで墓地の永続利用の前提が保持され続けてきたわけ

ではないことが分かる。つまり、政策的に手を打てる可能性があった (Hussein 

                                                      

2 5
 Go ve rnment  o f  the  Uni ted  Kingd o m( a)によれば現在は、資格があれば改葬を行う

ことができる。  

2 6
 Ho me  Off i ce (200 1)によれば、イギリス政府としても改葬に関する規制の見直しに

ついては前向きである。しかしながら、2016 年現在も Go vern ment  o f  the  Uni ted  

Kingd o m( a)によれば改葬には資格が必要であり、本格的な見直しはされていない。  
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and  Rugg,  2003)にも関わらず、長期的な視点を失い対応に失敗した経緯も存

在したのである。  

  イギリス中央政府や自治体、研究者等が盛んに取り上げている対策が、改

葬と期限付き制度による再利用である。例えば、LPAC(1997)や地方自治体の

1 つである Leicester  Ci ty Counci l ( 2014)等が改葬と期限付き制度による墳墓

の再利用を提案している。こういった団体が再利用を肯定する理由は、主に 3

点ある。第 1 に、大陸ヨーロッパではこの制度で持続可能な墓地運営と制度

が形成されているからである。後述する様に大陸ヨーロッパでは設置から 200

年を超える墓地も存在する。  

 第 2 に、墓地運営のための資金を永続的・安定的に確保できる (Leiceste r  

Ci ty Counci l ,  2014)。再利用制度の下では新しい墓地の利用者を随時募集す

ることができるため、施設の維持・管理の費用を確保できる。これが、永続利

用を前提にすると無縁化する区画の分の管理料収入が失われる一方で、新規の

利用者も募れないため、運用のためのキャッシュフローが細くなってしまうの

だ。  

 第 3 に、墓地のマネジメントの質の持続的な向上につながる (LPAC, 1997)。

再利用制度の下では、新規の利用者が常に存在し続ける。そのため、墓地の運

営の手を抜くこともできないし、需要者のニーズに触れ続けることになる。こ

れが、新規の取得者もおらず利用者もまばらとなれば、管理も滞り、世の中が

変わっても古い形態の墓地が残り続ける可能性が高くなる。  

 以上の様に、イギリスでは墳墓不足が問題となり、改葬と期限付き制度によ

る区画の再利用が有効策として考えられていることを本節で示してきた。では、

根拠の 1 つであった大陸ヨーロッパでの成功事例とはどの様なものだろうか。

次節では、イタリアとフランスの事例を詳しく見ていきたい。  
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第2節 イタリアとフランスの改葬文化  

 イタリア、フランス、イギリス、この 3 つの国に共通するのは、過去に改

葬もしくは、期限付き制度の習慣があったということである。しかし、イタリ

アとフランスでは現在でも改葬と期限付き制度の習慣が残るのに対し、イギリ

スでは残っていない。そして、イギリス、特にロンドン等の都市部では現在深

刻な墳墓不足に見舞われている。この明暗を分けたのは改葬と期限付き制度と

言っても過言ではない。イタリアやフランスでも都市化による用地不足と人口

増加による墳墓・区画需要の高まりが当然ながら存在したし、現在も存在して

いる。それでも、イギリスほど墳墓不足が深刻化していない理由は改葬と期限

付き制度である。  

 では、なぜイタリアとフランスでは改葬と期限付き制度が残ったのだろうか。

本節では、イタリア、フランスにおいて改葬と期限付き制度がどの様に現在の

様な形に至ったのか、歴史的な背景を紹介する。  

 まず、イタリアである。イタリアでは、2 重埋葬の習慣が古くからある。2

重埋葬とは、1 度埋葬された遺体を、一定期間の後、再度別の場所に埋葬しな

おす習慣のことである。1 回目の埋葬期間は遺体を土に還すために使われる。

土壌による遺体の分解スピードによるが、基本的には数年から数 10 年という

期間を要する (Goody and Poppi ,  1994)。1 回目の埋葬が終わった遺骨は、家

族毎の納骨施設、又は合葬施設へと移される。ここでは非常に簡略化して 1

連の流れを表記しているが、実際はその地域でそれぞれ決まった作法があり、

かなり複雑なものもある。そして、共通しているのは、こういった 1 連の供

養は家族によって手厚く行われることである。  
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 この 2 重埋葬と家族による手厚い供養によってイタリアの墓地は必然的に

コンパクトでアクセスしやすい街の中心に置かれることが多い。家族が手厚い

供養をするためにはアクセスの良さが必要で都市内部か、付近にある必要があ

る。そのため敷地面積を極力狭くするのだ。また、2 重埋葬の習慣は墓地の拡

大を必要としないため、この習慣があるからこそ墓地のコンパクト化とアクセ

スの良さが実現可能だともいえる。しかながら、Goody and Poppi (1994)によ

ればイタリアでは死者の増加が土壌のキャパシティを超えてしまい、2 重埋葬

の習慣があったとしても墳墓不足に悩んでいる現状がある。  

 また、墓地の持続可能性の点でもイタリアの墓地には特筆すべき特性がある。

日本の様に墳墓に永続性を求めると無縁墳墓の可能性が生まれる。そして、こ

ういった無縁墳墓が増えすぎてしまうと、その墓地の存在意義は現世を生きる

者にとっては殆どないため閉鎖せざるを得なくなる。しかし、イタリアでは 2

重埋葬と納骨堂の活用により、無縁墳墓という概念が無いのである 2 7。墳墓を

利用している遺骨は周期的に納骨堂か合葬墓に移動されるため墳墓が無縁化す

るということはなく、常に新しい区画が供給され続けるのである。例えば、ボ

ローニャにある 1801 年に開かれた修道院墓地は 1994 年現在まで運営が続け

られていることが確認されている (Goody and Poppi ,  1994)。  

 次に、フランスの改葬・期限付き制度について紹介する。フランスをはじめ

とする、西ヨーロッパ地域では、19 世紀初頭のナポレオン統治時代の影響が

強く残った墓地制度・慣習が残っている。宗教分離と公衆衛生のために、ナポ

レオンは 1804 年に支配区域全体の墓地を政府の管理下におき、厳しく統制す

る法令を出した。具体的には、都市部での区画の賃貸期間が 5 年間に義務付

                                                      

2 7
 もちろん、一回目の埋葬の間に無縁化する遺骨もあるが、これは自動的に合葬墓に

入れられるので最終的に墳墓が無縁化することはない。  
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けられた(Goody and Poppi ,  1994)。また、ナポレオンは現在のイタリアの出

身であるため、その他の制度も当時のイタリア地域の慣習を踏襲したものとな

っており、Goody and Poppi( 1994)は現在のフランスやドイツの墓に関する慣

習がイタリア等の南ヨーロッパ地域のものと似ている原因についてナポレオン

の統治を指摘している。  

 話を元に戻すが、フランスでは個人の墳墓利用は期限付きが前提とされる 2 8

一方で、家族墳墓については永続利用がみとめられている。納骨堂については、

フランス革命以前は存在したものの未分解の遺体によるガス・臭気の発生に対

する市民の抗議や宗教分離の意識から 1780 年のパリ市民墓地の移転に伴い姿

を消し、ナポレオンもこれを復活させることはなかった (Goody and poppi ,  

1994)。Goody and Poppi(1994)によれば、1994 年時点で、フランスでは納骨

堂は確認されていない。  

第3節 考察  

 何故、イギリスでは改葬と期限付き制度の文化が消え、大陸ヨーロッパでは

残ったのだろうか。両者の歴史的背景を見れば、それは宗教による要因だけで

なく、政策による人為的な要因が絡んでいるのはよく分かる。本節では

Walter(2012)のフレームワークを利用して、先述の問いに答える。  

 Walter(2012)は、世界の国々で死や死体への対応が異なる要因について人

口移動、合理主義、種々の格差や不平等、情報技術の発達、宗教などいくつも

の要因について分析をしている。そして、全ての国・社会は、共通の社会的、

経済的、そして人口統計的な構造を持ち、これらの構造が死に関する慣習を形

                                                      

2 8
 BB C( 2013 )によれば、ドイツでも期限付き制度がとられている。  
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作ると主張している。さらに、これらの共通構造に対する対処が国・社会によ

って異なることにより、死に関する慣習も異なるというのが結論である。では、

この反応の違いを生み出しているのは何だろうか。Walter(2012)が特に重要

な要因として指摘しているのが、「制度とその歴史的背景」と「文化」である。

つまり、Walter(2012)のフレームワークによれば、改葬と期限付き制度の有

無という違いを生み出しているのも「制度とその歴史的背景」と「文化」とい

うことになる。  

 「文化」において重要なのは宗教、プロテスタントとカトリックの相違であ

る。先述の様に、プロテスタントとカトリックでは死者への祈りに対する発想

が根本的に違う。プロテスタントでは死者に対し祈りを捧げる必要はなく、墓

地も郊外に設置しても問題ない。必ずしもコンパクトであったり、持続可能性

が厳しく担保されていたりする必要もないのだ。一方で、カトリックは死者に

対して祈りを捧げる必要があり、墓地はアクセスしやすい街の中心に置く必要

があるため、コンパクトで持続可能性も厳しく追及される必要があった。コン

パクトさと持続可能性を追求するには改葬と期限付き制度が必要不可欠だった

のである。  

 しかし、西ヨーロッパにはドイツの様にプロテスタントが主流の国や、フラ

ンスの様にカトリックが主流でありながら政教分離と世俗化が非常に進んでい

る国においても改葬と期限付き制度が残っている。こういった国々とイギリス

との違いを決定づけたのは「制度とその歴史的背景」である。重要なのは、ナ

ポレオンの法令である。大陸ヨーロッパの国々はナポレオンの支配下に置かれ、

期限付き制度や、南ヨーロッパ式の習慣が持ち込まれた。一方で、イギリスは

独立を保ったため、この影響は及ばなかったのである。  



95 

 

 しかし、上記 2 つの要因はあくまで、大陸ヨーロッパに改葬と期限付き制

度が根付いた要因であり、イギリスで改葬と期限付き制度がとられなかった要

因であるとは言えない。そこで、イギリスにおいて改葬と期限付き制度が利用

されなかった、もう 1 つの「制度とその歴史的背景」に関する要因を挙げよ

う。それは、Hussein  and Rugg(2003)で指摘されたロンドンでの政策の失敗

である。いくらナポレオンの法令がなかったとしても、墳墓不足になれば行政

側は手を打つ必要があったはずだ。さらに、墓に関する制度・習慣は必ずしも

宗教・文化に支配されてきたものではなく、一定の政策的関与の下で成立して

きた。つまり、宗教・文化的なものであるから政策は手を出せないというのは

理由にはならない。  

 だが、ロンドンを初めとするイギリス行政は対策を取ってこなかった。その

証拠に、イギリスでは、Burial  Act が現在においてもほぼ改正されることなく

効力を持ち続けている。この理由は政策的に墓地問題が見落とされていたから

だ。第 1 節でみた様に、Hussein and Rugg(2003)では、政策の失敗の要因を

多数挙げている。これらの要因を、墳墓不足に関して整理すると、特に問題で

あったのは、責任の所在の不明瞭さと高すぎる専門性、そして国民の関心の低

さであったと考えられる。ロンドンでは自治体の構造が複雑で、墓地行政の責

任の所在も明確ではなかった。問題が起こってもどの行政主体が、教会が、民

間事業主体が対応すべきなのかが明確でなければ、対応もできない。さらに、

高すぎる専門性も墓地問題に関する行政内の無関心を呼ぶ。専門性が高すぎる

ため、何が問題でどれくらい深刻なのか行政内部でも中々理解が進まない

(Hussein and Rugg,  2003)。また、墓地問題は政治的にも無関心になりやすい。

日常的に利用する市民の少なさから、墓地政策に積極的に取り組んでも票には

ならないのである (Hussein  and Rugg,  2003)。  
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 以上の分析を、より一般化してみよう。改葬と期限付き制度が導入されない

要因は、死者への祈りの必要性、過去の政策的対応、墓地行政の責任の所在、

その専門性の高さ、そして国民と政治の関心の程度と言える。これを日本に適

用してみよう。  

 死者への祈りの必要性は、高齢者には強いはずだ。しかし、若年層において

は、かなり弱まっているだろう。そして、そもそも死者へ祈りを捧げる場所と

しての役割は墓地ではなく仏壇が担ってきたことにも注意が必要だ。もちろん、

墓地でも死者への祈りを捧げるが、日常的に利用しているのは仏壇であるし、

法事等でも利用するのは自宅の仏壇である。この点で墓地が居住区に近接して

いる必要性は南ヨーロッパ地域に比べて低く、コンパクトさも持続可能性への

要求も低くなる。過去の政策的対応としては、火葬に関しては非常に力を入れ

て取り組んだが、墓地の利用についてはむしろ永続利用を政府が推し進めてき

た傾向がある。  

 責任の所在については、日本ではイギリスほど不明瞭ではない。墓地に関す

る行政的な権限は元々、都道府県が持っていたが、地方分権の流れで市に移譲

した。日本の墓地行政には 2 つの責任がある。第 1 に許認可の責任、第 2 に

民営墓地の監督責任である。どちらも、地方分権の流れで、現在は市にその責

任がある。  

 しかし、法律上では線引きがきちんとあっても実務上の線引きが不明瞭な点

が日本の墓地行政にはある。例えば、隅田(2014)では、県からの権限移行にと

もない、市による独自の墓地調査をしたわけだが、行政側が確認できていなか

った墓地が少なくとも 167 か所は存在していた。この様な結果に陥ったのは

実務上の責任関係が不明瞭であったことが原因と考えられる。例えば、人吉市

の共同墓地は、土地は市の持ち物で上物である施設の管理については地域のコ
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ミュニティという状況の墓地がある。こういった墓地は、実務の上では市と都

道府県どちらが監督すべきかはっきりしなかった状況が考えられる。  

 だが、この様な実務上の責任の所在の不透明性のそもそもの原因は、単純に

現状把握が出来ていないことに尽きる。墓地の存在そのものが確認できれば、

あとは法律的に責任を振り分ければ良いのである。人吉市の例にしても、土地

の所有が市であろうと管理者は地域のコミュニティである民営墓地であるから、

昔は県、現在は市に監督責任があることに変わりはない。今の日本に必要なの

は責任の明確化のための現状把握・調査であろう。  

 そして、日本においても墓地行政の専門性が非常に高いのは言うまでもない。

特に、無縁改葬の手続きに関しては煩雑である。また、墓地行政は長期的な視

点で執り行われなければならず、数年のジョブローテーションで担当が変わっ

てしまっては短期的な視点になりがちである。  

 国民の関心は昨今、非常に高まっているが、政治の関心は高くはない。国政

では少子高齢化や社会保障、経済成長にばかり焦点が当てられ、墓地問題はあ

る程度規模のある地方自治体の議会で触れられる程度である。  

 この様に、日本でもイギリスで改葬と期限付き制度が定着しなかった要因を

あてはめることができる。しかし、これらの要因は完全に外生的でコントロー

ル不可能な要因ではない。宗教的な側面や、歴史はコントロールすることは難

しい。しかし、本節で挙げた実務上の責任の所在の明瞭化のための調査と墓地

行政の専門性は努力次第で対応できるはずだ。問題は、政策の失敗をどの様に

乗り越え、宗教的な側面や歴史を考慮した形で改葬と期限付き制度を導入する

かということである。  
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第4部 需要者・既取得者のミクロデータ分析  

第7章 区画型墳墓への選好の要因分析  

 第 3 部では、改葬と期限付き制度の有効性を立証し、制度を導入する際の

注意点も分かった。しかし、これまでの分析は制度や歴史、統計データをマク

ロ的な視点で分析したもので、一人ひとりの墳墓取得希望者の選好は考慮でき

ていない。そこで、本章を含む第 4 部では、ミクロデータを分析することで、

どの様な属性の人々が何故無縁化リスクの高い選択をしているのか、逆にどの

様な属性や要因が無縁化リスクを高めているのか明らかにする。これらの要

因・属性を明らかにすることで、どうすれば需要者や既取得者の効用を低減さ

せずに無縁改葬と期限付き制度を推し進めることができるのか、そしてどの様

な属性や要因に照準を合わせてこれらの制度を導入すればよいのか分かる。  

 本論文では第 2 部で墳墓への需要が高まっている一方で利用されなくなっ

た墳墓が放置され無縁化していることを立証した。特に都市部においては需要

の高まりと無縁化が同時進行しており、墳墓需給のミスマッチによる非効率が

生まれている。  

 そこで、本章では無縁化の要因となる従来型の区画型墳墓への選好の要因を

アンケート調査の調査票情報を用いて分析する。具体的には、区画型墳墓への

選好を被説明変数に設定し、広さ、価格など墳墓に対する具体的な選好を説明

変数、その他属性等の変数をコントロール変数として 2 項プロビットモデル

で回帰分析を行った。さらに、アンケート調査ということで階層性を考慮し、

ヘックマンの 2 段階推定を行った。  
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第1節 背景  

 何故、区画型墳墓が無縁化を生み出してしまうのか。そこには区画型墳墓を

提供する際の前提が関わっている。先ずは、他の墳墓の形態も含めて一般的な

説明をしておく。現代の墳墓形態は大きく「区画型」、「納骨堂型」、「合葬

型」の 3 つに大別できる。  

 まず、区画型は、従来式の一般的な墓地である。1 つ 1 つ区画が分けられて

おり、墓石が建立される (図  47)。基本的には子孫による承継が前提とされ、

承継者が居ない場合取得できないことも多い。取得価格に関しては墓石代とそ

の使用料を合わせて約 200 万円が相場の様だ (鎌倉新書 ,  2014)
2 9。  

 

 

図  4 7 区画型墳墓の図  

出所：  横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )  

 

 次に、納骨堂型である (図  48)。もともとは、区画型の墓地を取得するまで

の間に遺骨を預けておく場所であったが、昨今の墓不足や価格の高騰などを受

けて恒久的に遺骨を納め供養する場所へと変化した。こちらも、区画型同様に

                                                      

2 9
 管理料は含まれていない。  
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1 つ 1 つ分けられた墓所となっている。その種類は多数あり、ロッカー式、棚

式、仏壇式、墓石式などがある (鎌倉新書 ,  a )。こちらも子孫による承継が前提

とされるが、納骨堂は、提供できる墳墓数自体が一般的な区画型の墳墓を用意

する墓地ほど多くはない。そこで、使用期限を定め、その期間が過ぎれば、後

述する合葬型の墳墓に移される場合が多い。もちろん、使用期限は更新可能な

納骨堂が多い。価格は 100 万円をきるところも多く、区画型よりも安価に済

む(鎌倉新書 ,  2014)
3 0。  

 

 

図  4 8 納骨堂型 (ロッカー式 )墳墓の図  

出所：横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )  

 

 最後に合葬型である。名前の通り、不特定多数の遺骨を 1 つにまとめて供

養する形式である。これも様々な種類があるが、地下に納骨施設を作りその上

にモニュメントを置くスタイルが一般的だ(図  49)。もちろん、血縁関係など

は関係なく誰でも入ることができる。管理も墓地の経営者・運営者が全面的に

行うため、子孫が居ない場合でも生前に取得しておくことができる。取得価格

                                                      

3 0
 同上。  
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は 10 万円をきるところもあり、管理料も必要ないため、区画型、納骨堂に比

べて非常に安い価格で墳墓を確保できる (鎌倉新書 ,  2014)。  

 

 

図  4 9 合葬型墳墓の図  

出所：横浜市営墓地メモリアルグリーンウェブサイト「墓地案内」 

h t t p : / / w w w . me mo r i a l g r e e n . j p / c e me t e r y / g r a v e s t o n e . h t ml  より  

 

 以上の説明から、区画型が無縁化を引き起こす理由が分かる。区画型の墳墓

は永続性のために子孫による承継を前提にしているが、この前提そのものが永

続的なものではない。もちろん、人口が増加しているような時代は子孫が居な

くなることなど、考えられなかっただろうが、現在は少子化である。取得時点

で承継者が存在したとしても、その次の承継者が存在する保証もないのである。

承継者が居なくなってしまえば当然無縁化する。その点、他の形態は永続性を

前提にしておらず、そもそも無縁化の概念が伴わない場合も多い。  

 実際に、墓地需要者はこれらの形態に対してどんな選好を持っているのだろ

うか。図  50 は横浜市健康福祉局 (2013)が行ったアンケート調査の結果で、墳

墓の取得を希望すると答えた市民に対し、さらにどんな形態の墳墓が欲しいか

聞いたものである。区画型への選好が 62%と他の形態に比べて高いことが分

http://www.memorialgreen.jp/cemetery/gravestone.html
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かる。供給側の墓地を見てみても、納骨堂型や合葬型の墳墓を用意している場

所がそこまで多くないのは感覚的にも分かることである。需給双方にとって区

画型がまだまだ一般的で根強い人気がある様だ。  

 

 

図  5 0 横浜市民の希望する墳墓形態  

横浜市健康福祉局 ( 2 0 1 3 )の調査票情報より筆者作成  

※無回答を除く  

 

 問題は、区画型にこういった強い選好がある一方で、区画型は無縁化リスク

が高いということである。そこで、何故区画型にこれほどまでに強い選好があ

るのかということが重要になる。例えば、単純に墳墓の大きさや費用が選好要

因であるならば永続使用の前提さえ廃せば、区画型を利用していても無縁化を

防ぐことができるのだ。ここに、本章における分析の意義がある。なぜ、区画

型が人気なのか、以降の分析で明らかにしていく。  



103 

 

第2節 データとモデル  

 本章で利用するデータは、横浜市健康福祉局が 2012 年に行ったアンケート

調査の調査票情報である。アンケート調査のデザイン等の詳細については参考

文献の横浜市健康福祉局 (2013)を参照されたい。  

 さて、本章では区画型墳墓への選好要因を分析したい。よって、被説明変数

となるのは区画型墳墓への選好があるか否かのデータである。そこで、前節で

取り上げた、希望する墳墓形態の回答データを用いる。また、説明変数には選

好要因と考えられる変数が望ましい。そこで、アンケート調査中に墳墓に対す

る適当な面積、適当な取得費用、希望する使用者範囲 (家族の範囲 )についての

設問があるため、これらを説明変数に加えている。また、「わからない、考え

ていない」や無回答の回答者はサンプルから除外している。  

 しかし、希望する使用者範囲については純粋な希望となっていない可能性が

ある。例えば、自分には息子が居るが、彼が当てにならない場合、自分自身で

自分の無縁化リスクを判定して希望を調整する可能性がある。そこで、無縁化

リスクの代理変数として年齢、世帯構成、性別を加えることでこの効果をコン

トロールする。  

 また、希望する墳墓形態の回答は墳墓取得を希望している市民しか回答して

いない。つまり、墳墓取得を希望していない市民の回答はサンプルに含まれて

おらず、データに階層性が生じている可能性がある。そこで、ヘックマンの 2

段階推定を用いて階層性についても考慮することにする。  

 ヘックマンの 2 段階推定の 1 段階目として、墳墓を希望するかしないかの

データが被説明変数として必要である。これはもちろんアンケート調査に設問
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があるのでこれを用いている。説明変数としては年齢、世帯構成等の基本属性

と墳墓を守る立場 (墓守)にあるかどうかを利用する。  

 さらに、今回用いるデータはアンケート調査の結果であるため、回答は全て

順序尺度で行われている。しかし、この順序尺度は、間隔尺度や比例尺度を便

宜的に順序化しているだけである。つまり、間隔や比率の情報も取り入れたい

場合は、処理が必要である。そこで、2 通りの対応をした。先ず、分布が推測

できない変数については、上端と下端をアンケート調査の回答通りに固定する

3 1。そして中間の回答については、その幅の算術平均を用いている。次に、分

布が推測できる変数については、その幅に収まる各階級を頻度で加重平均した

ものを変数としている。分布の推測には他のアンケート調査を利用している。

また、選択肢の中には具体的な数値が付与されていないものもあるので、これ

も実際のデータや、他のアンケート調査を利用して具体的な数値を付与するよ

うにした。詳しい変数の変換方法については補論で説明しているので参照され

たい。  

 また、全てのモデルに関して、プロビットモデルと線形確率モデルで係数を

推定している。しかし、ヘックマンの 2 段階推定の 2 段階目において、プロ

ビットモデルを利用することは単純に認められるものではない。だが、

Nicolet t i  and Peracchi( 2001)は、プロビットモデルによる 2 段階目の推定結

果のバイアスが、最尤推定によるものより軽いことをモンテカルロシミュレー

ションにより示しており、本論文でも次善の策として用いている。  

 また、墳墓選択に関しては強力な理論があるわけではない。そこで、仮説と

して考えられる変数を全て入れたフルモデルを先ず推定し、そこからステップ

                                                      

3 1
 年齢だけは、アンケート調査中で付与された尺度の下端の値を利用している。  
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ワイズ法で変数選択を行い、AIC を基準とした最も効率的なモデルを選択し

ている。表  27 にフルモデルにおける変数を一覧にしてある。  

 

表  2 7 フルモデルにおける変数一覧①  

 

 

 

第3節 推定結果と解釈  

 本節では、推定結果とその解釈をする。先ず、階層性を考慮しない区画型墳

墓選好モデルである。表  28 のモデル (1)をみると、係数の正負は、直観と整合

的な結果である。無縁化リスクをコントロールするために入れた年齢と夫婦世

帯も負に有意に効いており、希望の使用範囲も正に有意になっている。  

 適当な価格に関しては、変数として選ばれているものの、統計的有意性はな

い。今回のアンケート調査では、選択肢がかなり大雑把に分けられているため、

関数形をうまく特定できなかった可能性が高い。より細かい階級区分で回答で

きるようにすれば、有意に出るかもしれない。いずれにしても、区画型墳墓へ

の選好の要因として価格は統計的に有意な結果にはならなかった。  

 限界効果を見てみると、適当だと考える広さが 1 ㎡増えるたびに区画型墳

墓を選好する確率が 11.4%押し上げられることが分かる。また、コントロー

変数名
平均値/

シェア
変数名

平均値/

シェア

墓地の形態 墓地を希望

区画型=1 82.9% する=1 20.0%

その他=0 しない=0

適当な広さ(㎡) 1.383 単身世帯 12.1%

適当な価格(万円) 104.29 夫婦世帯 27.4%

核家族世帯 43.7%

3世代世帯 5.2%

単身世帯 6.9% 年齢(歳) 48.76

夫婦世帯 29.7% 年齢^2

年齢(歳) 50.69 将来の居住予定あり 75.3%

年齢^2 女性 50.9%

女性 45.1% お墓を守る立場にある 66.1%

被説明変数

説明変数

区画型墳墓選好モデル 墳墓取得希望モデル

希望の使用範囲

(1=自分のみ, 2=夫婦、3=親子, 4=親子三代, 5=先祖代々)
3.30
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ル変数として入れた夫婦世帯の属性が区画型墳墓を選好する確率を 13.4%押

し下げている。各変数の単位が違うため他の変数と単純に比較することは出来

ない。しかし、希望の使用範囲が夫婦や世代といった単位を利用していること

や、年齢が 1 歳単位であることを考慮すれば、適当な広さが非常に大きな要

因であることがわかる。  

 (1)のプロビットモデルと(2)の線形確率モデルを比較すると限界効果と係数

に多少の大小はあるものの係数の正負は一致しており、説明変数の選択もある

程度妥当な結果が出ていると考えられる。また、適当な広さに関してはどちら

のモデルも 0.1%水準で頑健に有意性が観察でき、重要な要因であるといえる。  
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表  2 8 区画型墳墓選好モデル  

  

※決定係数は P r o b i t については P s e u d o  R - s q u a e r d、L P M については自由度修正済み決定係数。  

※限界効果は、連続変数はサンプルの平均回りの効果、ダミー変数は 0 から 1 への変化の効果。  

 

 次に、階層性を考慮したヘックマンの 2 段階推定モデルである。まず、1 段

階目の墳墓取得希望モデルである。世帯構成で最も大きな限界効果を持つのは

3 世代世帯であり、19.6%墳墓取得希望の確率を押し上げる。しかし、他の複

数世帯の限界効果も同様に正に有意な値を取っており、同居する家族の存在が

墳墓取得希望の確率を押し上げていることが観察される。将来の居住意向につ

いては世帯構成ほど大きな確率の上昇をもたらすわけではないが、8.9%の確

率上昇をもたらす。また、墓守の立場にある場合、墳墓取得希望の確率は

モデル

係数 限界効果 係数

0.711 *** 0.114 *** 0.149 ***

(0.169) (0.029) (0.030)

0.004 0.001 0.001

(0.003) (0.000) (0.000)

0.256 * 0.041 * 0.037 .

(0.122) (0.019) (0.021)

-0.021 * -0.003 . -0.004 *

(0.011) (0.002) (0.002)

-0.692 * -0.134 . -0.152 *

(0.316) (0.072) (0.060)

0.434 0.069 0.686 ***

(0.651) (0.104) (0.119)

R2 0.331 0.256

制約なし尤度 -53.618

0制約尤度 -80.175

AIC 119.237

n= 175 175

chi2/F 53.114 *** 13.003 ***

希望の使用範囲

適当な広さ

適当な価格

年齢

夫婦世帯

墓地の形態

有意水準：　10%"."　5%"*"　1%"**"　0.1%"***"

(1)

Probit

(2)

区画型=1

その他=0

被説明変数

定数項

LPM

墓地の形態

区画型=1

その他=0
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21.7%も下落することが限界効果から分かり、墳墓の継承という慣習の強さが

ここにも表れている。  

 

表  2 9 ヘックマンの 2 段階推定モデル ( 1 段階目：墳墓取得希望モデル )  

 

※決定係数は P r o b i t については P s e u d o  R - s q u a e r d、L P M については自由度修正済み決定係数。  

※限界効果は、連続変数はサンプルの平均回りの効果、ダミー変数は 0 から 1 への変化の効果。  

  

 年齢については 2 乗項も負に有意に効いており、上に凸の 2 次関数の様な

関係が読み取れる。これは両親の死が近づいたときに墳墓需要が発生するとい

う墳墓取得の適齢期を反映しているものと考えられる。しかし、この限界効果

を直感的に解釈することは難しい。そこで、他の変数を平均に固定し、年齢だ

けを変化させたときの墳墓取得希望確率をグラフ化した(図  51)。55 歳付近で

モデル

0.426 ** 0.119 * 0.092 *

(0.158) (0.047) (0.037)

0.658 *** 0.175 *** 0.156 ***

(0.146) (0.039) (0.033)

0.615 * 0.196 * 0.133 *

(0.252) (0.092) (0.063)

0.061 ** 0.016 ** 0.013 *

(0.023) (0.006) (0.005)

-0.001 * -0.00014 * 0.000 *

(0.000) (0.000) (0.000)

0.379 ** 0.089 ** 0.091 **

(0.132) (0.028) (0.031)

-0.765 *** -0.217 *** -0.213 ***

(0.106) (0.032) (0.028)

-2.636 *** -0.678 *** -0.152

(0.526) (0.131) (0.119)

R2 0.100 0.089

制約なし尤度 -394.621

0制約尤度 -438.298

n= 877 877

chi2/F 87.354 *** 13.207 ***

有意水準：　10%"."　5%"*"　1%"**"　0.1%"***"

LP M

墳墓取得を希望

する=1

しない=0

定数項

居住意向

墓守

年齢

年齢^2

P robit

墳墓取得を希望

しない=0

被説明変数 する=1

3世代世帯

夫婦世帯

核家族世帯

係数

(3) (4)

係数 限界効果
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墳墓取得希望の確率が最も高くなることがグラフから分かり、これは先行研究

等のアンケート調査で出た墳墓取得の適齢期とも一致する。  

 

 

図  5 1 年齢と墳墓取得希望の確率グラフ  

 

 そして、2 段階目である逆ミルズ比を説明変数に加えたモデルの推定結果は

表  30 にある。そして、ここでも適当な広さは 0.1%水準で有意である。LPM

であるモデル (6)では逆ミルズ比は有意に出ており、モデル (4)との F 検定の結

果も帰無仮説は棄却され、有意な差が認められた。しかし、プロビットモデル

である(5)では、モデル (3)との尤度比検定では 10%で有意な差は認められたも

のの、逆ミルズ比そのものは有意ではなかった。そもそも、今回の被説明変数

は区画型墳墓を選好するかしないかという 2 項選択モデルであり、LPM では

関数形の前提に齟齬がある。これを考慮するとプロビットモデルの方が信ぴょ

う性は高い。その信ぴょう性の高いプロビットモデルで、逆ミルズ比そのもの

が t 検定では有意はなかったことを考慮すると、階層性は深刻ではない。そこ

で、(2)のプロビットモデルが区画型墳墓選好のモデルとしては最適だと考え

られる。  
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表  3 0 ヘックマンの 2 段階推定モデル ( 2 段階目：区画型墳墓選好モデル )   

 

※決定係数は P r o b i t については P s e u d o  R - s q u a e r d、L P M については自由度修正済み決定係数。  

※限界効果は、連続変数はサンプルの平均回りの効果、ダミー変数は 0 から 1 への変化の効果。  

 

第4節 考察  

 本章では、階層性を考慮したプロビットモデル、LPM を用いて分析を行っ

た。最適なモデルは (2)の階層性のないプロビットモデルであったが、その中

でも適当な広さは限界効果の大きさや、どのモデルの設定においても有意に出

ていたという頑健性の点で非常に重要な要因だと考えられる。なぜ、広さがこ

こまで重要な要因なのだろうか。  

モデル

0.714 *** 0.112 *** 0.146 ***

(0.170) (0.029) (0.030)

0.003 0.001 0.001

(0.003) (0.000) (0.000)

0.257 * 0.040 * 0.037 .

(0.122) (0.019) (0.020)

-0.025 * -0.004 * -0.005 **

(0.011) (0.002) (0.002)

-0.612 . -0.114 -0.137 *

(0.323) (0.071) (0.060)

1.487 0.234 0.935 ***

(0.914) (0.147) (0.166)

-0.680 -0.107 -0.158 *

(0.414) (0.067) (0.074)

R2 0.348 0.272

制約なし尤度 -52.261

0制約尤度 -80.175

n= 175 175

chi2/F 55.829 *** 11.821 ***

chi2/F(逆ミルズ比なし制約) 2.715 . 4.546 *

有意水準：　10%"."　5%"*"　1%"**"　0.1%"***"

夫婦世帯

逆ミルズ比

適当な広さ

適当な価格

希望の使用範囲

年齢

定数項

区画型=1

その他=0

被説明変数

係数 限界効果 係数

(5) (6)

Heckit - Probit Heckit - LPM

墓地の形態

区画型=1

その他=0

墓地の形態
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 考えられるのは、墳墓の広さというのは、死後の住処として墳墓を認識し自

分自身の個人的なスペース、言わば死後の間取りをある程度確保したいという

思いの表れであるということである。日本では、死者の魂が墳墓や仏壇に宿る

と考えられている。「そこに死者が居る」という発想は裏を返せば自分も死後

はそこで「暮らす」ことを指す。つまり、墳墓は死後に暮らす家であり、快適

な間取りを確保したいと、墳墓取得希望者は考えるのかもしれない。  

 一方で懸念すべき希望の使用範囲についてはプロビットモデルでは 5%水準

で有意な結果が出ていたが、その限界効果の大きさは (1)のプロビットモデル

で 1 範囲あたり約 4%程度と 1 ㎡あたり 11.4%の適当な広さと比較すると大き

くはない。  

 これらの結果を考慮すると、永続性を前提としない区画型墳墓にも大きな可

能性があることが分かる。もちろん、希望の使用範囲が有意に影響を持ってい

ることは留意すべきだが、必ずしも永続性は必要ないはずだ。例えば、更新可

能な期限付き制度を持ち込むことで、半永続的に墳墓を利用することができ、

一方で承継者が居なくなると同時に更新がストップされる仕組みを作れば、そ

の区画を新しい取得希望者に提供できる。それよりも「間取り」を考慮するこ

とで墳墓取得希望者のニーズを満たすと同時に持続可能な墓地運営を実現する

ことの方がパレート最適な状態へと近づくはずだ。  
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第8章 無縁化リスクの要因分析  

 第 4 章のケーススタディでは、無縁化に関してケーススタディを行い、そ

の要因についても分析を行った。しかし、これらは実際に無縁化が起きてしま

ったものを事後的に観察したに過ぎない。より望ましいのは、無縁化が起こる

前にその芽を摘んでしまうことである。つまり無縁化がまだリスクの状態であ

る墳墓に対策を講じることが本来望ましい形である。そこで、本章では横浜市

健康福祉局(2013)のアンケート調査を用いて無縁化リスクの要因分析を行う。  

第1節 背景  

 まず、第 4 章のケーススタディから、無縁化そのものではなく、無縁化リ

スクの要因を考えてみると 2 つの要因が導かれる。第 1 に人口移動である。

人口移動により墳墓の継承者がその地域にいなくなってしまうことで無縁化し

てしまう。さらに、現時点で承継者がいたとしてもその承継者が遠く離れたと

ころに住んでいる場合、この墳墓は無縁化リスクにさらされている。  

 第 2 に、管理者の不在である。第 4 章では管理者の居ない共同墓地に多く

の無縁墳墓が集中していた。これはもちろんのことで、管理者が居り墳墓の利

用があるか日々点検がなされていれば無縁化は起きにくくなる。また、管理者

が居たとしても管理費用が掛かっていない、もしくは払っていない様な場合も

無縁化を招きやすい。管理費を徴収する必要が無ければ管理者はどの墳墓が利

用されていて、どの墳墓が利用されていないのか点検するインセンティブは無

いからだ。  

 そして、ケーススタディ以外にも一般的に考えられる要因として、信仰心の

弱まりがある。幾ら遠く離れたところにいたとしても、現代は改葬という方法
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がある。ある程度強い信仰心があれば、自身が管理できるところまで墳墓を改

葬するはずである。以上が、無縁化リスクの要因として考えられる。  

第2節 データとモデル  

 本章では、前章と同様に、横浜市健康福祉局 (2013)の調査票情報を使う。ア

ンケート調査の中には墳墓既取得者に墓に関する不安を聞いた項目がある。こ

の中に「承継者が居ない」という選択肢がありこれを無縁化リスクの代理変数

として被説明変数にする。  

 そして、説明変数には、取得済み墳墓の立地する墓地の種類、所在地域、購

入時期、取得費用、管理費用、墓参りの頻度に関する回答を採用した。さらに、

前章で無縁化リスクの代理変数として導入した年齢、性別、世帯構成も説明変

数として加えている。  

 しかし、墳墓既取得者に墓に関する不安の回答項目の 1 つに「不安はない」

という項目がある。つまり、不安があるか無いかの選択をした後に、もし不安

があるならどんな不安かを選択することになり、質問が 2 段階になってしま

っている。この場合、「不安はない」サンプルを含めてモデルを推定してしま

うと推定値に偏りが出てしまう。だが、これは階層性とは違い、不安が無い人

が具体的な不安の種類を選択できるはずもなく、そもそも想定する母集団が違

うのだ。そこで、今回は単純に不安の有無と承継者に関する不安の有無の 2

つのモデルを別々に推定する Two-part  Model を採用する。さらに、順序尺度

の間隔・比例尺度の変換については前章と同様の処理を行っている。この分析

でも、「わからない、考えていない」と無回答の回答者をサンプルから除外し

ている。  
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 本章でも前章と同様にプロビットモデルと線形確率モデルで係数を推定して

いる。今回は Two-par t モデルであるから、心配の有無に関するモデルと承継

者に対する不安があるかどうかのモデルを推定する。  

 さらに、これも前章と同様で無縁化リスクの要因に関して強力な理論がある

わけではない。そこで、仮説として考えられる変数を全て入れたフルモデルを

先ず推定し、そこから AIC を基準としたステップワイズ法で変数選択を行い、

最も効率的なモデルを選択している。表  31 にフルモデルにおける係数を一覧

にしてある。  

 

表  3 1 フルモデルにおける係数一覧  

 

 

第3節 推定結果と解釈  

 表  32 は墓に関する心配の有無のモデルの推定結果である。係数と限界効果

の正負はプロビットモデルも線形確率モデルも同様の結果となっている。墳墓

のある墓地のタイプは市営墓地、寺院墓地、共同墓地の 3 種類が正に有意と

心配が 将来の心配事

ある=1 38.0% 承継者が居ない=1 49.5%

ない=0 その他=0

取得墳墓形態：寺院 53.9% 取得墳墓形態：寺院 63.4%

取得墳墓形態：市営墓地 12.7% 取得墳墓形態：市営墓地 12.9%

取得墳墓形態：公益法人墓地 19.6% 取得墳墓形態：公益法人墓地 10.8%

取得墳墓形態：共同墓地 8.2% 取得墳墓形態：共同墓地 8.6%

取得墳墓形態：個人墓地 5.7% 取得墳墓形態：個人墓地 4.3%

取得地域(1=市内、2=県内、3=県外) 1.64 取得地域(1=市内、2=県内、3=県外) 1.54

取得時期(年前) 14.73 取得時期(年前) 14.68

取得時期^2 取得時期^2

取得費用(万円) 158.06 取得費用(万円) 175.54

管理費用(万円) 1.03 管理費用(万円) 1.12

参拝頻度(回/年) 3.71 参拝頻度(回/年) 3.54

単身世帯 12.7% 単身世帯 14.0%

夫婦世帯 36.3% 夫婦世帯 39.8%

年齢(歳) 58.20 年齢(歳) 56.56

年齢^2 年齢^2

将来の居住予定あり 83.3% 将来の居住予定あり 80.6%

女性 50.6% 女性 39.8%

平均値/

シェア

平均値/

シェア
変数名

被説明変数

心配の有無に関するモデル 無縁化リスクモデル

説明変数

変数名
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なっている。一般的に市営墓地は廉価であることや宗教的な制約の少なさから

新規取得者にとって人気が高く、不安要素が少ないと思われたが、限界効果や

線形確率モデルの係数も他の 2 種類と比べて大きく出ており、必ずしも安心

とは言えないようだ。  

 また、取得場所は現在の居住地である横浜市を離れれば離れる程、心配事の

出現確率が下がる推定結果となっている。これは、自分の居住地に近いほど、

その墳墓に対する責任も増し、逆に遠くにある墓については他の親族の責任を

持っているからと考えられる。  

 さらに、取得価格は高ければ高いほど心配事の出現率が上がる。これは墳墓

に対するサンクコスト的発想であり、高い買い物であればあるほど心配事が増

える人情を表している。  

 そして、参拝頻度については多ければ多いほど、心配事の出現確率が下がる

結果となっているが、これも直観と整合的である。たくさん参拝している、も

しくは出来るのだから管理も行き届き心配も少ないだろう。  

 女性については負に有意であるが、これも責任の所在によるものと思われる。

墳墓の責任は基本的に世帯主である男性や長男にかかるものであるため、女性

は責任を感じる必要がないケースが多いのである。  

 世帯構成については単身世帯が 10%で有意であり、ケーススタディや直観

と整合的な結果である。独身の人ほど、後継者等墓に関する心配は多くなるは

ずだ。  
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表  3 2 心配の有無に関するモデル

 

※決定係数は P r o b i t については P s e u d o  R - s q u a e r d、L P M については自由度修正済み決定係数。  

※限界効果は、連続変数はサンプルの平均回りの効果、ダミー変数は 0 から 1 への変化の効果。  

  

 年齢については 2 乗項だけが採用される結果となり、基本的には年齢が上

がれば上がるほど心配を持つ確率は下がっていくようだ。しかし、これも直観

的な理解が難しいため鉾の変数をサンプル平均に固定した上での年齢と心配を

持つ確率の関係をグラフにした (図  52)。20 代から 30 代後半にかけて緩やか

に確率は上昇し、その後 80 歳ごろをめがけて弧を描く様なグラフになってい

る。年齢が上昇すれば心配事も増えるように思えるが、ある程度の年齢に達し

モデル

0.658 * 0.257 * 0.209 .

(0.314) (0.121) (0.107)

0.631 ** 0.237 ** 0.201 **

(0.221) (0.083) (0.073)

0.629 . 0.246 . 0.202 .

(0.348) (0.135) (0.120)

-0.212 . -0.080 . -0.071 .

(0.108) (0.041) (0.037)

0.002 * 0.001 * 0.001 *

(0.001) (0.000) (0.000)

-0.144 ** -0.054 * -0.049 *

(0.056) (0.021) (0.019)

-0.00016 * -0.00006 * -0.00005 *

(0.000) (0.000) (0.000)

-0.392 * -0.148 * -0.139 *

(0.176) (0.066) (0.062)

0.537 . 0.210 . 0.172 .

(0.281) (0.110) (0.096)

0.308 0.117 0.096

(0.203) (0.077) (0.070)

0.205 0.077 0.575 ***

(0.457) (0.172) (0.158)

R2 0.102 0.088

制約なし尤度 -146.083

セロ制約尤度 -162.647

n= 245 245

chi2/F 33.127 *** 3.343 ***

有意水準：　10%"."　5%"*"　1%"**"　0.1%"***"

(1) (2)

ある=1

ない=0

夫婦世帯

Probit

係数 限界効果 係数

定数項

女性

年齢^2

単身世帯

LPM

心配が

ある=1

ない=0

参拝頻度

共同墓地

取得場所

心配が

市営墓地

寺院墓地

取得価格

被説明変数
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た市民は、既に心配事を解決済みだと考えられる。また、成人した子息などが

居る場合、墓に関する責任は彼らへと移るため、心配事も彼らに移るのである。  

 

 
図  5 2 年齢と心配の有無の確率グラフ  

 

 次に無縁化リスクモデルである (表  33)。地方部では共同墓地に無縁化が集

中していたが、リスクの場合、墓地の種類で変数に採用されたのは寺院墓地の

みとなっている。この理由は、今回の分析対象が無縁化そのものではなく無縁

化リスクという点にある。寺院墓地は基本的には永続性を前提にする一方で、

改葬を認めないケースも多い。こういった状況に立たされた墳墓利用者はもち

ろん無縁化リスクにさらされる。一方で、共同墓地や市営墓地は改葬を禁止す

るようなことはなく、対策がとれるという点で無縁化リスクが低くなるのであ

る。  

 また、墓地の取得場所については横浜市から遠くに行くほど、無縁化リスク

が下がる推定結果となっている。これは、心配事の有無の時と同様の解釈がで

きる。  
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表  3 3 無縁化リスクモデル

 

※決定係数は P r o b i t については P s e u d o  R - s q u a e r d、L P M については自由度修正済み決定係数。  

※限界効果は、連続変数はサンプルの平均回りの効果、ダミー変数は 0 から 1 への変化の効果。  

 

 また、取得時期は 2 乗項も正に有意に出ている。単純に解釈すれば極端に

最近か極端に過去に取得した墳墓ほど無縁化リスクの可能性が高くなるという

ことである。直観的には最近取得した墳墓ほど無縁化リスクは低く、古い墳墓

ほど高くなるはずだ。しかし、これも直感的に限界効果を解釈するのは難しい

ため、取得時期と無縁化リスクの確率の関係をグラフにした (図  53)。係数や

限界効果だけ見れば、下に凸の 2 次関数のグラフが想起されるが、4 次関数の

様な形状になっている。ちょうど平均値付近で、グラフはくぼんでおり、他の

モデル

0.613 . 0.244 . 0.156

(0.356) (0.142) (0.112)

-0.352 . -0.141 . -0.095

(0.197) (0.079) (0.066)

-0.316 * -0.126 * -0.088 .

(0.152) (0.061) (0.051)

0.013 * 0.005 * 0.004 .

(0.006) (0.002) (0.002)

0.219 * 0.087 * 0.047

(0.101) (0.040) (0.028)

-0.002 * -0.001 * 0.000

(0.001) (0.000) (0.000)

0.520 0.207 0.128

(0.320) (0.128) (0.105)

1.677 ** 0.520 *** 0.427 **

(0.541) (0.100) (0.150)

-3.776 -1.506 -0.156

(2.709) (1.080) (0.801)

R2 0.184 0.114

制約なし尤度 -52.596

ゼロ制約尤度 -64.457

n= 93 93

chi2/F 23.722 ** 2.311 **

有意水準：　10%"."　5%"*"　1%"**"　0.1%"***"

(4)(3)

Probit

係数 限界効果 係数

被説明変数

年齢^2

女性

単身世帯

定数項

年齢

LPM

将来の心配事

承継者が居ない=1

その他=0

将来の心配事

承継者が居ない=1

その他=0

取得時期

寺院墓地

取得場所

取得時期^2
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変数との関係で関数形が変化しており、あくまでサンプルの平均付近で下に凸

の 2 次関数の関係性があることを意味している。  

 さらに、他の説明変数が変化した時の関数形の変化を見てみる。他の説明変

数をそれぞれの四分位点で固定したときのそれぞれの取得時期と無縁化リスク

の確率をプロットしたのが図  54 である。他の説明変数が最小値と最大値以外

の関数形は類似しており、5 年前付近と 20 年前付近で無縁化リスクの確率の

ピークとなっている。これは、アンケート調査のデザインの影響であると考え

られる。「承継者が居ない」以外の回答は「管理料が高い」や「寺院や教会の

将来」などの取得したてでは持つはずのない心配事で構成されている。このた

め、取得したてでは「心配ない」か、あったとしても「承継者がいない」しか

選択できない。また確率のピークの具体的な位置については、今回、最小値は

5 年前、最大値は 21 年前となるように変数を設定しているためだと考えられ

る。いずれにしても、他の条件が極端でない限りは、古い墳墓だけでなく、比

較的新しい墳墓も無縁化リスクの確率を押し上げていることが分かる。  

 

 

図  5 3 取得時期と無縁化リスクの確率グラフ①  
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図  5 4 取得時期と無縁化リスクの確率グラフ②  

  

 年齢についても、2 乗項が有意に出ており、直感的に解釈するのが難しいた

め、他の変数をサンプル平均で固定した時の無縁化リスクの確率と年齢の関係

を図  55 にプロットした。これも、心配の有無の際と同様で責任の所在が影響

しているものと思われ、45~65 歳において最も無縁化リスクの確率が高くなっ

ている。しかし、心配の有無の時と決定的に違うのは、若年層でも確率が著し

く低いことである。若年層では他の心配事がある様だ。最後に有意に出ている

のは、単身世帯である。やはり後継者の居ない世帯ほど無縁化リスクに直面し

ている様だ。  
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図  5 5 年齢と無縁化リスクの確率グラフ  

  

第4節 考察  

 本章の分析で無縁改葬・期限付き制度を導入するにあたって重要なことは、

2 点ある。第 1 に寺院墓地が無縁化リスクの確率を押し上げていることである。

地方部では、管理者の居ない共同墓地に無縁墳墓が集中していたが、リスクの

点では寺院墓地という属性がその確率を押し上げていることが分かった。寺院

墓地は、永続性を前提としているところが殆どである一方、寺院側が改葬を認

めないケースもある。こういった状況では、無縁化への対策がないことから無

縁化リスクがあがるのである。つまり、管理がきちんとなされている墓地であ

ったとしても、永続利用を前提にする限り無縁化リスクは常に存在するという

ことである。  

 第 2 に必ずしも、古い墳墓だけが無縁化リスクにさらされているわけでは

ない。比較的新しい墳墓にも無縁化リスクは存在していることが分析から分か

った。才本(2014)も捨てられた墓石の中に非常に新しいものが含まれており無



122 

 

縁化リスクを抱えたまま、もしくは気づかないまま新しい墳墓を建立し、無縁

化してしまうケースを報告している。  

 以上 2 点を踏まえると、無縁化ではなく無縁化リスクは一般的に考えられ

ているような場所・属性以外にも存在しているということである。きちんと管

理がなされている墓地でも永続利用前提にする限り無縁化リスクはついて回る

し、無縁化リスクを孕んだ状態で新規の墓地を取得してしまう人もいるのであ

る。  
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第5部 結論  

第9章 分析・考察の総括  

 第 5 部では、今までの検証・分析を踏まえ、墓地問題に対しての政策提言

を行う。もちろん、今回は幾つかの具体的な事例を選択して研究を行ったため、

全ての都市へ安易に一般化するのには注意が必要だ。しかし、本論文では事例

を通して墓地問題の本質的な部分をあぶりだすことができた。そして、提言も

その本質に関わる。よって、他の都市に適用する際にも多少工夫を加えるだけ

で応用できるはずである。実際、浦川他 (2015)は公営墓地に限ってだか、区画

の再利用を主張しており、その根拠も公用地の不足、周辺住民の反発、区画型

墳墓への需要者の強い選好等である。そして、これらの主張を導いた根拠は全

国調査である。彼らの主張と根拠は、本論文と一致するところも多く全国への

応用、一般化の可能性は高いはずだ。  

 本論文では、0、第 2 部で、無縁改葬と期限付き制度が日本の墳墓不足に有

効であることを導き、第 3 部、第 4 部でこれらの制度に関わる分析をしてき

た。表  34 では、第 3 部、第 4 部での考察を列挙してある。これらの考察を踏

まえて取るべき政策について整理してみよう。  

 

表  3 4 考察一覧  

 

 

①先ずは無縁改葬を積極的に行い、漸次的に期限付き制度を導入すべき。

②責任の所在の明瞭化のために調査をすべき。

③墓地行政は高度に専門的かつ長期的視点が必要。

④宗教や歴史的背景を考慮した形で改葬と期限付き制度を導入すべき。

⑤永続性を前提としない区画型墳墓に大きな可能性。

⑥永続利用を前提とする墓地にこそ、無縁化リスクは潜む。

⑦新しい墳墓にも無縁化リスクは存在。

第7章

第8章

第5章

第6章
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 これらの考察は以下の様にまとめられる。まず、調査を行い責任の所在を明

瞭にし(②)、墓地行政を専門的かつ長期的に対応できるようにし (③)、無縁改

葬を積極的に行い、漸次的に期限付き制度を導入すべきである (① )。そして、

留意点としては宗教的な側面と歴史を考慮し (④)、永続利用の前提は廃すが、

区画型という形式は保持する (⑤，⑥)。そして、新しい墳墓にも無縁化リスク

は存在するため、早急に手を打つ必要がある (⑦)。  

 分析の考察は以上の様に整理できるが、まだ具体性に欠ける。いくら、無縁

改葬や期限付き制度を政策的に宣伝したところで、民間事業主体や市民は効果

的に動かない。そもそも、なぜ、無縁改葬が進まないのかに立ち戻る必要があ

る。第 4 章のケーススタディの考察に答えはある。  

 第 4 章のケーススタディは、無縁改葬が進まない理由について、以下の 2

点を挙げた。第 1 に、民間事業主体にとって時間的・金銭的に高コストであ

ることである。第 2 に、調査の欠如による訴訟や墳墓の権利関係など墓埋法

で抜け・漏れが出ている部分が改葬のリスクをあげ、そのヘッジにかかるコス

トがかかっていることである。つまり、現状は無縁改葬が進まない制度設計に

なっており、これをスムーズに行えるようにすることで無縁改葬を促進するこ

とができるのだ。  

 よって、政策提言は 2 段階に分かれる。第 1 に、政策の失敗への対応であ

る。政策の失敗に関しては、直接的に無縁改葬や期限付き制度の導入に関与す

るというよりは、これらの政策を導入するにあたって弊害となる様な土壌を改

善し、よりスムーズに導入できる状態を作ることを目標とする。  

 第 2 に、実際に無縁改葬と期限付き制度を導入するためのスムーズな改葬

システムの構築である。このシステムは直接的に、無縁改葬と期限付き制度の
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活用を促進するもので、本論文の本丸といえる。以下で、より具体的な施策を

提案する。  

  



126 

 

第10章 政策の失敗への対応  

 本章は、政策提言の第 1 段階である。政策の失敗は、第 6 章のイギリスの

事例でも見たとおり墓地問題、墓行政全体の在り方に関する問題である。この

あり方を考え直さなければ、無縁改葬も期限付き制度の導入もただの対処療法

に終わってしまう。以下で政策の失敗への対応について具体的な施策を提案す

る。  

第1節 墓地調査の実施  

 第 1 に、墓地調査の実施と利用者台帳の整備である。日本では墓地の存在

や所有者、管理・運営者、個々の墳墓の利用者等に関する現状把握が出来てい

ないため、監督責任の所在が不明瞭になっている。そこで、先ずはこれらの調

査を各市で行い、その存在や、所有者、管理・運営者、各墳墓の管理者などを

明確化した上で、その責任を分配していくのが望ましい。そして台帳を整備す

ることで、定期的に調査を実施し、現状把握が出来るようにすることが大切で

ある。  

 もちろん、現状の法律では責任を分配しきれないケースも出てくるだろうし、

そもそも所有者、管理・運営者などが不明である墓地もたくさんあるだろう。

しかし、そういった墓地の存在を先ずは把握することが大切である。隅田

(2014)が述べたとおり、「わからないということが分かる」ことが大きな 1 歩

となる。  
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第2節 墓地行政の広域化  

 第 2 に、墓地行政の広域化である。これは、墓地行政の専門性に対応する

ための施策である。なぜ、広域化が墓地行政の専門性に対応できるのか。理由

は 2 点ある。第 1 に、新しく法人を設立するタイプの広域化であれば、自治

体の人事からの影響を抑え専門的な人材を育成できる。自治体ではジョブロー

テーション等で墓地に関する専門知識が蓄積される前に異動となってしまう。

そして、墓地行政は他の行政よりも長期的な視点に立って行われなければなら

ず、その他の行政の人事のサイクルとはマッチしない。そこで、法人格を持っ

た団体を別に設立することで、自治体の人事サイクルから切り離し、専門性と

長期的視点を持った人材を育成できるのである。  

 第 2 に、現状の市による専門性の濃淡を平準化できる。横浜市の様に墓地

問題に関して先進的に取り組み、専門性を蓄積している市もある中で、人吉市

の様にやっと調査を始めた様な市も存在するのが、今の日本の墓地行政の現状

である。墓地問題は緊急性を要することは前部までで明らかになったことであ

る。いち早く全ての自治体で専門性の高い墓地行政を行うには、先進的な自治

体の知見を共有することが不可欠である。  

 以上が、広域化が専門性に対応できる理由だが、専門性以外にも広域化を行

うメリットはある。まず、現在の墳墓需給は自治体の枠を超えている。民営の

墓地は市外・県外からの墳墓取得も自由である。実際、東京都などの都市部の

住民が埼玉県や千葉県などの周辺自治体にある墳墓を取得するケースも増えて

いる。これは、墳墓需給がひっ迫している自治体の需要を墳墓の需給に余裕の

ある自治体の供給で平準化していることになる。行政側もこういった自治体の

枠を超えた需給の平準化を考慮して墓地の新設等の認可を行えばより効率的で
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ある。また、スケールメリットが生じる様な事業は金銭面で効率化が出来、莫

大な固定費を要する事業は固定費の負担を分担することができる。この様に財

政面の効率化もできるのだ。  

 しかし、広域化にも様々な手段がある。具体的にどの様な広域化の手段を用

いたら良いのだろうか。先述の広域化による、専門性、長期性、広域調整力、

財政効率性の 4 点のメリットを期待される効果と考え、既存の広域化手段と

の対応をまとめたものが表  35 である。その仕組み上効果が期待できるものに

は〇、部分的・限定的に期待できるものは△、期待できないものは空欄となっ

ている。財政効率性は、何らかの形で比較優位のある自治体がそうでない自治

体の役割を肩代わりする、もしくは広域自治体全体として効率的な調整が図ら

れるものとして全てに〇を付与している。以下、個々の手段をみていく。  

 

表  3 5 広域化の手段と期待される効果

 

出典：総務省「広域連携の仕組みと運用について」

h t t p : / / w w w . s o u mu . g o . j p / m a i n _ c o n t e n t / 0 0 0 1 9 6 0 8 0 . p d f  を参考に筆者作成  

 

まず、連携契約は、各自治体が相対契約を結ぶことで行われる広域化である。

あくまで、新しい法人格を作るわけではなく、今までの墓地行政の延長上で行

われる。その点で、専門性を持った自治体と契約を結べば専門性は担保される

という意味で専門性は△、自治体からの人事サイクルの影響は受けるため長期

性は空欄となっている。広域調整力についても、相対契約であるため包括的に

なりにくいことを考慮し△としている。  

専門性 長期性 広域調整力 財政効率性

連携契約 △ △ 〇

協議会 △ 〇 〇

事務の委託/代替執行 △ 〇

一部事務組合 △ △ 〇

広域連合 △ △ 〇 〇

http://www.soumu.go.jp/main_content/000196080.pdf
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 協議会では 3 2、新規法人を作らずに複数の自治体で管理執行、連絡調整、計

画作成を行う。協議会においても、連携契約と同様の理由で専門性は△、長期

性はなしとなっている。広域調整力については複数の自治体による包括的な計

画策定などが期待できるため〇としている。  

 次に、事務の委託 /代替執行 3 3である。事務の委託 /代替執行はその名の通り

一定の事務を他の自治体に委託して代替執行してもらう仕組みである。これに

ついても連携契約、協議会と同様の理由で専門性は△で、長期性は空欄という

分類になっている。単なる委託のため、広域調整力も空欄である。  

 一部事務組合と広域連合は非常に似ているため、まとめて説明させてもらう。

この 2 つの手段は、新しく法人を作りその法人に事務の責任や権限を持たせ

る。そのため、独自に資産やの保有や人員の配置が可能となっている。一部事

務組合と広域連合で大きく異なるのは、広域連合が国からの権限移譲を行うこ

とができること、そして、より総合的な計画を立てる機能を有していることで

ある。どちらとも、独自の人員を持つということから専門性があり、他行政の

人事サイクルからは切り離すことができるように思うが、単一の事務・事業を

執り行う一部事務組合や広域連合は少なく、他の事務から完全に切り離すのは

不可能である。つまり、その効果も限定的と考え△にしてある。広域調整力に

関しては総合的な計画を立てる機能を有するということで、広域連合に〇を付

与した。  

                                                      

3 2
 協議会と類似の手法として、機関等の共同設置という手段もある。しかし、これは

実行面というよりは管理や審査において使われる手段であり、墓地行政にはそぐわな

いものと考え省略している。  

3 3
 事務の委託と事務の代替執行は本来別の手段である。しかし、その違いは事務の権

限と責任が委託側にあるか受託側にあるかということである。これは、今回の分析で

は考慮する必要のない点であるため 2 つの手段をまとめた。  
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 また、墓地行政の側も内容によって必要とする広域化の効果は変わってくる。

そこで、墓地行政を相談・コンサルテーション、公園墓地の新設 /運営、民営

墓地の新設許可 /監督の 3 点に分けて必要な効果との対応を整理した。この整

理が、表  36 である。  

 

表  3 6 墓地行政の種類と必要とする広域化の効果  

 

 

相談・コンサルテーションとは、後述する様な無縁墳墓に関する相談窓口等

の知見の提供等が当てはまる。こういったソフト面が中心の事業は、特に専門

性と長期的な視点が必要である。しかし、広域的に調整する必要性はなく、財

政的なスケールメリットもないと考えられる。  

そして、公営墓地の新設 /運営は、運営に関しては専門性を必要とするが、

新設に関しては普通の土木工事と似たりよったりの内容であるため△となって

いる。また、広域調整力にも△がついているが、公営墓地はその新設数が非常

に少なく、調整の自由度が低いため必要性も部分的と考えた。長期性について

はもちろんのこと、固定費がかさむため、財政的効率性も〇である。  

民営墓地の新設許可 /監督もどちらかと言えばソフト面の事業であるため、

専門性と長期性が必要とされる他、墳墓需給が行政区域の境界を越えているこ

とを考慮すれば広域調整力ももちろん必要である。  

 では、実際にどの墓地行政にどの広域化がマッチするのか、考えてみたい。

今回は〇に 2、△に 1、空欄に 0 というポイントを付与し、期待される効果の

ポイントと必要とする効果のポイントの積の和を各広域化の手段と各墓地行政

専門性 長期性 広域調整力 財政効率性

相談・コンサルテーション 〇 〇

公営墓地新設/運営 △ 〇 △ 〇

民営墓地の新設許可/監督 〇 〇 〇
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の親和性の指標とする。この結果が表  37 である 3 4。全てにおいて、広域連合

の親和性が高いという結果になっており、相談・コンサルテーションにおいて

は一部事務組合も有効な様だ。  

 

表  3 7 広域化手段と墓地行政の親和性  

 

 

しかし、この結論を全ての自治体やケースに一般化するのは危険である。な

ぜなら、広域連合や一部事務組合はその設立手続が煩雑で各自治体の合意形成

に手間がかかるなどハードルが高い。であれば、公営墓地新設 /運営に関して

は次善の策として、より簡便な方法である連携契約を取るといった選択もある

だろう。  

また、地域によって重視したいメリットも変わるはずだ。例えば、都市圏と

その周辺では広域調整力に大きな必要性がある一方で、最近になって墓地の権

限移譲を受けた様な地方部では専門性に課題があるはずだ。つまり、理想とし

ては広域連合による広域化が望ましいが、実務上の問題やその地域の特性を踏

まえた広域化が必要なのである。  

 そこで、参考として実際に墓地行政がどの様な手段の広域化で行われている

かデータを見てみよう。表  38 は、墓地行政における広域化の状況である。ほ

とんどが一部事務組合の手法を取っていることが分かる。そして、その事務の

内容を調べると、すべて公営墓地新設 /運営であることが分かった。比較的小

                                                      

3 4
 表  37 の結果はあくまで相対的な数字である。そのため、同じ行・列の指標以外の

比較は意味がないことに注意が必要だ。  

連携契約 協議会 事務の委託/代替執行 一部事務組合 広域連合

相談・コンサルテーション 2 2 2 4 4

公営墓地新設/運営 6 7 5 7 9

民営墓地の新設許可/監督 4 2 4 8
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規模な市町村が多いため、市町村同士の状況の差異は少なく、広域調整力より

は財政効率性を期待した広域化が多いと考えられる。しかし、稲城・府中墓園

組合は「市街化されていない未利用地を多く持つ地方公共団体と、多くの市民

を抱え、用地の少ない地方公共団体の市営墓地提供共同事業」 (浦川他 ,  2014)

であり、状況の異なる 2 市間で広域調整力が発揮されている好例と言える。  

  

表  3 8 墓地行政の広域化の状況

 

出所：総務省「地方公共団体の共同処理の状況調 (平成 2 6 年 7 月 1 日現在 )」 

h t t p : / / w w w . s o u mu . g o . j p / ko u i k i / ko u i k i . h t ml、総務省「広域連合の設置状況 (平成 2 7 年 4 月 1 日

現在）」 h t t p : / / w w w . s o u mu . g o . j p / ma i n _ c o n t e n t / 0 0 0 2 8 6 5 8 5 . p d f より筆者作成  

 

また、墓地行政に関わる広域連合は 2 つある。1 つは福井県のあわら市、坂

井市で構成される坂井地区広域連合で公営墓地の運営を行っている。そして、

もう 1 つは、熊本県の旧菊池郡 8 市町村で構成される菊池広域連合で、遺体

安置所と併設の無縁仏納骨堂の設置と運営を行っている。坂井地区広域連合の

実態は一部事務組合と大きな差異はないが、菊池広域連合では広域調整力が発

揮されている。菊池広域連合 (2012)によれば、構成市町村には元来遺体安置所

がなく事件性の無い場合でも自治体で安置すべき遺体は警察の施設を利用して

いた。そんな中、高齢化に伴い無縁仏や無縁焼骨が増加することが予想され、

独自の安置施設・納骨堂を設置する必要が出てきた。構成自治体間の協議によ

り個別で施設を用意するよりも連合で用意した方が効率的であることから菊池

広域連合で無縁仏納骨堂が設置・運営される運びとなったのである。この例で

設置数 処理団体数 設置数 処理団体数 設置数 処理団体数

0 0 0 0 0 0

設置数 処理団体数 設置数 処理団体数 設置数 処理団体数

0 0 10 28 2 10

協議会 機関等の共同設置

事務の委託 /代替執行 一部事務組合 広域連合

連携協約

http://www.soumu.go.jp/kouiki/kouiki.html


133 

 

は、まさに広域連合による広域調整力が「協議」という形で発揮されており、

ここに一部事務組合との違いがある。   
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第11章 スムーズな無縁改葬システムの構築  

 本章では、政策提言の第 2 段階であるスムーズな改葬システムの構築につ

いて説明する。また、前章で述べた墓地行政の広域化とセットで行うことでこ

のシステムはよりスムーズに動くようになる。以下が説明である。  

第1節 条例による「無縁化」の明確化  

 まず、条例によって「無縁化」の定義を明確化する。墓埋法では最低限の手

続きが取られた墳墓・区画を法的に無縁化したことにしているが、これだけで

は十分とはいえない。そこで条例で 2 つのことを規定し、無縁化をより明確

化することで訴訟や紛争のリスクを減らす。  

 第 1 に調査義務である。墳墓の権利者との訴訟で争点になるのが調査義務

である。墓埋法に則した方法で無縁改葬を行っても参拝の形跡など明らかに使

用が認められるケースは調査義務を怠ったとみなされる。この場合、墓地管理

者側が敗訴している (共同通信 ,  2014)。しかしながら、墓埋法では調査義務の

規定はない。そこで、条例で改葬の際の墓地管理者側の調査義務を規定し、調

査が遂行された上で利用の形跡等が見つからなかった場合に初めて無縁化を定

義できるようにする。  

 第 2 に墳墓と区画に関する使用権についても条例で明確に規定する。神奈

川県川崎市では墳墓・区画を購入する際の約款の内容を条例と規則で規定して

いる。具体的な内容は表  39 にある通りである。こうすることで墓地側と利用

者側の権利と責任を明確化している。お互いの権利と責任が明確化されること

で、改葬する権利・されない権利も明確化することができる。  
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表  3 9 墓地使用契約約款の内容の基準 (川崎市 )  

 

出所：川崎市墓地等の経営許可に関する条例施行規則 別表 (第 7 条関係 ) より引用  

 

第2節 再利用区画リストの作成・マッチング  

 次の施策は、再利用区画リストの作成とマッチングである。事業者にとって

はせっかく改葬した区画が売れないということは避けたい。しかし、他人が使

用していた区画を利用することを心理的に受け入れられない人も多く、潜在的

な需要者に届く様な広告やマーケティングを個々の事業者だけで打つのは難し

い。そこで、自治体が再利用できる墳墓をリスト化しまとめて広報する。しか
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し、このリストへの登録は無償では受け付けない。このリストに登録したい事

業者は、自治体が規定する特別価格で区画・墳墓を提供しなくてはならないこ

とにする。  

 この施策のメリットは 2 つである。第 1 に、民間事業者は宣伝・広告費用

を低く抑えることができる。先述の通り自治体側がリストをまとめて公開する

ので規模の経済性が働く。もちろん、自治体が利用者を募る際にもコストはか

かるので、その費用は事業者から徴収することになる。しかし、自治体がまと

めて広報すればよいので、個々の事業者がバラバラに広報するよりも効率が良

い。  

 第 2 に、自治体側に情報の優位性がある。自治体は公営墓地の応募者のデ

ータを持っている。こういった人たちは低コストの墳墓・区画を求めているケ

ースが多く、再利用区画でも安価ならば構わないという人々の可能性が高い。

つまり、自治体は効率的に再利用区画と取得希望者のマッチングを行うことが

できるのだ。そして、この施策は広域化によって行われることが望ましい。な

ぜなら規模の経済性と自治体間の需給の平準化、つまり広域調整力が発揮され

るからだ。  

第3節 公営大規模合葬施設の設置  

 改葬が進まない理由の 1 つに、改葬先の合葬施設を持たない民営事業者が

数多くあることが考えられる。墓埋法に従えば、改葬先が確保できなければ無

縁墳墓の改葬の許可は下りない 3 5。そこで、合葬墓を持たない民営事業者が改

葬を行う際の選択肢としては他の墓地の合葬施設を利用するか、自前の合葬施

                                                      

3 5
 無縁墳墓に限らず、改葬には改葬先の許可が必要である。  
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設を建設することになる。しかし、横浜市の事例からわかるとおり永代供養を

前提とした墓地は数が少なく、こういった墓地が他の墓地の無縁化遺骨を受け

入れる余裕があるとは思えない。また、自前で合葬施設を用意するにしても建

設費用がかかる。さらに、無縁墳墓は短期的にはコストとして認識しづらく、

莫大な初期費用を考えたとき、とりあえず現状のまま放置してしまう可能性が

高い。  

 横浜市もこの問題については認識しており、横浜墓地条例の第 10 条の構造

設備基準では合葬墓の設置について触れている。しかし、ここでは「努める」

こととし、合葬墓の重要性に触れつつも義務化するまでは至っていないのが現

状だ。  

 そこで、本論文で提案したいのは大規模な合葬施設を自治体が建設し、民営

墓地の無縁墳墓の受け入れ先とする施策である。先ず、自治体が大規模な合葬

専用の施設を作る。そこに、民営墓地で無縁化処理の済んだ遺骨を受け入れて

いくのだ。無縁化処理後の遺骨の保管方法や期間については墓埋法では規定が

ないため、条例等で新たに規定する。本論文では望ましい保管方法や期間に関

しては検討ができていないため、具体的な内容は言えない。しかし、より多く

の遺骨を収容する一方で墳墓・遺骨の権利者を配慮すると一定期間は遺骨の一

部を個人が特定できる形で保管し、その期間が過ぎれば他の遺骨と一緒にして

土に帰してしまう様な形態になるだろう。  

 もちろん、無料で遺骨を受け入れてしまうと自前で合葬施設を用意している

墓地と著しい不公平が生じてしまう。よって、遺骨を受け入れる際にはある程

度の料金を徴収することとする。これについても検討がまだ進んでいないため、

具体的に何円にするのか、どういった名目で料金を徴収するのかということに
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は言及できない。しかし、料金水準としては改葬をためらわない程度で、自前

の合葬施設にかかる可変費用とかけ離れ過ぎない水準になるはずだ。  

 では、この施策を行政側がとる意味は何だろうか。これには 2 つの意味が

ある。第 1 に墓地に重要な永続性を担保できる。区画・墳墓が改葬されたと

しても遺骨や魂は誰かの手によって永遠に祀られる必要がある。改葬が許され

るのはあくまで、改葬先で永遠に祀られることが保証されているからである。

墓埋法で改葬の必要条件として改葬先の確保があるのもこういった理由の筈だ。

その点で、自治体はどの法人よりも永続性が高い。最終的に行政の管理になる

ことが分かれば、改葬後の不安を低減できるだろう。  

 第 2 に規模の経済が働く。個々の墓地がそれぞれに合葬施設を建設するよ

りは、自治体が一括で大規模な施設を用意する方が建設費用は少なく済むはず

だ。また、民営主体が固定費用を負担する必要がなくなるのでその分改葬のコ

ストは下がる。さらに、周辺住民とのコンフリクトも規模の経済により低減で

きる。個々の墓地がそれぞれ合葬施設を建設するより、自治体が一か所 (多く

とも数か所)の合葬施設を用意した方が合意形成に関わる人数が圧倒的に少な

くて済む。  

 しかし、財政力が足りず、もしくは用地が足りないなど、大規模な合葬施設

を自前で用意できない様な自治体もあるはずである。そこで、広域化自治体が

一括して合葬施設を建設できればこういった問題も解消する。もちろん自治体

間でこれらの費用をどの様に負担するかという話はあるが、遺骨の出自が多い

自治体が多く費用負担をすることや場所を提供した自治体の費用負担を軽減す

るなど、平等性を担保したうえでの制度設計は可能なはずである。  
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実際、菊池広域連合では既に無縁化した遺骨を受け入れる納骨堂が用意され

ていることは先述の通りであり、公営墓地運営では一部事務組合でかなりの実

績があり実行可能性は高いはずだ。  

第4節 無縁墳墓改葬の相談窓口の設置  

 無縁墳墓の改葬に関する条例施行は訴訟リスクの低減にはつながるものの、

改葬のコスト自体は高くなってしまう。無縁墳墓の改葬を規制するだけでなく

補助する施策も必要だ。そこで、無縁墳墓改葬の相談窓口を設置する。昨今、

その専門知識を生かして無縁墳墓の改葬を代行・コンサルテーションをする行

政書士や弁護士が出てきている。訴訟リスクを最小化したいときにはやはり専

門家の意見が必要なのである。この施策では、手続き自体は代行しないものの

自治体側の知見やアドバイスを事業者に提供することで改葬のコストを減らす。  

 この施策を自治体が行う意味は 2 つある。第 1 に行政書士などの専門家を

必要とせず、手続きの代行ではなく、窓口での相談に特化するためコストが低

くなる。無縁墳墓の改葬には法律が関わってくるため、先述の通り行政書士や

弁護士などがコンサルテーションを行う場合も多い。しかし、自治体側も墓埋

法や条例を運用している側であり、助言は可能である。さらに、あくまで窓口

での相談に徹し、手続きそのものは事業者側にやってもらうので書類作成等の

コストも自治体側にはかからない。  

 第 2 に自治体には情報の優位性がある。自治体には墓地に関する苦情が数

多く寄せられており、何を留意すればよいのかということに関しては誰よりも

情報を持っている。例えば、無縁墳墓の改葬の訴訟で問題となるのは「調査義

務」である。墓埋法で定められた手続きを取ったとしてもそこに明らかな使用

の形跡があれば、その墳墓は無縁墳墓とは言えない。しかし、管理料の滞納等
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の理由できちんとした調査をせず、無縁化の手続きをとってしまい訴訟が起き

るというケースが多い。そこで、鹿児島市では調査を手厚く行い、元木 (2009)

でも改葬許可から実行までの間も看板等による周知を行う等、きめ細かい配慮

ができている。これは、日頃から墓地に関する市民の不満を聞いている自治体

だから出来る配慮である。そして、この施策も広域化により知見が広く共有・

蓄積されることでその効果が増すだろう。  

第5節 期限付き制度の導入  

 最後に、期限付き制度の導入である。期限付き制度は墓地の持続可能性を担

保するうえで欠かせない制度であることはシミュレーションや海外のケースス

タディで分かったことである。さらに、永続性を前提とする墓地では無縁化リ

スクが高くなることもミクロデータ分析から分かっており、これに対応する必

要がある。一方で、歴史的・宗教的観点から考えるとこの制度は、すぐに日本

人に広く受け入れられるものではない。  

 そこで、本論文で提案したいのは、更新可能な期限付き制度を新規取得墳墓

に義務付け、条例で定められた契約の条項に加えることである。そして、既に

取得済みの墳墓に関しては、ほとんどが永続利用を前提にして取得されている

ことを踏まえ、期限付き制度は適用せず、無縁改葬で再利用していくこととす

る。  
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第12章 結論  

 以上 7 点の施策によって、政策の失敗を解消し、改葬と無縁区画の再利用

の好循環を生むことができるはずだ。これらの施策によって構築される一連の

流れを図  56、図  57 に示した。まず、条例による無縁化の明確化・調査の徹

底、相談窓口によるコンサルテーションにより改葬そのものがスムーズになる。

そして、再利用区画リストとマッチング、公営合葬墓の存在が自治体全体とし

ての改葬から再利用までの好循環を作り出す。さらに、これらの施策は広域化

とセットで行うことで効果が増す。例えば大規模合葬施設は財政効率が高まる

し、相談窓口による知見・アドバイスの提供でより高い専門性が発揮できるよ

うになる。  
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図  5 6 スムーズな改葬システム  

※墳墓全体に関わる部分は青色、墓石に関わる部分は灰色、遺骨に関わる部分は緑色、区画に関わる部

分は茶色で示した。  

 

 

事業者取得希望者 自治体

条例に基づいた調査

条例による権利関係の明確な契約締結

墳墓需要

無縁化？

無縁化確定？

墓埋法による手続き

無縁化確定？

無縁化の確定と改葬許可申請

改葬実行

遺骨を大規模合葬簿へ改葬

区画整備
再利用区画リスト

登録・マッチング

マッチング成功？

マッチングの継続

条例に基づいた管理

相
談
窓
口
に
よ
る
知
見
・ア
ド
バ
イ
ス
の
提
供

NO

YES

NO

YES

NO

YES

NO

YES

現状維持

契約に基づいた

対応

契約に基づいた

対応

墓石を条例に基づき処理

改葬許可



143 

 

 

図  5 7 スムーズな改葬システムの循環図  

 

 ただし、本論文の政策提言には留意が必要な点がある。それは、まだまだア

イディアの域を出ていないということだ。実際に、どの程度の初期費用と運営

費用が掛かるのかといった費用便益の評価をしなければ、本当に有効な政策と

はいえない。さらに、改正しなければならない法律等の考慮はなされていない。

実際に政策として実行するにあたっては、検討すべき課題である。  

 最後に本論文を振り返り、今後の課題について考えたい。まず全体としての

課題である。本論文では経済学的に墓地問題を要因分解し分析をした。その点

で市場を意識した分析になったが、墓地と都市の空間的な広がりを市場という

文脈でどうとらえるかという点については不透明なままである。この点は広域

化においてさらに重要になる。行政的な空間と市場的な空間を考慮した広域化
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をしなければ、混乱を生むだけだからだ。本来であれば、都市経済学等のより

応用的なツールを用いるべきであったが、現状把握に多くの時間を要してしま

った。今後は、空間的な広がりと市場との関わりを考慮した分析をすることで、

より精緻で実践的な結果が得られるはずだ。  

 次に、個々の分析における課題を挙げる。課題は 4 点ある。第 1 に、経済

学的な厳密性である。これは、全体としての課題と通ずるところがある。まず、

墳墓需給の社会的に望ましい均衡点がどこかははっきりしていない。本論文で

は需給ギャップやミスマッチの指摘をしたが、その本来の意味は社会的に望ま

しいと思われる均衡点から、現在の需給が乖離しているということである。本

来であればその均衡点が分からなければギャップやミスマッチの存在は証明で

きないのである。その点で本論文の検証は不十分である。  

 また、独占価格についても同様のことがいえる。独占価格が成立しているか

どうかはより厳密な定義が本来ならある。しかし、今回はデータの制約上、想

定価格と実際価格の乖離に定性的な評価を加えるだけにとどまってしまった。

今後は、より厳密な分析・検証を行ってみる必要がある。  

 第 2 に墓地の外部不経済の実態の把握不足である。墓地の外部不経済につ

いて心理的な部分、あくまで「感じている」外部不経済の存在は検証されたも

のの、実質的にその地域の競争力を下げるかどうかという点については別の議

論が必要である。例えば地価である。本論文では時間の制約上ヘドニックアプ

ローチやパネルデータ分析等の精緻な分析を行うことができなかったため、地

価については補論で触れた程度である。さらに、地価以外にも地域の競争力を

測る指標を見つけ出し検証する必要があるだろう。  

 第 3 に将来推計の方法である。供給についての将来推計に関しては先行研

究もなく、本論文でも単純に移動平均で引き延ばすという非常に簡便な方法に
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留まっている。最近では民間の供給も盛んであり、これを把握し、公的供給量

を調整することも必要なはずだ。具体的な解決策はまだないが墳墓供給に関し

ても将来推計の手法が必要である。  

 第 4 に墓・葬送方法に関する文化の変化がほぼないことを前提としてしま

っている。現状では、墓文化の変化が大きく起こっているようには見えない。

そして、この変化が大きく変わらないことを前提に政策提言まで行った。しか

し、墓文化が今後大きく変わり、散骨などが浸透してきたときの対応は考えら

れていない。ここまで来ると経済学では対応しきれない領域に入ってくるが、

実務的にはこういった変化も考慮に入れるべきだろう。  
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補論  

補論1. 将来推計方法の詳細  

 この章では、本論では省略した将来推計の詳細についてまとめた。まず、供

給部門、次に需要部門について説明する。また、特に記載がない限りにおいて、

年齢は全て 20 歳以上、区毎のデータで推計を行っている。  

 まず、供給部門である。推計開始時点の供給区画数を独自計算している。横

浜市健康福祉局 (a)によると、2011 年度時点 3 6で供給されている累計の区画数

は 312255 区画である。このうち何区画が既に使用されているかわかれば、逆

にその時点の空き区画の数が分かる。しかし、累計の区画数は全市単位でしか

わからない。そこで各区の墓地数から墓地の市内シェアを計算、これで全市累

計区画数を按分することで各区の累計区画数を推計した。  

 次に、横浜市健康福祉局 (2013)のアンケート調査より横浜市民の市内墳墓取

得済み者数を計算する。この時気を付けなければならないのが、1 つの墳墓に

関して 2 重の計算をしないことである。墳墓を取得済みであるということは、

「自分で取得した」もしくは「先祖が取得したものがすでにある」のどちらか

である。このとき、自分で取得したと答えた人の子孫で「先祖が取得したもの

がすでにある」という人を数えてしまうと 1 つの墳墓に対して 2 回数えるこ

とになってしまう。つまり、今回数えるべき墳墓取得者は、「自分で取得した」

と「既に死亡した先祖が取得した」人々である。アンケート中には「既に死亡

した先祖が取得した」という回答は存在しないので、取得済みの墳墓が 21 年

以上前に取得されたと回答した取得者を「既に死亡した先祖が取得した」人々

                                                      

3 6
 本来であれば 2012 年度の結果を使うべきだが、データが 2011 年度のものしか入

手できなかったのでこれを利用する。  
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とする。ここから市内墳墓取得率を計算し、人口に乗ずることで市内墳墓取得

済み者数が計算できる。  

 さらに、墳墓は基本的に世帯ごとに取得されるものであるから、市内墳墓取

得済み者数から市内墳墓取得済み世帯数を求めなければならない。そこで、

2012 年度の平均世帯人員数で市内墳墓取得済み者数を割ることで、市内墳墓

取得済み世帯数を求める。この市内墳墓取得済み世帯数を累計供給区画数から

引けば、推計開始時点の供給区画数が求められる。以上の流れを表  40 にまと

めた。  

 

表  4 0 開始時点供給区画数のための変数と計算式  

 

 

 しかし、居住区外の墳墓を取得している人もいるため、この計算では初期供

給区画数が負の値となってしまう区も存在する。そこで、負の初期供給区画数

を正の供給区画数を持つ区で按分し差し引くことを負の初期供給区画数の区が

なくなるまで繰り返し行い、平準化をしている。表  41 にデータの出所を載せ

てある。  

 

変数名 計算式

市内区画取得率(同一区画を数えない)(2012年度) (市内に自分で取得済＋死亡した先祖が取得済)/総標本数

人口(2012年度) 外生

総世帯数(2012年度) 外生

市内区画取得者数(同一区画を数えない) 人口×市内区画取得率

平均世帯人員(2012年度) 外生

区画取得世帯数(同一区画を数えない) 市内区画取得者数/平均世帯人員数

累計供給区画数(2011年度) 外生

開始時点供給区画数 累計供給区画数-市内区画取得済世帯数
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表  4 1 供給部門のデータの出所  

 

 

 次に需要部門である。需要区画数は、第 7 章で扱った墳墓取得希望に関す

るプロビットモデルを応用している。将来推計に当たっては、プロビットモデ

ルにおける各説明変数の将来の推計値を引用もしくは計算し、代入することに

よって推計を行っている。説明変数は世帯構成 (夫婦、核家族、3 世代 )、年齢、

居住意向、墓守 (墓を守る立場にある )かどうかである。以下に各変数の推計値

の説明を加える。  

 まず、世帯構成である。世帯構成は横浜市政策局 (a)を参考に世帯主率法を

用いて推計を行った。世帯主率法は、「世帯数は世帯主数に等しいことを利用

して、人口に世帯主率を乗じることによって世帯主数、すなわち世帯数を推計

する方法」(横浜市政策局 ,  a)である。今回は国立社会保障・人口問題研究所

(2013)の 5 歳階級別の人口推計に、総務省 (2010)の人口基本統計から 5 歳階級

別の世帯主率を計算したものをかけ、足し合わせることで各類型別の世帯数を

推計している。しかし、今回利用したい数字は総世帯数における世帯類型のシ

ェアではなく、人口における世帯類型のシェアである。そこで、総務省 (2010)

から、5 歳階級別の各世帯類型の平均人員数を計算し、これを先ほど計算した

世帯類型別世帯数に掛け合わせることで世帯類型別の人口を計算している。最

後に、将来推計人口で割れば人口における世帯類型別のシェアが求まる。さら

に、今回はアンケート調査と国勢調査で足元の値がずれてしまわないように、

2012 年の推計結果がアンケート調査と一致する様に調整率をかけた。  

変数 出所

既取得率 横浜市健康福祉局(2013)の個票データより筆者計算

人口(2012年) 横浜市統計ポータルサイトより引用

総世帯数(2012年) 横浜市統計ポータルサイトより引用

平均世帯人員 横浜市統計ポータルサイトより引用

墓地の市内シェア(2012年) 横浜市統計ポータルサイトより筆者計算

累計供給区画数 横浜市健康福祉局(a)より引用

新規区画数 横浜市健康福祉局提供のデータより筆者計算

拡張区画数 横浜市墓地問題研究会(2010)のデータより筆者計算

開始時点供給区画数

新規供給区画数
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 次に年齢である。年齢は平均年齢を用いている。国立社会保障・人口問題研

究所(2013)の 5 歳階級別の人口推計を用いて年齢を人口で加重平均することで

求めた。また、年齢についても 2012 年の推計値がアンケート調査の数値と一

致する様に調整率をかけている。  

 墓守率についてもアンケート調査の結果で一定にしてある。しかし、墓守率

には過去の供給区画数が影響していることも考えられる。なぜなら、墓を持っ

ていない人が墓守には成り得ないからである。供給される区画数が増え、取得

者も増えたなら墓守率が上昇してもおかしくない。しかし、アンケート調査の

調査票情報を調べると、自分を墓守と認識している人が墳墓を持っている、ま

た逆に墳墓を取得している人が自分を墓守と認識しているという単純な関係に

なっていないことが分かった。取得済み墳墓 1 つに対し、何人もの墓守自覚

者が居るのである。そして、この「自分は墓守である」という自覚は供給量と

いうよりは、むしろ墓に対する考え方等が影響していると考えられる。この様

に墓守率を決定する要因とプロセスは非常に複雑である。よって、将来の値を

恣意的に設定するよりは現状をそのまま投影するのが妥当と考えアンケート調

査の結果で一定とした。  

 最後に、プロビットモデルで導いた墳墓取得希望確率を 20 歳以上人口にか

けわせることで時期や場所にこだわらない、総需要区画数が求まるのである。

この総需要区画数に本論で説明した処理を加えることで、単年の市内需要区画

数を最終的に求めることができる。表  42 に需要部門のデータの出所を記して

ある。  
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表  4 2 需要部門のデータの出所  

 

  

 需給ギャップの推計の際には市内需要を各区に振り分ける繰り返し計算を行

うが、これを分かりやすく説明するためにここで簡単な計算例を提示しておく。

表  43 が計算例である。先ず左側のセクションで、区内の計算を行う。そして

区内で余った供給区画数を右側の市内セクションへと移行する。そして、供給

区画数から市内需要区画数を引くわけだが、この際に平均化した需要区画数を

使うのがポイントだ。そして、プラスの需給ギャップは供給区画数として、マ

イナスの需給ギャップは市内需要区画数として残ることになる。この時点で、

どれか 1 つの区でも供給区画数が正であると同時に市内需要も残っているな

らば、まだ取得できる人が居るということである。そこで、余った需要区画数

をさらに平均化し残った供給区画数から引いて需給ギャップを再度計算するの

である。最終的に需給どちらかが全ての区において 1 を下回るまで上記の計

算を繰り返し行う。  

このとき、全市での需給ギャップが変化しないことがポイントである。単純

に市内需要を各区に割り振るわけだから、市全体としての需給ギャップは変化

してはならない。実際、表  43 では市全体の需給ギャップは－40 で変化してい

ない。そして、計算例において各区の市内需要区画数が平準化されることで需

給ギャップも平準化されていく様子が図  58 で描かれている。  

 

変数 出所

世帯構成 国立社会保障・人口問題研究所(2013)、総務省(2010)より筆者計算

年齢 国立社会保障・人口問題研究所(2013)より筆者計算

居住意向 横浜市健康福祉局(2013)の個票データより筆者計算
墓守率 横浜市健康福祉局(2013)の個票データより筆者計算

10年以内市内需要確率 横浜市健康福祉局(2013)の個票データより筆者計算
10年以内区内需要確率 横浜市健康福祉局(2013)の個票データより筆者計算

墳墓取得希望確率
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表  4 3 市内需要の平準化計算例  

 

 

 

図  5 8 市内需要平準化による需給ギャップの推移 (例 )  

 

 

  

区内 市内

A区 B区 C区 A区 B区 C区

供給区画数 80 40 150

区内需要区画数 20 40 10

需給ギャップ 60 0 140

供給区画数 60 0 140 供給区画数 60 0 140

市内需要区画数 40 70 130

平均市内需要区画数 80 80 80

需給ギャップ -20 -80 60 計 -40

供給区画数 0 0 60

市内需要区画数 20 80 0

平均市内需要区画数 33.33 33.33 33.33

需給ギャップ -33.33 -33.33 26.67 計 -40

供給区画数 0.00 0.00 26.67

市内需要区画数 33.33 33.33 0.00

平均市内需要区画数 22.22 22.22 22.22

需給ギャップ -22.22 -22.22 4.44 計 -40

供給区画数 0.00 0.00 4.44

市内需要区画数 22.22 22.22 0.00

平均市内需要区画数 14.81 14.81 14.81

需給ギャップ -14.81 -14.81 -10.37 計 -40

供給区画数 0.00 0.00 0.00

市内需要区画数 14.81 14.81 10.37

1回目

2回目

3回目

4回目
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補論2. 需要者の選好分析における順序データの変換について  

 本章では、第 4 部のアンケート調査の回答である順序尺度の間隔尺度、比

例尺度への変換について詳しい説明を行う。分布が推測できないものは、本論

で説明した通りの変換を行っている。  

分布や数値が推測できるものについては個別に計算を行っているのでこれに

ついて説明する。まず、適当な広さにおける「お骨が収まる広さがあればよい」

という回答に関しては、具体的な数字を付与する必要がある。そこで骨が収ま

る広さを骨壺の大きさと考え、骨壺のサイズを付与することにした。主婦の友

社(2011)によれば、骨壺のサイズは関東では 7 寸、関西では 5 寸程度が一般的

である。今回の分析対象は横浜市で関東圏であることを考慮し、7 寸四方を骨

壺のサイズとする。さらに、1 寸が 0.030303m と考え計算すると、「お骨が

収まる広さがあればよい」という大きさは、0.04499532 ㎡となる。  

 また、取得費用の「100~300 万円未満」、「300 万円以上」に関しては、全

優石(2014)のアンケート調査より、墳墓購入価格の詳細な調査結果があるので

これを利用する。具体的には、それぞれの階級の平均値を頻度で加重平均した

ものを用いる。  

 参拝頻度の「数年に 1 回」も具体的な数字が付与されていないため、他の

アンケート調査の分布を用いて対処する。大野屋 (2011)では、墓参りに関する

アンケート調査を行っており、年 1 回よりも少ない頻度での回答に関しても

分布が提示されている。そこで、取得費用と同様に階級の平均値を頻度で加重

平均することで、数年に 1 回に具体的な数字をあてはめている。今回は横浜

市の分析であるから大野屋 (2011)の首都圏のデータを使う。以上がアンケート
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調査における順序尺度の変換方法と結果である。結果は表  44 の様になってい

る。  

 

表  4 4 アンケート中の順序尺度の変換結果  

 

 

  

  

アンケート中表記 モデル内 アンケート中表記 モデル内 アンケート中表記 モデル内

20歳代 20歳 1㎡(1m×1ｍ)ぐらい 1㎡ 50万円未満 49.9999万円

30歳代 30歳 2㎡(1.4m×1.4m)ぐらい 2㎡ 50~100万円未満 75万円

40歳代 40歳 3㎡(1.7×1.7)以上 3㎡ 100~300万円未満 200万円

50歳代 50歳 お骨が収まる広さがあればよい 0.04499532㎡ 300万円以上 300万円

60歳代 60歳

70歳代 70歳

アンケート中表記 モデル内 アンケート中表記 モデル内 アンケート中表記 モデル内

5年以内 5年前 50万円未満 49.9999万円 無料 0万円

6~10年くらい前 8年前 50~100万円未満 75万円 5千円未満 0.2501万円

11年~20年くらい前 15.5年前 100~300万円未満 182.5342万円 5千円~1万円未満 0.75万円

21年以上前 21年前 300万円以上 386万円 1万円~2万円未満 1.5万円

2万円以上 2万円

アンケート中表記 モデル内

年5回以上 5回/年

年3~4回 3.5回/年

年1~2回 1.5回/年

数年に1回 0.274652778回/年

お墓参りはしない 0回/年

取得費用 管理費用

参拝頻度

年齢 適当な広さ 適当な価格

取得時期
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補論3. 墓地と地価の分析  

 本章では、墓地の種類と地価の関係性に関する分析を紹介する。この分析は、

供給区画数の将来推計のために用いるはずであったが、サンプルサイズが不十

分であること、経済モデルに落とし込むには、事業者の行動に関して情報が少

なすぎることから断念した。しかしながら、墓地とその形態と地価に関して一

定の関係性は観察できたことから、この補論で紹介させてもらう。  

 まず、本分析で肝となる 2 つの仮説について説明する。第 1 に、区画数が

多い墓地ほど、地価の低い立地を選ぶ傾向にあると考えられる。これは当然の

ことで、大規模な墓地を作ろうとすれば、それだけ用地が必要になるため、地

価を抑えようとするはずだ。第 2 に、経営主体である寺院がもともとそこに

ある(隣接している )墓地は、隣接していない墓地よりも比較的地価が高い所に

立地できると考えられる。地価が高い場所はそれだけ、商業施設や住宅等があ

り、周辺住民からの反発が大きい一方でアクセスの良さというメリットもある。

もともと寺院がある、又は、きちんと寺院が隣接している様な墓地はそうでな

い墓地に比べて信頼度が高く、反発も少なく相対的に地価の高い場所でも立地

できると考えられる。  

 以上を踏まえて横浜市において 2003 年度の条例改正以降に新設許可された

墓地を、市営墓地、檀家型墓地、事業宗教法人隣接墓地、事業宗教法人不在墓

地の 4 つに分類する。市営墓地はその名の通りである。檀家型墓地は経営も

管理・運営も寺院・教会が行う墓地である。事業宗教法人隣接墓地は、経営は

寺院だが管理・運営は株式会社等の事業者が請け負っている墓地で、経営主体

の寺院が隣接している墓地のことである。事業宗教法人不在墓地は、先述の様
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に経営が寺院、管理・運営は事業者で経営主体の寺院が隣接していない墓地で

ある。  

 分類方法については、市営と檀家型については横浜市健康福祉局の資料を基

に行った。事業型の 2 類型に関しては、Google マップを用いて半径 500m 圏

内に経営主体である寺院があれば事業宗教法人隣接墓地、なければ事業宗教法

人不在墓地としている。また、経営主体の寺院名が不明のものは、データから

除外している。そして、これらの墓地に最も近い公示地価と区画数を比較する

ことで地価と墓地の類型の関係性を分析するのである。  

墓地の新設の意思決定には許可年度より前の地価が影響していると思われる

ので、地価については許可年度 1 年前~4 年前の地価公示の平均を取ることに

した。以上のデータを表にしたものが、表  45 である。個別の墓地の名前は都

合上伏せてある。  
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表  4 5 墓地の類型と区画と地価  

 

<出所> 

地価：国土交通省「国土数値情報ダウンロードサービス」 h t t p : / / n l f t p . ml i t . g o . j p / ks j /  

区画数：横浜市健康福祉局提供の資料  

類型：筆者による類型  

 

 これを、類型ごとに分類し地価と区画数の散布図にしたものが、図  59 であ

る。先ず、はっきりと読み取れるのは、類型ごとに区画数に明確な違いがある。

特に檀家型は小規模な墓地が多く、事業宗教法人隣接型も 2 つほど外れ値が

あるが、それ以外は小規模な墓地である。全体として、価格と区画数は負の関

1 174375 7503 市営

2 177600 2000 事業宗教法人不在型

3 182500 1592 事業宗教法人不在型

4 149700 1578 事業宗教法人不在型

5 155300 1411 事業宗教法人不在型

6 190400 1407 事業宗教法人不在型

7 189400 1320 事業宗教法人不在型

8 289500 1300 事業宗教法人不在型

9 191300 1080 事業宗教法人不在型

10 231500 701 事業宗教法人不在型

11 184700 642 事業宗教法人不在型

12 203000 4200 事業宗教法人隣接型

13 260500 1800 事業宗教法人隣接型

14 286300 541 事業宗教法人隣接型

15 202750 540 事業宗教法人隣接型

16 236250 513 事業宗教法人隣接型

17 211750 400 事業宗教法人隣接型

18 234200 178 事業宗教法人隣接型

19 231000 356 檀家型

20 338800 333 檀家型

21 208200 220 檀家型

22 190100 213 檀家型

23 220900 193 檀家型

24 207400 120 檀家型

25 230600 105 檀家型

26 243100 74 檀家型

27 297600 79 檀家型

許可前4年間

平均地価
No. 区画数 類型

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
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係にあるように見えるが、同類型の墓地同士を見てみると、そのような関係を

読み取ることは出来ない。  

 

 
図  5 9 地価と区画数  

  

 以上の様に、墓地の区画数と地価と類型には一定の関係性がある様だが、よ

り詳細な事業者の行動に関してはこの分析だけでは不十分である。例えば、地

価が区画数を決めているのか、区画数が地価を決めているのかという議論があ

る。檀家型の墓地であれば、墓地は寺院に隣接しておかれるので、地価を所与

として区画数を決定する。だが、事業宗教法人不在型の墓地は、ある程度自由

に用地選択ができるため、地価にも自由度が生まれてしまう。この様に自由度

が存在するときはどちらを最初に決めるというよりは地価と区画数のトレード

オフの関係によって用地選択と区画数が決まっていると考えるのが自然である。  

 また、類型の選択に地価や区画数が関わってくる可能性もある。当初は事業

宗教法人隣接型を志向していたが、周辺の地価が高すぎたり、望ましい区画数

を確保できるだけの用地が無かったりする場合、事業宗教法人不在型に計画変

更することもあるかもしれない。  
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 この様に、事業者の行動に関しては整理と分析が足りず、また整理と分析を

するだけの情報も足りない。本来であれば、事業者の行動を経済モデルに落と

し込み統計的な分析を施すべきだが、統計的な分析を行うだけのサンプルサイ

ズもないため、今回はここで断念した。今後の課題としては、第 1 に実態に

基づいた墳墓供給の経済モデルの作成、第 2 に作成した経済モデルの定量的

検証とそのためのデータ収集が必要である。  
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補論4. 墓地と周辺施設との親和性の分析  

 墓地の立地について、地価以外に他の施設との親和性についても分析を行っ

た。墓地は周辺環境に大きな影響を与える施設である。事業者等へのヒアリン

グから、周辺住民の反発の少なそうな用地を選ぶといった話もあり、供給側も

周辺環境を考慮して行動している可能性は高い。  

 しかし、住宅地や商業地からは離れることは当然のことであり、墓地建設前

の土地利用についても先行研究があるため、わざわざ分析をする必要はない。

しかし、周辺の施設に関しては先行研究がない一方で、施設は周辺環境を構成

する重要な要素の 1 つである。そこで、本章では墓地と親和性の高い施設を

データから調べることとする。また、この分析も横浜市を対象に行っている。  

 まず、具体的な分析方法を紹介する。今回は他の施設が立地する条件の下で

の墓地の立地の確率を親和性の指標としている。では、この条件付き確率の求

め方を説明しよう。まず、横浜市を 500m 四方のマスに分割する。ある施設が

立地するマスの数を全てのマスの数で割れば、横浜市におけるその施設の立地

確率が分かる。そして、2 種類の施設が同時に立地するマスの数を全体のマス

の数で割れば、その 2 種類の施設の横浜市における同時立地確率を求めるこ

とができる。立地確率と同時立地確率さえ分かれば、あとはベイズの定理を使

い、条件付き立地確率を求めることができる。この、分析方法を模式化した例

が図  60 である。  
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図  6 0 条件付き立地確率の計算の例  

 

 データについては、鎌倉新書(b)に 2015 年 5 月 29 日時点で掲載されていた

130 か所の墓地の住所から、緯度経度を特定した。また、その他の施設の所在

地データは国土交通省の国土数値情報ダウンロードサービスを利用している。

詳細は表  46 の通りである。  
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表  4 6 施設データの詳細  

 

出所：国土交通省「国土数値情報 ダウンロードサービス」

h t t p : / / n l f t p . ml i t . g o . j p / ks j / o l d / o l d _ d a t a l i s t . h t ml  

※「出典 /作成」については、「データ年度」が出典元データの年度であれば「出典」、作成年度のも

のであれば「作成」となっている。  

 

 

 表  47 が計算結果である。今回は事業型と檀家型に分けて計算を行った。ど

ちらの立地確率も同じ値を取っているが、これは単なる偶然である。単に条件

付き確率だけを眺めていてもその結果はよく分からないので、墓地の立地確率

を条件付き立地確率から引いた値が各型の最後の行である。この値が正であれ

ば、条件が付くことで墓地の立地確率があがったことになる。2 種類の型で共

通して正の値なのは、小・中・高等学校、盲・ろう・養護学校、幼稚園・保育

所、精神病院、道路である。総じて教育施設との親和性が高いことが分かる。

事業型のみで正の値をとっているのは、老人福祉施設と保護・支援施設である。

事業型の墓地は福祉施設との親和性が高い。事業型は檀家型と比較して大規模

であるため、住民の反発を招きやすく、福祉施設も住民からの反発を受けるケ

施設 データ形式 データ年度 出典/作成

駅 JPGIS1.0 2008 作成

小・中・高等学校 JPGIS1.0 2006 作成

大学・短大 JPGIS1.0 2006 作成

盲・ろう・養護学校 JPGIS1.0 2006 作成

幼稚園・保育所 JPGIS1.0 2006 作成

病院 JPGIS1.0 2006 作成

精神病院 JPGIS1.0 2006 作成

有料老人ホーム JPGIS1.0 2006 作成

老人福祉施設 JPGIS1.0 2006 作成

保護・援護施設 JPGIS1.0 2006 作成

児童福祉施設 JPGIS1.0 2006 作成

廃棄物処理施設 JPGIS2.1 2010 出典

バス路線 JPGIS2.1 2010 出典

高速道路 JPGIS2.1 2013 出典

道路 統一フォーマット 1995 作成

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/old/old_datalist.html
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ースがあることを考えるとどちらも周辺からの反発の少ないところに立地して

いる様だ。そして檀家型のみで正の値となったのは駅、病院、バス路線、高速

道路である。檀家型は比較的小規模かつ、寺院等の後ろ盾による信頼性がある

ため、周辺住民からの反発も少なく交通関連の施設の近くでも立地できること

がここに表れている。  

 

表  4 7 墓地の条件付き立地確率の計算結果  

 

 

 以上を踏まえると、事業型の墓地は周辺環境を配慮する形で立地している様

子がうかがえる。しかし、この分析には課題がある。先ず、地価の部分でも述

べたことだが、供給側の行動に関してきちんとしたモデル化がなされていない。

周辺住民の反発や地価をどの様に織り込み、どの様に行動しているかという仮

説が無ければ検証のしようもない。  

 また、今回求めた条件付き立地確率は統計的な有意性を確認しているわけで

はないし、因果関係を表すものでもない。統計的有意性を確認するならば、よ

り大きく偏りのないサンプルが必要であるが、今回の墓地のデータはあくまで

P(施設) P(墓 |施設) P(墓 |施設)-P(墓) P(施設) P(墓 |施設) P(墓 |施設)-P(墓)

墓 3.15% 3.15%

駅 7.23% 2.26% -0.90% 7.23% 5.26% 2.11%

小・中・高等学校 34.58% 4.09% 0.93% 34.58% 4.87% 1.72%

大学・短大 3.15% 1.72% -1.43% 3.15% 0.00% -3.15%

盲・ろう・養護学校 1.31% 8.33% 5.18% 1.31% 8.33% 5.18%

幼稚園・保育所 25.83% 3.58% 0.43% 25.83% 4.84% 1.69%

病院 6.47% 2.52% -0.63% 6.47% 3.36% 0.21%

精神病院 0.71% 7.69% 4.54% 0.71% 7.69% 4.54%

有料老人ホーム 1.74% 0.00% -3.15% 1.74% 0.00% -3.15%

老人福祉施設 8.70% 5.63% 2.47% 8.70% 2.50% -0.65%

保護・援護施設 3.43% 7.94% 4.78% 3.43% 1.59% -1.57%

児童福祉施設 2.28% 2.38% -0.77% 2.28% 0.00% -3.15%

廃棄物処理施設 0.54% 0.00% -3.15% 0.54% 0.00% -3.15%

バス路線 14.03% 1.94% -1.22% 14.03% 3.49% 0.33%

高速道路 0.87% 0.00% -3.15% 0.87% 6.25% 3.10%

道路 18.38% 3.25% 0.10% 18.38% 3.55% 0.40%

施設
事業型墓地 檀家型墓地
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鎌倉新書(b)に掲載されている墓地に限られており、偏りがなく母集団から抽

出されているとは言い難い。また、因果関係を特定したければ、地価や施設の

立地などを説明変数、墓地の立地を被説明変数とした離散選択モデルによる回

帰分析をパネルデータで行う必要がある。今回はデータと時間の制約により、

そこまで着手することは出来なかった。しかし、この分析でも墓地と周辺施設

の間に一定の親和性と傾向は観察でき、事業者の行動の一端を垣間見ることは

出来る。  
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